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◄ 液状化により約 1 mfじ柱が沈下した。

（秋田市新屋元町）

液状化による明砂のあと（秋田市新屋元町） レ

アキタキャビタルホテルの被害状況

（秋田市楢山登町 1)
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▲広告塔の落下により屋根がくずれ、 ▲幅約 2O cmのき裂が復旧されている

トタン屋根が仮設してある。 （秋田市大町2丁目 本金デパート）
（秋田市大町2丁目 本金デパート 4階、

s造平屋催事場）

A 4階itii市場内部の被害状況（秋田市大町2丁目 本金デバート）
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▲ 3階の天井部分の被害状況

（秋田市大町 2丁目 本金デパート）
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◄ 鳥居の倒壊状況（秋田市青葉町）

プロソタ崩号の倒壊状況

（もKIHi打「f打iI町）

◄ 防潮水門付近逍路の陥没状況（男鹿市八郎谷地）

▲男鹿大梃の被害状況（天王町）
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▲八郎潟周囲の堤防の沈下状況

（南部排水機楊束側）

約 1Ill沈下し、土のうの4段招みが

なされている⇔ （大洞村）

男鹿街迎が寸断され、中央部分が東側へずれている¢ ► 

（若美町五明光）

◄ 男鹿街道束側の家屋の被古状況
（粋芙町野石）
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▲‘泉困の段1日状況（紺美町）

....家屋の屈礎部分の被古状況（佐芙町）
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▲能代市被古状況図

（能代市役所助役室内）

6
 



◄ 隣接町からの応援による給水状況

（能代市大手町 6丁目）

ガス復 1日の災古救援隊 ►
（能代市ガス水迎局前）

液状化により階段状に地盤が ► ダ

沈ドしている。（能代市松美町）

◄ 液状化により被古を受けた逍路の

応急復11:1状況

（能代市、国道 7号パイパス
浜浅内付近）
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▲梅岸のテトラポットの流失状況（八森町）

▲海岸のテトラボットの流失状況（八森町）

津応題1flt尉賢和瓢
（八森町）

▲秋田県庁1階ロピーに掲載された

「秋田さきがけ新報」の被‘芯写真

（八麻町及び能代市）
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は じ め に

5月26日12時、秋田県沖約10 0佃を設源とするマグニチュード 7.7の地震が発生した。

この地震は日本海で発生する地設としては最大級のものであ b、新洞地設のマグニチュート 7.5の約 2

倍の地震エネルギーを持つ地震であった。

被害の特徴は何んといっても第 11こ禅波災害があげられ、死者 10 4名のうち、 1 0 0名までが津波に

よる死者であり、このうらのほとんどがふだんからの地震広報教育の徹底や有線、無線防送によるよびかけが

あれば防げたかもしれないと思われるものであり、地震対策行政の煎要さを改めて痛感すると同時に地震

による教訓は少くとも千年スケールで考えなければならず、 10 0年、 20 0年のいい伝えをうのみする

ことはできないということを認識させられた。

もう一つの特徴は液状化による家屋の倒瞼とライフラインであるガス、水道の被害で•あり、これは本県

においても祖要な問函である。

今回の調査は、 5月31日から 6月2日まで第1隊として消防防災課が実施し、 6月3日の愛知県防

災会議において「昭和58年日本海中部地設現地調査報告（速報）」の報告を行うとともに、 6月 l5日

から 17日まで第 2隊として愛知県地震対策プロジェクトチームを中心として実施し、さらに 6月21日

から 23日まで第3隊として消防防災課において消防活動及び危険物施設{CllJ:点を附いて実施し、それら

の結果をまとめたものである G

この謡査は、いくつかの制約のもとに、取り急いでまとめたものであるので不十分な面も多いと考える

が、この涸査報告が県民の生命と財産を守るための地震対策を推進する上で、少しでも役立てばと考えて

作成したものであり、防災関係機関など各方面の参考にしていただければ幸いである。

昭和58月11月

愛知県総務部長

甲斐ー政





目 次

は じめに

第 1平調査の概要．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．…………．．．．．．，．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．，●...................... l 

第 2痒 秋田県の概要 ．．．．．．．．，．．．．．．．．・…．．．．．．．..……................……………….......．．．．．．．．．・ •…...... 3 

第 3章 地霞及び津波の概要········.......................•……,......．．”`.....．．．..．．．．．．．．．．．．．．．．••……..． 5 

第 4 章 日本海中部地震の特徴・・ ••• •…•....,..............……•……………................................. 7 

第 5章 人、任家被害等の概要 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．ヽ..….....．．．．．．．．．.．．．．.....．．．．..．．．．.．.，．．．．．．．．． 10 

第 6章 災害対策本部設四状況及び県、市町村の対応措骰 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．……………”．．．．．．．．．．．．．． 15 

第 7章俯報の収集、伝達，．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．，．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．........ 19 

第 8 章霞話の発信規制．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．，．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 22 

第 9 章 自衛隊の災害派迎 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．，．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 23 

第 l0章 消防本部の活動状況 ，．● 9,..．．．．．....曾........．.....．..＊.................................................... 24 

第 ll !;'l' 危険物施設の被害状況 ………………………………………，．．．．．，．．．．．．．．．”．．．．．．．．．．．．，........ 36 

第12章 裔圧ガス、火槃、都市ガス施設の被害状況 ………．．．．............................................ •17 

第 13章病院の対策状況…，．．．．..................................................................................... 53 

第l4章公共土木施設の被害状況 `................”............................……•,....................……• 55 

第15 章建築物等の被害状況……..•….........................，.蟻................,••…............、............ 63 

第 16章水道施設の被害と応急給水状況 ・・••…·……•…………………………,..................……•• 80 

第 17章学校被害と児菫生徒の安全対策 ．．．．．．．．．．．．．．．．事…………............,………..................... 99 

第18章秋田県警の活動状況 ..............冷.．．..．..．．.．.........．．．．.．．．．．.．．．．．．．．．....．...．....．．．..．.．．．．．.．．...1 1 0 

第 l9章まとめ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．・ •…..．．．、....．.．.．．....．．．．．....”.........．．．．． 11 5 

（資料）

l 昭和58年(19 8 3年）日本海中部地誕災害に係る当面の重点対策

（非常災害対策本部〕・”.....,．．．．．．． 125

2 沿岸坤域における律波笞戒の徹底について（津波警報謁係省庁連絡会議）••••…………...........126

3 当面の震災対策の強化、推進について（消防庁長官通知）・・‘..........…………………•••……••.... 129 

4 津波対策調査について（愛知県総務部消防防災課〕•••………•••``………••••………*.................131

5 市町村の地震災害悩報の収集伝達体制について

（愛知県地震対策プロジェクトチーム〕賛賛●●●..........139 

6 災害情報等の伝達システムについて（愛知県地窟対策プロジェクトチーム〕……．．．．．．．．．＊．．．．嚇 .̀.163





第 1 調 査 の 概

1 調査期間及び調 参加者

(l) 昭和 58年 5月 31日～6月 2日

竹本光雄 総務蔀消防防災課 課 長 補 佐

門脇克己 々 主 費

石井久夫 ” 主 事

(2l 昭和 58年 6月 15日～ 6月 l7日）

底瀬捷 煎郎 総務部消防防災課 主 査

松井 啓 民生部社会課 “ 
長坂吉春 衛生部総務課

＇ 
花井将裕 商工部計凪保安課 t 

成田佳隆 I/ 主 事

深谷憲彦 土木部管理課 主 査

大橋功 一郎 土木部道路維持課 If 

平野正浩 土木部港湾課 技 師

仁木勝消 建築部建築指尊課 主 査

含知 準 It 技 師

唯内光二 企業庁上水課 主 任

杉浦康夫 企業庁工菜用水課 技 師

小畠 夫 企業庁企画室 主任工事検査専門艮

塩谷伸昭 教育委員会保健体育課 学校安全専門貝

佐藤正裕 県警本部警備課 係 長

(3) 昭和58年 6月 21日～6月23日

長喬保志 総務部消防防災課 主任予防専門員

縮｝II 俊広 “ 王 査

河根 沌 ’ 技 師

2 調査方法

(1) 第 1隊は 5月31日14時 30分秋田県庁及び秋田市役所に到着、関係者の説明を受けたのち、秋

田市内の被害状況を廊査した。

6月1日午前中、秋田市、男鹿市、若美町及能代市の被害状況を調査し、 14時能代市役所に到若、

関係者の説明を受けた。
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6月2日、能代淮等の被害状況を調査した。

(2) 第2隊は 6月15日l5時、秋田県庁に到着、関係各部局に分かれ、関係者の説明を受けたのち、

秋田市内の被害状況をそれぞれ調査した。

6月16日、 17日は 6班（総務部、民生部、衛生部／商工部／土木部／建築部、教育委負会／企

業庁／県警本部）に分かれ、秋田市、能代市、男鹿市、八森町、若美町、大潟町などの関係者の説明

あるいは、それぞれ独自に被害現場の調査を実施した。

(3) 第 3隊は 6月21日15時秋田市消防本部に到沼、関係者から説明を受けた。

6月22、23日にかけて、秋田火力発電所及び男鹿市消防本部において、関係者の説明を受けた

のち被害状況を調査した。

-2-



第 2章 秋田 県の概要

地 勢

秋田県は、南北 18 1 k崩、東西 11 1 kmにまたがり、面栢約 11, 6 1 0屈で、全国第6位の大県であ

る。

東の県境を奥羽山脈と那須火山が縦走し、八幡平、駒ケ岳、栗駒山の諸火山と田沢、十和田の両カル

デラ湖をつくり、この両湖はいずれも本邦における水深、透明度の 1、2位を競っている。この西に平

行して出羽山地があり、その上を鳥海火山脈が走り主峰烏海山は東北第二位の高さを誇っている。

高度分布は、低平地27%、山地44%、その他29％の割合となっているが、県北には、鷹巣、大

館、花輪の諸盆地などを作り、一方、雄物川、米代川、子吉川などの河川に沿って肥沃な耕地を展開し

てその下流に秋田、能代、本荘の各平野を開き、多くの都市を発展させている。

2 地 質

秋田県の地質は、青森及び岩手の県境付近に分布する古生代の粘板岩類と太平山を中心とする中世代

白亜紀の花岡岩類を基盤として、新第三紀囮及び第四紀屈などの地屈が広く分布している。

新第三紀府は、大別すると下部の火山岩類を主とする岩相と上部の堆稜岩類を主とする岩相に分けら

れる。火山岩類は脊梁山地を中心とする県内陸部に広く分布し、海底火山噴出物である変質安山岩、石

英安山岩、玄武岩などから成り、緑色凝灰岩によって特徴づけられる。堆積岩類は、出羽丘陵以西の日

本海側沿いに厚く発達しており、北鹿泥岩、砂岩、礫岩などで構成されている。海岸沿いには摺曲迎動

による背斜構造が幾系列も発達しており、その中に石油ゃ天然ガスを胚胎している。

第四紀屈としては、平野部では盆地、扇状地、段丘、砂丘などを構成する砂礫が卓越し、山地では那

須一烏海火山帯の活動により多く造られた形数の火山が随所に地熱地帯を形成している。

なお秋田市から能代市に至る男鹿半島付け根の一帯は小粒で均ーな砂質地盤である。

3 人口

(S58.5.1現在）

人 ロ
世 帯 数

男 女 計

5 9 9, 2 1 6 652,090 1, 2 5 1,3 0 6 3 4 9, l 9 6 

（「あいらの統計」による）
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4 秋田県における過去の地震被害

蓄函昭 名称又ごご迎 ，，，ダニ 人的披也 化家彼山 辺
年 8

死者 1秘名 全域．！半城 全続
保 苫

号 月 日 辿 東経 チュード 度

I 830 9遥 7年 秋田賊追分西方 39、3140.1 7A 15 100 ? ? ? 城寺郭甜筍、転官含但． 四天王2, 余
8駁

細 3年 庄 内 畠西泊山山腕 39.1 ， 140, l 7.。 多数 ， ？ ？ ？ぼ府の城棚伯倒 ＾ 2 11.27 
観

857 
天安元年 比 円大館北方 位 3i！1位 3 10 ？ ？ ？ ？伝衿院党告揺れ1,1域‘" 34. 、4< 

測

〉/

4 1eM. 
, 10. 18 窪永21年 冷： 荘本it出方 39̀ 4 140. l ！ I 6.9 ？ 認 ？ ？絃告数は金nl1分 地

1694 
元禄 1年 能 代能代東方 40、2140、2 7冒〇 副「可1,278 邸9住う家ら能全代坂 死者叩0 点

5 6.19 
弓 412 

6 l10 宝永元年 能 代岩 館 40、4l40, 0 § 1 l 69 謁 ？ 4滋 1 ？ 359 槌也数は能代分5,21 秋

7 1卵 t， 文化元年
7. 10 な

象 沿遊佐東方 39置。 140,0 7.1 183 9 2,OOO ？ ，・ 庄う永ら全象肉域⑫死3者65 IU 

8 1810 し炉ご

9.25 文化 7年 男 鹿脇 本 39、9l39.9 6.6 57 9 LOl8 400 ？ 

l邸3， 12. 7 天保 4年 佐渡羽油 酉臥ケ関方 因1 139.2 ?A 5 非波あり

10 11町0.22t 明治2'l年 羽前 栢方田沖匝 39,2 !39.5 7.3 ， 土蔵破損壁落 l；；左

l l 』 印8.361 29年 陸 羽 秋乱田岩塩手 39.3 140? 7.s 206 六認地震 6 

1914 
大正 3年 倍 廿大沢郷 .5 140.4 6A 叫 仕家破掛4ぶl2123.15 ・ 6 

々
沼館沼館 .3 

青
盃丁て| ー 全住披家小西破オ湘18 13 8.28 “ 5 

19甜
昭和14年 紺 庇男庇半島 40.0 139、 lZ'I 555 l,幽 9小律波土鯰27m 5 14 ¥ , 5,l 

1955 
30年 ニッ井七梢山 40.3 140. 2 化家破Ul的 s 15 10. t9 

~ ~ 

16 1訊 . 3 9年 男半 此 鹿 40.3 1改）． l 4 - 堤t腿p/j波決9軌m未3翼lhli]5 4 5, 7 島沖 沖
々 県

一律床波上に8よ床る没F水l匁” 6. 16 々 新 閲
限 島

鵠．4139.2 7.5 5 箕 13 147 4 

lヽ8ヽl ” 2、11
＇ 刃北酉瓜沖 刃北西邸沖 40.4 138.9 6.3 一八郎囮20干"'拓沈堤下防1 Km 4 

19 1畷
5, 16 4 3年 十膀沖 襟裳師沖 40,7 143, 6 7,9 2 l 一破iu3 4 

匁 1970 
10, 16 45年 南秋田東限部 東成瀬 39,2 140.8 6.2 4 19 49 一般/U四（災枚法適fil) 3 

1978 
53年 142.5 小水破ill損2ケ1祈ll棟21 2.20 宮 城 沖 宮城沖 39,6 6,8 3 

々
みz 6.12 ク‘ 夕 認.2142. 2 7A - i1随271砂沢J月辺農路邸lケ瞬J針 4 

（「秋田県地城防災計趾（昭和57年版）」による）
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第 3章 地震及び津波の概要

1 地震の発生及び震度分布

発生日時

震源

規 模

震度分布

昭和 58年 5月26日11時 59分 57. 5秒

東北地方北部西方沖（北緯40°2 1.4分、東経 13 9 ° 4. 6分、深さ 14 Km) 

マグニチュード 7.7 

霰度 5（強震）

秋田、深浦、むっ

震度 4（中震）

盛岡、青森、八戸、酒田、森、江差

震度 3（弱震）
倶

供知安、函館、帯広、相川、室岡、輸島、

新庄、新潟、高田、福島、宮古、山形、

仙台、大船渡

震度 2（軽震）
x 

小名浜、前橋、白河、札幌、浦河、小閲、 ビ旦□y’
苫小牧、留萌、寿都

霞度 1（微震）

金沢、旭川、長野、網走、館山、石巻、 相川

豊岡、水戸、福井、岩見沢、米子、敦賀、

三島、熊谷、横浜、父島、諏訪、釧路、

西郷、羽幌、広尾

館

森

2 地震波形 地震計が概り切れた揺れ
9秋田迅口5気戴台の 1鑓孤重9tで鰻置

上下誓9

9平誓9

ふ｝

鼻・I[l囀Uし，I9A』,-”.-99“9994、9̂993,＂，い．一コ 9,999 芦

12釦95分
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3 津波

(1) 予警報発表状況

予報の種類 対 象 海 城 発表時刻 解除時刻

大律波橙報． 5区（東北の日本海側）
26日 2 6日
1 2時14分 2 0時58分

3区（北海道の日本海側） l 2時l4分 2 0時59分
陣 波 瞥報

6区（新洞、富山、石川県） l 2時l3分 2 1時0l分

2区（北悔巡の太平洋側） 1 2時14分， 20時59分

津波注 報 10区（石川（輸島以東を除く）、福井県） 1 2時13分 2 l時01分

13区（山陰地方日本海沿岸） 1 3時45分 2 3時30分

(2) 各地の最邸薪位（単位9苅）

0北海道 7 8、函館53、網走10、椎

内17、留萌l3、小樟18、室蘭

陣波予報海域区分図

8、浦河 l2 

も胄森県深浦55 

0秋田県能代20 9、船川85 

金浦lO 0 

0 山形県酒田47 

0新洞県新潟 20~25、相)1192 

0富山県窟山 15 

0京都府舞鶴26 

0島根県西騨44、浜田 35 

区
4~ ，
 

‘ヽ
 

r
,
9
9
,
4
 

f
 

r

5

-
J
 

g

ょ

ぺ

｀
 

＂ 
たー

＇ 

，＇ 

＇ 

、9
9

9

9

9

L

'

9
,
'

，
 

‘, 

皐

f
[
i
,

疇

＇ 1゚8区

＇ ＇ 
（注） （）） 秋田県、能代、船JII及び金浦の最高潮位は中日新聞 (5月28日）による。

(2) その他は、気象庁発表による。
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第 4章 日本海中部地震の特徴

津波による犠牲者が多かつた

(!)死者 10 4名のうち津波による犠牲者が 10 0名で、 96.2％と非常に高い率であった。

また、死者のうち男性の割合が87. 5％と非常に裔かった。これは、海岸で作業中及び魚釣中の死

者が 57名もいるなどによるものである。

（死者の原因別、男女別内訳）．

原 因 嬰 秋田県 青森県 北海道
別

名 名 名
男 70 17 3 

津 波 女 ， 
゜

1 

計 79 17 4 

男 1 

煙突の倒壊 女

゜計 1 

男

゜天井の落下 女 1 

計 1 

男

゜ショック死 女 2 

計 2 

男 71 17 3 

計 女 12 

゜
1 

計 83 17 4 

(2) 津波による 10 0名の死者の内訳は次のとおりであった。

0海岸で作業中 ………4 0名

0魚釣中…………17 

0遠足の児堂 ……… •••1 3 

0 漁船転覆等 ………… 1 0 

0 海藻採取中 ………••• 4 

0 その他………… 16 

-7-

計

go名・-< 90％ ) 
％ 

10 (10) 

100 (100) 〔96.2)

1 (100) 

0 ( 0) 

l (100) 〔 1.0〕

0 ( 0) 

1 (100) 

1 (10 0) 〔 1.0)

0 (1 00) 

2 (100) 

2 (100) 〔 1.9〕

91 (87.5) 

13 (12.5) 

104 (100) (100) 



なお、合川南小学校の追足の児窟については 45名がほぼ同じ条件下にいながら、のり用の木ぐいや

岩にしがみつき助かった児童や沖に流されながらも船で救助された児童もおり、わずかの差が生死を

分けたのではなかろうか。

死亡した児箪 1 3名 2 8.9% 

けが等により病院へ迎ばれた児蛮 1 0 2 2.2 

水にぬれながらも無事であった児童等 2 2 4 8.9 

計 4 5 1 0 o. 0 

(3) 「秋田県では過去において、律波による被害は軽微であり、 ”地震が起きたら海辺の砂浜へ逃げろ”

という誤った言い伝えがあり、かえって犠牲者を出した』（八森町長談）

過去の記録をみると昭和 39年の新潟地震（マグニチュード 7.5)において秋田市船川で床上没水

9戸の津波被害が出た程度であり、むしろ昭和 14年の男鹿半島地震において山、がけ崩れの被害が

大きかったことから、こうした考え方が生まれたものと思われる。律波の規模は、震源が海域にある

場合において、地震の規膜や震源の深さにより決定するため、震源が陸地にあった男鹿半島地霰の教

訓が役立たなかったのである。

今後は、「地震即火災」「地震即がけ崩れ」に加えて、「地震即律波」の心構えが必要であること

が明らかとなった。

(4) 大津波警報発令 (12時14分）以前に律波が押し寄せた地域があった。

・男鹿市

・八森町滝の間

・加茂漁港

1 2 : 0 7分に第 1波

1 2 : 1 0分 1，

1 2 : 1 2分，

(5) 津波による船舶被害が大きかった。

•秋田県 6 7 9隻 (6月15日現在秋田県災宙対策本部）

・八森町 30 0隻以上で 6月15日現在操業の再開のめどは全くたっていない。

2 液状化現象による建物等の被害が大きかった

秋田市から男鹿半島の付け根を経て能代市に至る日本海沿岸平野部は砂質地盤であり、河川沿いの地

下水位が比較的高い地域においては、直接の地震動による被害ではなく、地盤の液状化に伴う家屋の不

同沈下、プロック塀の倒壊、路面の沈下等の被宮が目立った。

・男 鹿 市・・・……脇本地区

•秋田市………新屋元町、新屋松美町地区
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・能代市…••••••肖菓町、中川原、長崎（前山団地に多い）

河戸川、浅内、浜浅内、黒田地区

・若美 町…••••••五明光、石田川原、福米沢、本内、松木沢地区

3 火災の発生が少なかつた（秋田県 2件）

これは、能代市では昭和 24年及び昭和31年に大火に見舞われ、また 51年には酒田火災も発生し

ており、日本海沿岸住民の間に火災予防思想が徹底していたためと考えられる。

また能代市においては市内全24 3町内に町内会単位の火災予防組合が組織され活動している。

（出火状況）

・東北屯力秋田火力発電所の 10号タンク (35,0 o O KE)のリング火災。

•秋田市内のマンションで揺れによって吊りかとから落ちた屯子ガスライターの自然若火。

4 正しい情報の収集と伝達がいかに重要であるかが再確認された

(!) 同報無線による情報の伝達が有効であることが明らかとなった。

秋田県下で唯一、同報無線を設齢していた若美町においては地震発生直後から NHKテレピから得

た情報や、町独自で調班した梢報をきめ細く住民に伝達しており、大きな効果があったと考えられる。

(2) 八森旅協においては、テレビのテロップで律波警報発令を知った職員が、場内放送で避難を呼びか

け、付近の人たちは斜面をよじ登って難をのがれたそうであり、ここでも管理者の適切な判断が効を

奏したといえる。

(3) 八森町立八森小学校の児童は地裳発生直後、校庭1こ避難した。その時トランジスターラジオで律波

警報をキャッチし、裏の海辺をみると津波が迫ってくるのを直視（校長談）したため、直ちに 1.3Km 

離れた翡台に避難し、全貝無事であった。このことは、正しい情報を迅速にキャッチし、行動した好

例である。
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第 5章 人、住家被害等の概要

道府県別被害状況（昭和 58年 6月 20日 10時現在）

区 分 単位 北海遥 背森 岩手 宮 城 秋田

命靡

死 者 人 4 17 81 

行 方 不 明 者 ，， 2 

負 俯 者 ” 24 25 234 

全 壊 棟 5 436 ［ 
984 

住 半 股 If 16 802 1,928 

部 破 掴 ” 69 2,621 2,438 

家 床 上 浸 水 ， 27 62 I 79 

被
床 下 没 水 ” 28 152 277 

非 住 家 ” 29 2,506 2,328 

害 り 災 世 帯 世帯 48 1,305 3,072 

り 災 者 数 人 16 2 5,714 11,221 

遥 路 箇所 3 667 877 

橋 り よ う ‘‘ 51 87 

河 Ill “ 3 242 I 202 

崖 ＜ ず れ ク 64 

そ
文 教 施 設 “ 70 369 12 7 251 

船 舶 隻 ： 637 853 67 9 

の
道鉄 箇所 71 4 10 

他 電 話 戸 143 

i 
622 

被
水 遥 ク 770 17,399 

I 
22,1 87 1 

屯 気 // 2,200 19,840 17,563 

宙 IIガ ス “ 
14,905 

堤防 箇所
， 

11 

プロック塀等｝i I/ 763 

火 般 火 災 l件 2 l 

災 ク ン ク 火 災 々 I 1 

被災市町村数 団体 30 64 4 6 68 

災対本部設骰

I 

，' 
道＊ 20市 県町村＊ 12市 県、 19市
町村 町村

災害救助法適用 ク 5町村 9市町

（注） 自治省消防庁震災対策指導室の「震災
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山 形 新潟 石川 京都 兵庫 烏取 島根 山 口 計

102 

2 

2 3 5 293 

1,425 

2 2,748 

5,128 

3 1 141 313 

2 3 8 277 747 

4 15 103 4,985 

5 1 139 4,570 

25 3 330 17,455 

1 3 1,551 

1 139 

3 450 

64 

23 732 

22 40 19 36 27 4 319 ， 2,645 
85 

765 

40 1 5 40,402 

563 40,166 

14,905 

5 16 

763 

3 

1 

7 5 6 6 1 2 13 4 216 

1市 2町村 154道暉2町県村

14市町村

対策惜報」の 6月（庇37)による。
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2 秋田県の被害速報（第46報 6月15日12時現在）

区

人
的
被
害

死

行方不 明者

負 似

全 域

住

家

被

9.. 
害

半 壊

一部破 担

3
 

分

□1
1
1
[柚

□

人:/／ご

者

者

床上没水

非

住

家

そ

床上没水

床下没水

田

畑

文教施設

病 院

の

他

床下没水

全

半

壊

壊

路

う

川

湾

防

より

道

橋

河

港

砂

帯

鞘

所

所

箇

箇

人

一

棟

人

＿

棟

人

一

柚

棟

柚

棟

一

加

ha

世

世

そ

I
I「

[
8
0
2
2
3
4

口―
5

1,9 5 4 

7,200 

2,436 

2,451 

8,992 

79 

81 i 
t 

269 

1,134 

27 7 1 

箇所

箇所

箇所

箇所

288 

571 

1,748 

60 

116 

2,643 

496 

251 

29 

877 

87 

202 

124 

4 

の

他

区

カ

ス

道

設

れ

通

杏

害

等

車

道

施

ず

不

被

被

い

動

掘

く

道

舶

侶

ペ

電

ガ

水

清

崖

鉄

船

通

石

自

林

治

農業水路

堤

山

防

分

線

所

隻

帯

術

帯

所

所

所

世

世

世

箇

箇

箇

回

箇

台

箇所

箇所

苺所

m 

被害

17,563 

14,905 

22,187 

， 
64 

10 

679 

622 

763 

71 

42 

49 

582 

40 

被

股業

漁池

水産

林業施設

商工施設

公共土木施設

その他の公共施設

住

林

商

国

宅

害

一

施

施

施

被

被

被

計

産

工

鉄

設

設

設

等

公立文教施設

農業被害

畜産被害

害

害

害

額 （単位千円）

19,644,000 

2,185,000 

3,5 l 9,000 

5,555,420 

8,97 1,147 

4 8,945,045 

4,281,415 

21,517,850 

1,695,129 

2,411,000 

7,000 

399,550 

4,330,297 

2200.O00 

125,661,853 
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日本海中部地震災害状況図（能代市）
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3 災害救助法の適用状況

適用市町と辺用日時は次のとおりである。

5月26日 2 0時30分 若美町

5月28日 8時O0分 能代市、男廊市、八森町、八竜町

5月31日 1 0時00分 秋田市

6月 3日 l 2時00分 昭和町

6月 6日 1 7時00分 井川町

6月l1日 1 5時00分 山本町

計 9市町
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第 6章 災害対策本部設置状況及び県、市町村等の対応措置

災害対策本部設置状況

5月26日12時 50分、秋田県災害対策本部が設囲された。

また、秋田県下 60市町村のうち 20市町村において災害対策本部が設皿された。

政府は 5月26日午後 1時 30分秋田沖地震対策本部を国土庁内に設皿した。

2 県の対応措置

0 5月26日

1 2 : 2 0 秋田県から市町村消防機関ヘ一斉指令

•第 2 次災害の防止

・避難救助体制の確立

•災害情報の収集

1 2 : 2 5 県災害対策連絡部設骰

1 2 : 5 0 県災害対策本部設四

1 3 : 0 0 県災害対策本部会議で次の事項を決定

・ニ次災害の防止に努める

・災害の実態は握をする

・行方不明者の救助、捜索に全力をあげる

・民生安定に全力をあげる

・ライフライン（都市ガス、水道）の早期復旧と給水体制を確保する

・道路、鉄道等交通の確保と早期復旧を図る

・被災住家について応急仮設住宅を建設する

＊自衛隊に対する災害派逍要請を行う

1 5 : 0 0 知事から自術隊の派逍要請

II 航空自循隊に航空偵察を要請

1 7 : 0 0 陸上自衛隊に給水支援を要請

0 5月27日

0 1 : 0 0 陸上自衛隊に行方不明者の捜索支援を要請

0 5月30日

0 9 : 3 0 海上自衛隊に行方不明者の捜索（ダイパー）支援を要請

その他、海上保安部の巡視船、同ヘリ、地元消防団貝等も捜索活動を行った。
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3 市町村の対応措置

(1) 秋田市の対応措置

0 5月26日

1 2 : 0 1 東北電力秋田火力 10号クンク火災発生（原油 35,0 0 0k£) 

(1 2 : 4 3 泡放射開始 l 4 : 2 9 鎖火）

1 2 : 1 4 津波瞥報発令

1 2 : 2 0 秋田市災害対策本部設四

秋田市防災会議開仰「被害情報と災害対策」

1 2 : 4 0 陣波瞥戒広報（土崎地区洵岸部）

1 3 : 0 5 雄物川河口で5名乗船中の船舶転覆

救助工作巾新屋第二部隊出動

1 3 : 3 0 出光油梢所20 0k（軽油タンク沈下

涸油処理、残油抜き取り、防油堤破損部分に土のう積み応忠処理

1 4 : 0 0 秋田市防災会議（第2回）「被害栢報の収集、応急対策」

l 4 : 3 0 秋田市防災会議（第3回）「被害情報と復旧対策」

1 8 : 0 0 秋田市防災会議（第4回）「被害復l日の見通しと対策」

2 0 : 3 0 市長が災害現地を視察

2 0 : 4 2 土崎港、秋田冷蔵K.KO)アンモニアガス甜えい

土崎第一部隊出塔

0 5月27日

9 : 3 0 秋田市防災会議（第 5回）「復旧状況の情報交換」

1 2 : 0 0 緊急部局長会議「復旧状況の報告」

1 3 : 0 0 地震相談所を開設

1 7 ; 0 0 政府謁査団（国土庁長官）に市長から被害状況について報告、助成方を要請

0 5月30日

1 0 : 0 0 議会全貝協議会開催「災害状況報告」

0 5月31日

1 0 : 0 0 災害救助法適用

1 0 : 0 0 知狐県議会議長に対し要望書を提出

1 4 : 0 0 がけくずれ等による二次災害防止のため広報車でPR

0 6月 1日

1 0 : 0 0 緊急那局長会議 「被害の最終報告と復1日状況」
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0 6月 2日

1 0 : 2 5 自民党調査団来庁要望古捉出

0 6月 3日

1 1 : 0 0 記者会見 「被害状況等について」

1 3 : 0 0 各部局担当会議 「災害復旧予節等について指示」

(2) 能代市の対応措囲

0 5月26日

1 2 : 2 0 緊急部課長会議 「被害状況の調杏指令及び対策を検討」

1 2 : 2 7 大渾波警報発令の連絡を受ける （能代屯報電話局より）

1 2 : 3 0 能代市災害対策本部を設四

大律波警報発令を広報車で周知（下浜、川反、浜通地区）

1 2 ・35 配送管損傷のため市内全域にわたりガス、水道の供給を停止

（水道 12,959戸、ガス 3,2 1 7戸、プロパン 8 2 7戸）

1 2 : 5 7 震度3の余震

1 3 : 4 0 下浜地区の住民、能代公園景林神社付近へ避難

(1 4時40分、津波終息の状態を見て帰宅）

1 6 : 0 0 部長会議を招集（被害現況の把握及び対策協議）

1 8 : 3 0 水道一部復旧 給水開始

2 1 : 2 2 律波警報解除（能代霞報遁話局より）

0 5月27日

0 : 1 0 能代港建設事務所の依頼により消防本部へ消防団貝の捜索出動を要請 (30人）

7 : 0 0 消防団貝 30人捜索のため出動 (28、29日も出動）

1 2 : 2 0 政府調査団（国土庁長官一行26人、 11省庁）が現地災害調査のため来市、視察後、

市対策本部において被害状況及び対策を説明

2 1 : 2 0 給水のため自衛隊の派逍を要請

0 5月28日

8 : 0 0 県消防防災課から遭難者捜索のため、海上保安庁から船舶 5隻、自循隊からヘリコプ

ター 2機、特殊部隊 50名が派遣されるとの述絡あり

(2 9日8時53分捜索を開始）

1 1 : 0 0 自衛隊より給水貼 1t車3輌、給水のため到着、活動開始

1 1 : 2 0 午前8時能代市に災害救助法適用

0 5月29日

1 : 1 0 震度 3の余震
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8 : 4 4 自衛隊より給水車（給水鼠 5t)到沼、活動開始

0 5月30日

7 : 0 2 震度3の余震

1 0 : 0 0 市議会全貝協議会を開く

1 8 : 1 0 参議院災害対策特別委貝会調査団（福閥智之団長一行9人）関係省庁担当官と災害現

馳調査のため被災現場を視察後来庁、市議会議事堂で被害状況の説明、激じん災害の

指定、災害査定官の派逍、復1日設計の補助などの要請を受ける <9

0 5月3l日 地裳り災者相談所開設

国鉄奥羽本線 東能代～ニッ井間

五能線 能代ス ～ 岩 館 閻
開遥

0 6月 1日 仮設住宅の建設若エ（大町、烏小屋各20戸）

8 : l 9 震度 3(/.)余裳

1 0 : 0 0 市議会臨時会後市議会全貝協議会を開く（給水状況の説明）

1 3 : 0 0 県消防防災課より地震1こより地盤がゆるんでいるので、土砂くずれ等十分注意するよ

う連絡あり

広報車で周知する

0 6月 2日 「日本海中部地震能代山本地方捜索活動連絡本部」設囮

都市ガス開栓検査始まる。

(3) その他の市町村の対応措屈

応急仮設住宅の建設5市町村94棟

ライフライン対策ヽ・・・・・電気、水避、都市ガスの早期復l日を図る。

二次災害の警戒、監視
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第 7
 

章 情報の収集、 伝達状況

第 1 津波情報の伝達

今回の日本海中部地霰の被害の特徴の一つは、地震津波による被害の大きかったことである。そのた

め、津波憐報の伝達が末端住民までスムーズに伝達されたのか世間の注目するところとなった。

ア 秋田県における気象注意報、警報等の取扱いによると、勤務時間内の通報の伝逹系統は次のとおり

である。

（
警
報
の
み
）

産

課
股

芸
県

園

霞報電話局

イ

ウ

仙台管区気象台は雖震発生直後の 12時14分発表された 5区オオッナミ警報を秋田地方気象台へ

1 2時15分伝達した。

秋田地方気象台は 12時 15分から 18分までに、同時通信装岡で、従来からの伝達）レートである

秋田県警本部警備二課へ伝達し、更に、同時刻、秋田電報電話局へ伝達した。

秋田県庁では、受信した 5区オオッナミ警報を市町村へ伝達するのを失念した。

一方、秋田電報電話局は 12時27分までの間に、本庄電報屯話局、男鹿電報電話局、能代電報電

話局、秋田市役所及び天王町役場へ伝達した。

工 秋田市役所は、 5区オオツナミ警報を庁内一斉放送システムで受信し、 1 2時40分、土崎地区海

岸部へ広報車を出動させ、津波警戒の広報にあたった。

能代市役所では、 5区オオツナミ警報を 12時27分庁内一斉放送システムで受信し、直ちに消防

本部の広報車を出動させて、津波警戒の広報にあたったが、津波の第一波は、

来襲した。

1 2時26分能代港へ

オ 秋田県下沿岸 15市町村のうち、同報系屋外用無線システムを採用している唯一の若美町では、地

震発生直後に、テレビのスイッチを入れ、 1 2時10分とりあえずテレビの情報内容を要約して、誤

度 5の地震発生、火気及びガスの注意を呼びかけ、被害状況の収集・伝達を町内の役貝等へ依頼した。
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更に、 l2時l4分5区オオッナミ瞥報発令をテレビで確認して、 12時20分津波筈報発令と避

難の呼びかけ、 l2時25分再度の呼びかけをした，，そのため、津波による儀牲者は 1人もなかった。

なお、住民への広報は、 23時l0分までに 18回行った。

力 八森町の海岸では、津波襲来を視認した地元消防団長が、サイレンを吹嗚して住民に知らせようと

したが、停電のため、サイレンが作動しなかった。そのため、消防車を出動させて避難を呼びかけて

回ったが、間に合わず、犠牲者が出たむ

第 2 若美町における同報無線の運用状況

今回の地震において、秋田県内で唯一同報無線を設固している店美町においては、地震発生直後から

住民に対する情報伝逹手段として、同報無線が適切に迎用された。以下は 6月1日、若芙町広報公聴係

において諜査した概要である。

1 設屈年度 昭和 52年度

2 局数 親局 1局

子局 29局 （屋外広報塔）

戸別受信局 7局 （町内会長宅内）

8 若美町の人口及び面積からみた設匠率

(1) 人口 9,135人

（2) 面積

(3) 1局当りの人口

(4) 1局当りの面積

4 同報無線の遥用状況

3 9.8 7瓜

3 0 5人／局

1.3 3直／局

（昭和 58年4月1日現在）

地霞発生後、直ちにテレビのスイッチを入れ、とりあえずテレビの俯報内容を要約するなどして、同

報無線により住民へ必要な情報を伝達した。その後、被害箔報等の収集状況に併せて必要な広報を実施

した。

情報の伝達回数は主なものだけで、 5月26日は地痕発生直後の 12時10分から深夜の 23時10 

分まで 18回、 27日は 10回の広報を行っている。

2 6日における伝達時間及び伝達内容は次表のとおりである。なお、表中、プロッタ別放送について

は、（プ）と表わした。
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（表ー 7-1) 若美町同報無線の 5月26日における伝達内容等

時 分 伝 逹 内 容

1 2 : 0 0 

1 2 : 1 0 

1 2 : 1 4 

1 2 : 2 0 

1 2 : 2 5 

1 2 : 3 5 

1 2 : 4 5 

1 3 : 0 0 

1 3 : 3 0 

1 3 : 4 0 

1 4 : 0 0 

1 4 : 4 5 

1 5 ; 2 5 

1 5 : 3 5 

1 6 : 2 0 

1 7 : 0 0 

1 8 : 0 0 

1 8 : 3 0 

2 2 : 1 5 

2 3 : 1 0 

（地震発生）

1 震度 5の地震発生、火気及びガスの注意のよびかけ、被害状況の報告の

伝淫

（禅波警報の発令）

2 律波警報発令及び避難の呼びかけ

3 律波警報発令及び避難の呼びかけ

4 消防団への被害調査依頼の連絡

5 都市ガス（町営）に対する注意の呼びかけ

6 ため池危険地区の避難の指示 （プ）

7 都市ガスに対する注意の呼びかけ

8 被災道路の通行注意、及び断水のお知らせ

9 断水梢報 （プ）

10 断水俯報 （プ）

11 土地改良揚水機破損情報

12 ガスの復旧の見通しがたたない旨のお知らせ

13 ガスの復旧の見通しがたたない旨のお知らせ

14 断水情報

15 被害調査結果の報告及び対策

16 ガスの復旧の見通しがたたない旨のお知らせ

17 水道の給水開始梢報 （プ）

18 水追の給水開始情報 （プ）
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第 8章 電話の発信規制

1 発信規制状況

地震発生直後、問い合せや見舞いの屯話が殺到したため、東京から秋田、仙台方面にかける電話は、

9 0％が発信規制された。

続いて、仙台市内から秋田地方に通じる回線も同様の規制が行われた。

秋田県下では、地震発生直後の 12時 15分から 2D分の間に、能代及び男鹿方面へ通じる回線を最

大90茄規制し、 27日午前0時に全面解放した。

2 影響

秋田県庁では、電話の発信規制にかかって、地震発生直後から 1~2時閣は一般爾話の使用が全面不

能になった。

一般住民から、けが人の医療救護の問い合せも、電話の発信規制にかかって、病院等への連絡が不能

になった。

3 問題点及び今後の課題

地震発生直後には、問い合せや見舞いの電話が殺到するため、一般加入電話の発信規制が行われる。

そのため、防災関係機関の情報収集伝達にも支蹄が生じる。たとえば、時間外の場合、職員の非常呼集

は一般電話を使用して伝達している現状では、初動体制に遅れをとる。そのため、ホットラインを使っ

て、ラジオで職員の非常呼集をするとかの代替手段の確立が必要ではないか。
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第 9章 自衛隊の災害派遣

派遣状況

秋田県知事は、 26日午後 15時、自循隊法第83条に甚づき災害派逍を要請した。この要請により

自衛隊秋田駐屯地等から派逍された人員、質機材は次のとおりである。

(1) 給水支援

ア人 貝 男 鹿 市 3 4人

能 代 市 1 7人

イ 使用資機材 ト レー ラー 9台

給水車 (5t) 1台

(2) 行方不明者の捜索

ア 人 貝 能 代 市 9 7人

イ 使用資機材 小型ヘリコプター (OH-6) 3機

中型ヘリコプター (HU-1) 4機
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第 10 消防本部の活動状況

第 1 秋田市消防本部

火 災

第一火災

（l) 出火現所 秋田市飯島字古道川端2l 7(J)6 

東北這力株式会社秋田火力発這所

がii1 0号タンク（原油 35, 0 0 0 Ki?覇タン状態）

(2) 出火時固 昭和 58年 5月26日12時 1分煩

(3) 鎖火時間 ク II 1 4時29分

(4) 克知時間 II ” 1 2時4分

(5) 出場状況 消防車両（全車両） 13台、隊貝 46人

(6) 概 況 第ll章の東北磁力仰秋田火力発心所の火災概要のとおり (36頁参照）

第二火災

(!)出火場所 秋田市川元OO和町1の 1

長谷部ピル 203号室

(2) 出火時闘 昭和58年 5月26日l2時2分頃

(3) 鎖火時間 “ “ 1 2時8分頃

(4) 宜知時聞 ” ＇ 
1 2時15分

(6) 出場 状 況 消防車両（全車両） 5台隊員 20人

2 非番、公休職員の召集

(1) 召集時間 1 2時20分

(2) 召集方法 サイレンによる召集信号

(3) 参集 人 貝 1 1 3人

(4) 参 集 率 9 1.1 % （参集予定人員 l2 4人）

(5) 参集状況
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非番、公休者非常召集参集状況

参 30 30 60 90 120 180 
集

分 6 0 分超
分 分 分 超分 備

署 時 90 超 120 超 180 超 え を
計

贋
間 以 分え 分え 分え 分え た

以 以 以 以 も 考
内 内 内 内 内 の

秋田消防署 23 1 24 

保戸野出張所 12 12 

新屋出脹所 5 5 

牛島出張所 7 7 

城東消防署 4 13 5 1 1 24 

手形出張所 1 3 4 

土崎消防署 24 2 2 28 

寺内出張所 2 1 3 

将軍野出張所 6 6 

計 84 19 5 1 1 3 113 

5月26日12時現在当非職貝状況

二
配 訊 数 年 休 巡 休 非 番 入 院 消防大学 出 闘 当日勤紡(,1)数

仏 囚 りJ 的 凶 消防学校

A B C D E F 囚 G 
A-
(BCDEFG) 

消防本部 26 1 1 24 

秋田消防署 103 2 10 49 1 1 40 

土崎消防署 62 1 5 30 1 25 

城東消防署 54 2 4 26 22 

計 245 6 19 105 1 2 1 111 

消防署幽係 219 5 19 105 1 2 87 

参集予定人貝 19 105 124 

(6) 参集者解除 5月26日17時30分
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3 救急車出場

(!)出湯件数

(2) 搬送人貝

(3) 不搬送 人艮

(4) 梃病程度

ァ死 亡

イ 璽 i!:,l（症）

ウ 軽傷（症）

エ不 明

4 警戒出場

(1) 痛油

箱ー場所

ア場 所

ィ 出掲時間

ウ出場状況

工状 況

第二場所

ア場 所

ィ出場時間

ウ出場状況

工状 況

(2) ガス洩れ

l. 9件 (1 1件）

2 0件 (1 0名）

2名 （ 2名） 死亡 1名他巾搬送1名

1名

8名 4名）

1 2名 （ 6名）

1名

（ ）は地震傷病者数

秋田市寺内 秋田石油配分基地内

出光興産KK秋田油槽所軽油19 2 Kfタンク

5月26日l3時25分

2台 隊員 7人

地盤沈下とクンク傾斜により接手部より若干甜油した

（タンクローリ抜取、涸油処理以上企業）

秋田市陪迎印）町3の38 

固有楽観光有楽ビ）V

5月26日15時 1分

1台 隊員 5人

地震動によりキュービク）9内のトランスが移動し一次線と二次線が接触して

スパーク I,トランスに穴があき淵油した（屋外階段より流油し地上で自然没

透していた）

（））出場回数 l 0回

(2) 出 場 台 数 1 5台隊員 53人
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5 

6 

7 

広 報 活 動

(1) 報道機関依頼

ア時 聞

イ 依頼先

ウ 内 容

(2) 津波広報

ア時 間

イ 場 所

ウ 内 容

エ出場台数

行方不明者捜索

(1) 場 所

(2) 出場時 間

(3) 出場状 況

(4) 備 考

5月26日12時20分

NHK秋田放送局ニュース部

地震後の火気使用特にガス使用時の安全確認の徹底方について

5月26日12時40分

市街地海岸沿岸部

大津波警報発令中と津波被害の防止について

3台 隊員 6人

秋田市雄物川河口

5月26日13時2分

4台 隊貝 11人

行方不明者2人のうち 1人は当日遺体で収容し他の 1人は現在継続捜索

中である

被害調査（建築物を主体にした調査）

(I) 被害地域概況調森

ア 日 時 5月26日15時頃～ 17時頃

イ 出場回数 2 1回

ウ 出場台数 2 2台

工 出場人 貝 6 2人

(2) 被害程度確認謁査

ア 日 数 5月27日～6月3日 8日間

イ 出場回 数 1 3 1回

ウ 出場台数 1 3 1台

工 出場人 貝 3 8 6人

(3) 消防施設関係被害調査

ア 日 数 5月27日～6月 3日 8日間

イ 出場回数 3 3回

ウ 出場台数 3 3台
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工 出場人 目

8 アンケート調査

(1) 一般家庭

ア 目 的

イ 実施 日

ウ 対 象数

工方 法

ォ状 況

調 査 項

1. 地震発生時に？

1)家の中にいた

2)家の外にいた

3)車の中にいた

2. 地裳が終わるまで？

1)家の中にいた

2)外に逃げた

3)車の中にいた

4)車の外に出た

(2) 一般食堂

ア 目 的

イ 実 施 日

ウ 対 象数

工 方 法

オ状 況

1 0 1人

地震発生時における一般家庭の動行

5月27日午前

4 5 0世僭（秋田消防署 17 0、土綺消防署 15 0、城東消防署 13 0) 

屯話による無作為方式

（秋田市消防本部）

目 件数 ％ 調 査 項 目 件数

(450) 100 3. 火を使っていたので？ (146) 

337 75 1)すぐ消した 120 

101 22 2)気付いて消した 22 

12 3 3)消さなかった 4 

(349) 100 4. 地震梢報を？ (441) 

198 57 1)テレビでとった 257 

139 40 2)ラジオでとった 180 

5 1 3)役所の宜伝車 4 

7 2 

昼食時（地震発生時）にサラリーマンの利用する一般的食蛍の動向

5月31日午後

1 1 1件（秋田消防署40、土崎消防署 31、城東消防署40) 

電話による無作為方式
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100 
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100 
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（秋田市消防本部）

謡 査 項 目 秋田 土崎 城東 合計 ％ 

L 地震を感じた時どうしましたか？ 40 31 40 111 100 

1)屋内にそのままいた 25 20 13 58 52 

2)屋外に出た 15 11 27 53 48 

2. 火気を使用していましたか？ 40 31 39 110 100 

1)すぐに消した I 36 28 39 103 94 

2)あとで消した 3 2 ： 5 5 

3)お客さんに苫われて消した 1 1 I 2 2 

4)消さなかった -I  , 

（使用していなかった） (-) (-) (l) (1) ／ 

3、 お客様はどのように対応しましたか9 40 26 39 105 100 

1)すぐに屋外に逃げた 27 14 28 69 66 

2)そのまま屋内にいた 12 10 11 33 31 

3) お客さんの一部又は金部がテープ）いの下な
どに入った

l I 2 3 3 

（お客さんはいなかった） - t i (5) (1) (6) ／ 

4. ガス甜れがありましたか？ 40 31 40 111 100 ， 

1)あった 1 1 l 

2)なかった 40 30 40 110 99 

9 消防団活動

(1) 警戒活動 旭震発生日 1本部25分団中、 1本部22分団 36 0人出場

（出場率＝分団 88% 団員 2 4 %) 

(2) 行方不明者捜索 5 8人 (6月4日以後継続捜索中）

〇その他

通信状況 (5月26日12時～ 17時）

ァ 火災専用電話 (11 9) 

イ 一般加入暇話

1 4 9件

5 8 2件
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ウ 気象台等直通電話

工状 況

l 7件

通

種

別 侶 内容

火
災
専
用
電
話

(ll9 

t 

火災通報

ガス洩れ通報 I 
救急要請 1

I 
地 震 問合せ

被 害 通報

秋 田 消 防 署 土崎消防署
(119) 1 5園線 (119) 4 回綜
（一般加入） 4 /, （一般加入） 3 ,' 
（ 直 通 ） 2 系，（直通） 2 系

1 T （重複；

I 
I 

6
 

1 5 

5 0 

2 0 

計
(119) 1 9回線
（誓臥） 7 9 
（雌通） 4 系

3 2 

2 3 

3

6

5

2

3

 

1

8

4

 

小 計

一甜油通報

悶口／二
裔1 被害通報
話

9 2 一

地殷 問合せ

7

-

1

1

2

0

 

べ

9

5

6

. /Jヽ 計

□;•`｀・ロ-•
遥 地設油波情報

小

総

無線

t

f

 

{上音

1 8 

4 5 0 

4 6 8 l l 4 

2 

l 5 

l 5 

5 7 5 

2
 

I 1 7 3 

8 9 0 

1 4 9 

1 

1 

7 0 

5 1 0 

5 8 2 

2 

l 5 

.I 7 

7 4 8 

8 9 O回

キ 16 3 8回

第 2 男鹿地区消防本部

情報収集及び広報活動

l 2 : 0 0 地震冥知（庁舎内で揺れを感知）

l 2 : 0 3 防災無線で男庇で震度4~5を峨知した旨、消防防災課へ通報

第 1、弟 2指拙車及び広報単 l0台が出坦し、火災発生警戒及び石油コンビナート等

防災区域の災害防止広報

（注 紺度3以上を感知した塩合、気象台へ通報が義務づけられているが話中のため

-30-



消防防災課へ通報）

1 2 : 1 0 消防長指令 沿岸の住民に対して地震津波警戒広報

広報車 8台

1 2 : 1 2 警戒巡回中の広報車から公共岸壁の潮位が約 lm減と受信

12:19 NHKテレビで禅波警報発令を視聴する

I/ 防災無線で県へ確認

1 2 : 2 0 出場車両に無線指令「津波警報発令」沿岸住民に十分な警戒広報

1 2 : 2 2 津波警報発令を望楼放送

1 2 : 2 3 北分署へ救急隊出場要請受信（戸賀海岸で波にさらわれたもよう）

（注 この部分が全国のテレピ、ラジオの第 1報で報道された）

1 2 : 3 7 出場中の北分署救急隊から本署救急隊へ出場要請受信（加茂青砂海岸で多数の合川南

小学校児童が津波に巻き込まれたらしい）

1 2 : 4 3 若美分署へ救急隊出場要請受信（五里合で地霞のショックで倒れた）

2 救急活動状況

(I)北分署救急隊

1 2時23分戸賀海岸で人が波にさらわれたようだと 11 9番通報受信、 24分加賀隊長以下 3名出

場、戸賀水族館で状況を確認したところ、加茂でも津波により人がさらわれたという梢報で加茂方面

に向う、途中ホテル帝水前で桜島荘のマイクロパスで搬送中の思者2名を救急車で鹿島医院に搬送し

た。マイクロパスの人より 6名位いるようだとの話があり北分署へ無線で送信した。北救急車は患者

搬送後折返し現場待機し現場指揮者（次席）の指示で 15時 55分帰署した。

(2)若美分署救念隊

1 2時43分地震のショックで倒れたと家族から 11 9番iili報あり谷隊長以下 2名出場した。男鹿市

五里合谷地の自宅で小玉リエ (74オ）を収容した。意識はあったが体を動かすのに不自由であった。

又五里合魚港で地震時護岸工事中の作業貝、船川港増川佐藤鉄男 (51オ）が津波に流されたが引揚

げたので一緒に搬送の要請があったので、漁港で収容し安田医院へ搬送した。安田医院で佐藤鉄男死

亡、小玉リヱは脳卒中と診断され安田医師の要請で男鹿市立病院へ転送した。

(3)本署救怠隊

1 2時37分第 1出場中の北分署救急隊から加茂で津波に襲われ負傷者、行方不明者多数のため出場

要請の無線通報により米谷隊長以下2名出場した。

加茂青砂部落の現場で教貝佐藤明 (29オ）、児童福岡マリ子 (10オ）を収容し鹿島医院へ搬送し

た。
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3 行方不明者の捜索活動

A.{l) 加茂宵砂現場状況

加茂海岸のほぼ中心部の岩場で遊んでいるうち陣波1こ製われ、合川南小学校 4、 5年の児窟

4 5名、引率教論 2名が遺難した。住民の投げたロープ、三隻の船、ワカメの棚木につかまって

救助された。児童 1名死亡、 I2名が行方不明となった。

(2) 披索状況

ア 5月26日I2時50分次席以下9名出場、消防団貝、県警機動隊員ともに沿岸の捜索に当

った。海上からの捜索として迎難地域の鵜巣、合川クラプのダイパー数人駈付けたが翔の流れ

が早く潜水は不可能であると判断し中止した。 I6時28分陸上披索隊が岩場に狭まれたよう

になっている 1追体を発見した。 I8時45分日没のため投索を打切り、翌日の対策について、

男鹿市、警察署、消防本部、合川町と協議し 23時30分紺署。

イ 5月27日第一班署長以下 5名、第二班消防長以下 5名絹成で4時出場、沿岸を捜索再開

海上については鵜巣、合／1［クラブ、男鹿クラプ、南秋クラプ、海上保安庁、県瞥機勁隊等のダ

，，パー 27名それぞれ部落漁民の船に乗って沿岸から約500m俗称黒島周囲の湘上捜索に当

ったゎ

5時55分三浦紀子さんが辿体で発見され引続いて 9遣体収容した心ダイバーの疲労もあり

1 7時30分打切った。明朝は8時から再開を協議し朝る 1名の投索に当ることにした。

ウ 5月28日次席以下5名7時出場、黒島付近から岸に向って網を引き、又ダイパーが洵上捜

索と二瓜に進めた。又陸上は渡岸のテトラボット周囲、潮の流域を誼点に捜索した。 12時

1 0分伊藤晃子さんが発見され全行方不明者が収容された。

B. (1) 入道崎現場状況

八望台有料道路の料金所から東へ約 1血海へ突出した岩場が点在する格好の磯釣りの場所であ

る。目撃者の話によると朝から数人がそれぞれの岩場で釣りをしていたようであったが地震後、

そのうちの 1人が砥波に巻き込まれたようであったゎ

(2) 捜索状況

ア 5月28日次席以下 5名、加茂現場の全貝収容と同時に入道崎へ移動、男鹿市、県警ととも

に沿岸の海上の捜索に当った。海上は県警ダイバー 6名、天王町1名で捜索したが発見できず、

1 7時30分打切った。明朝の捜索は 7時開始、男鹿市、行方不明者の会社同佃並びに親族等

で行うことを協議し 18時30分冊署。

イ 5月29日に嗚田課長以下5名出場し、 7時から他の捜索目とともに沿岸海上の捜索に当っ

た。 9時15分頃、ダイパー 7名が海底捜索中、岸の近くの水深約 5mのところで、発見され

た。 秋田市三沢弘

C. (1) 門前硯場状況
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門前部落から西へ約 1Kmの岩場が点在する磯釣り場の行方不明者については目撃者がなかった

が駐車場にあった車の所有者の家族等の話から確認されたものである。

(2) 捜索状況

ア 5月27日14時00分次席以下 5名出場し、不明者の神岡町消防団、青年会、家族ととも

に陸上の捜索実施、又海上捜索は潜水夫 3名で行い 15時30分頃、岩場の沖合い 100m付

近で発見された。神岡町神宮寺秋元晃

イ 5月29日8時夏井当直司令以下3名出場し、男鹿市消防団 20名、飯田川町消防団 50名

とともに沿岸の捜索を行った。又海上は午前中 9名のダイパー、午後は 7名増貝し 16名で捜

索したが発見できず 18時30分打切った。

ウ 6月2日7時30分次席以下 3名出場し、男鹿市消防団 39名、飯田川町消防団 23名、国

鉄職貝 20名、他一般住民50名にダイパー 17名の多勢で陸上、洵上から捜索を行ったが発

見できず 17時捜索を打切った。今後の対策を協議したが海底の地形、潮流の関係から岩場付

近にいる可能性が少ないので家族の要請もあって今日の捜索で打ち切ることを決めた。

エ 6月20日午前9時ごろ門前訛港から北西約 1.5 Km海岸から約 100mの沖合いで浮いてい

るのを漁船に発見された。

D.(1) 五里合現場状況

五里合浜より約 500m沖合で採業中、津波に巻きこまれ、行方不明にむっている五里合神谷

字長者森 18、訛業小玉守一郎 (56オ）秋夫 (25オ）親子の捜索活動状況は次のとおりであ

る。

(2) 捜索状況

ァ 5月27日漁船 7隻で礁業組合貝が谷地浜から申川沖方面にかけて海上捜索実施、又沿岸で

は消防団貝 7名、地元住民30名、瞥察署貝 3名とともに署長以下7名出場し捜索に当った。

イ 5月29日漁船 15隻でイカ針で底曳し申川～宮沢方面と広範囲に亘って捜索した。又ダイ

パー 4名を含む消防団貝 10名、市職貝 2名、地元部落民20名、筈察署貝 3名とともに消防

長以下9名出場し 8時から 17時まで懸命な捜索活動を行ったが発見することは出来なかった。

ウ 3 0日以降の捜索については五里合／魚業協同組合員及び地元部落民が交代で行うこととなっ

た。

工 6月11日に五里合沖で操業中の漁船により、午前 6時頃小玉守一郎さん、午前9時頃小玉

秋夫さんが発見された。
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昭和58年 5月26日 日本海中部地震アンケート澗査

実施月 日

実施方法

実施対象世帯数

6月1日～6月4日

屯話謁査 5 7 5人 個別面接 1,4 2 5人 謁査延ぺ職員数 l 1 8人

管内 1 8,4 9 7の内 2,000人（約1196) 

男鹿地区消防一部事務組合

l :―̀-------：こ／果 I回 答 I比率
仰 考

1. 9..:i裳発生時どこにいましたか

{I) 家

(2) その他の建物

(3) 展外（建物の附近）

(4) 車で走行中

(5) その他(
畑、山、バス、慮車、自転車）
歩行中、船等

2. 都市ガス及びプロバンガスの使用状況に

ついて

2,000人 1(100尺I発生当日 (5月26日）正午でも

1,154 

367 

2 ， 5 

105 

79 

57.7 Iあり、家族が在宅していたので、

148 1適切な行動がとれたのが、被害を

18.4 最少限度にくいとめたものと思わ

s,2 Iれる。
39 

(1) 使用していた

0 都市ガス

0 プロパンガス

ア 直らに消した

A 点火コックで消した

0元栓をしめなかった

0おさまってから元栓をしめた

B 元栓をしめた

イ コック又は元栓をしめないで避難した

ウ プロパンポンペが転倒した

エ ブロパンボンペが転倒しなかった

(2) 使用してなかった

8， ホームクンクの取付状況について

(1) 取りつけてある

7 転倒した

4 位屈がずれた

(2) 甜油の有無

ァ 涸油した

1,449 

575 

428 

147 

551 

(100)I使用していた世惜の 39̀7％の内

）

）

）

 

叩

“

邸

邸

3

7

2

9

 

(

（

（

 

9 5.8％が直ちに消していること

は、住民の火災予防知識が徹底し

ているものと思われる．

又コックまたは元栓をしめないで

196 1 (35.6） 避難している者が4,2彩もあるの

61 I (31.1) で今後、徹底した指専が必要であ

1 3 5 1 (6 8.9）る。

355 (64,4) 尚コック又は元栓をしめないで避

24 1 ( 42) 難している者は地震がおさまって

6 1 ( 4,1)1から殆ど消している状態である。

141 I (9 5.9 l 

874 I 60.3 

1,094 (100)1取り付け世格の内、転倒事故噸

11 I 1.0 生しているが、この原因はタンク

70 I 64 Iの固定及び架台と本体との固定方

；法に原因があると思われる。

28 I (2.6)I洞油の疇方法については、液体
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ィ 洞油しない 1,066 (97.4) 燃料の性質を、防火慇談会等を利用

(3) 貯蔵屈 して適切な処四がとれるよう指導す

ア 貯蔵凪満タン 1 75 (16.0) る必要がある。

イ 半 分 517 (4 7.3) 洞油の処理方法

ウ 少 屈 402 (3 6.7) 1. 地下没透 1 8 

2. 自分で直した 4 

3. 元栓を止めた 6 

4. 津波警報発令を 2,000 (100) 海岸地区では大半警報を知らない方

(!) 知った 1,036 5 1,8 が多いので、災害防止の広報活動を

(2) 知らない 96.4 48.2 強力に徹底することが必要である。

※市町村、消防機奨の広報だけでな

く、テレビ、ラジオからの情報等。

山津波のおこる可能性の地域も含む。

5. 津波警報発令はなんで知ったか 1,036 (100) 

（l) ラジオ 2 53 24.5 

(2) テレビ 460 44.4 

(3) 市町村の広報 16 1.5 

(4) 消防車の広報 192 18.5 

(5) その他（有線、他人） 115 11.l 

6. 津波警報発令によって、あなたはどう

しましたか 1,036 (100) 沿岸部に関係のない地域も含まれて

(!) 裔台に避難した（広場も含む） 190 18.3 いるので、比率が高くなっていると

(2) 避難しなかった 846 81.7 思われる
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第 11章危険物施設の被害状況

第 1 秋田県石油コンピナート等特別防災区域の被害状況

秋田 県石 油コンピナート等特別防災区 域 の 概 況

秋田県には、石油コンピナート等災害防止法（昭和 50年、法律第 84号）第 2条第 2号の規定に基

づく石油コンピナート等特別防災区域が、秋田地区（北部地区及び南部地区）と男鹿地区の 2地区ある。

今回の地震において男鹿地区では、被害はなかったが、秋田地区においては、石油タンクの火災 (1

件）の他、石油タンクからの洞油事故 (1件）、タンクの沈下 (29件）等の被害が発生した。

（秋田地区特別防災区域の概要〕

(!) 位骰及び地形等

特別防災区域は、秋田湾臨梅工業地術に位囮し、市街地の中心から北西約4Kmにある秋田湾内航路

（旧雄物川）と、国逍 7号線とにはさまれた石油配分基地（以下「南部地区」という。）及びこれか

ら北方約 2.5Kmにある秋田湾大浜水路（北港）と、日本海に面する工場用地等（以下「北部地区」と

いう。）の二つの地域に分割されている。

南部地区は、旧雄物川を秋田湾の内航路とするためにしゅんせつした土砂により河川敷を埋立造成

した土地で、グランドレベル(+)2. 0 -3. 0 mの東高西低の平たん地で、国逍 7号線を附てた東方

は、高さ 25-30mの丘状の台地となっている。

北部地区は、日本海に而した砂丘地を開発造成したもので、グランドレベル (+)5.0-lOmの

東高西低の平たん地である。また、ほぼ中央部を新城川が東から西に流れて大浜水路に注ぎ、外周の

大部分が高さ 5.0-2Omの砂丘地にある砂防保安林（黒松林）及び工場用地に囲まれている。

(2) 区城及び周辺の概況

南部、北部の両地区及び周辺地域は、都市計画法に基づく工業専用地域で、両地区内は油そう所、

周辺地域は飼料製造、機械製造の設備及び、これに塊連する窟庫等となっており、十分な空地、遥路

等が確保されている。

(3) 危険物施設の状況

南部地区は、昭和 34年とろから油そう所として石油各社が進出し、昭和 43年に現在の 8社がそ

ろい、その後各社ともタンクの増設が進み昭和46年とろまでに現在の油そう所の形が出来上った。

石油類のクンク総数70基、石油類の貯蔵屈約 75,4 2 1 K£ （アルコール含）、蚊大タンク容鼠

5,0 0 0立 （内 1,0 0 0凶？以上タンク 23基）タンカーによる石油類の年間荷受批は 664,000

K 、区域の面積 93, 8 5 9面と小規模な油そう基地である。

北部地区は、油そう所、火力発電所、工場等の混在する地域で石油類のタンク総数77基、貯蔵屈

約42 2, 3 3 4. 3 3 Kl？、取扱紐約 72,000K.£、最大タンク容址 35,0 0 OK(!(内1,o o o KC 
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以上タンク 25基）その他若干の硫酸（タンク数 11基約 2万 t)と高圧ガス施設（タンク数 14基

処理屈約 20 0万N面）があり、区城面栢は 1,605,41211tと南部の 17倍、危険物の貯蔵取扱鼠は

約 6倍となっている。

(4) 防災資機材及び水利

防災資機材としては、南部共同防災センターに甲種普通化学消防車、普通高所放水車各 1台。

北部共同防災センターには三点セットが昭和54年にそれぞれ配備され、当該地域を管轄する土崎

消防署には三点セットの外あわ原液搬送車 1台、台車付可搬式あわ放水砲 (30 0 0型） 1基が昭和

5 2年 4月配脱された。

消防水利として各事業所には消防法及び石油コンビナート等災害防止法に基づく消火設備並びに消

火用屋外給水施設が設附され、区域内の旧雄物川、新城川並びに秋田湾大浜水路等は水届が豊官で大

型消防ポンプ車等の水利部署可能な場所が随所にあり消防水利として有効に活用できる。

(5) 気象条件

この地区は、春 (4月ころ）から秋(9月ころ）にかけて南東の風が多く、秋の台風の影裡を除け

ば比較的温和である。しかし、晩秋から冬期にかけては西高東低の気圧配四となるため、北西の季節

風の強い日が多い。

2 北部地区における被害状況

地裳による被宵は東北屯力仰秋田火力発屯所の116,1 0屋外貯蔵タンク（原油 35, 0 0 0 kt)のリング

火災及び、同事業所の桟橋で41, 0 0 0 tタンカーによる揚油中地痕が発生したため揚油を中止し、緊

急離桟しようとローディングアームを収納採作中に律波が襲来し、同ァームが折損した被害がでている

が、この他は、ほとんど被害らしいものは発生していない。

（東北電力僻秋田火力発電所の火災概要）

(!)事 故 名 屋外タンク貯蔵所のリング火災

(2) 発生場所 秋田市飯島字古道下川端 21 7の6

(3) 事業所名 東北電力株式会社秋田火力発屯所

(4) 事業所の概要

ア用地の 広さ 5 0 3, 6 8 6 m'(約 15万坪）

イ ボ イ ラ 1号機（昭和45年8月） 2号機（昭和47年 2月）
原油・重油両用

3号機（昭和49年11月） 4号機（昭和55年7月）

ウ タービン出力 1~3号機 (35万Kw) 4号機 (60万Kw)

工貯 油設備 3 5, 0 0 0 K£ X 4 3 0, 0 0 0 K€ X 6 
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オ揚油設備

(5) 事業所の種別

(6) 発災タンクの概要

ア タ ン タ型式

イ容 鑓

ウ 直径及び高さ

工 貯 裁 危険物

ォ設 置許可

力完成検査

キ 池骸前の貯蔵凪

ク 消火設錨

(7) 気象状況

(8) 発生日 時＿

(9) 鎮火日時

叫眺知日時

⑪ 宜 知 方法

仰施設等の被害状況

⑬批 害 額

（lり死 傷 者

個原 因

(Ia 消火活動状況

3,0 0 0立 X2 5 0 0k£X 1 

ドルフィン 5,000DWT 2バース 4 5, 0 0 0 DWT 1バース

石油コンビナート等特別防災区域内 第 1種特定事業所

浮屈根（ダブルデッキ） 加温タンタ（約 50℃) 

3万5千k£

直径 5 0 m 高さ 20m 

大疫原油（中国廂） 第4類第 1石油頬

昭和 52年 8月9日

昭和54年4月25日

26日11時現在 33,394 KC<液面高さ約 17, 5 m) 

固定泡消火設備(20 0 £／分） 8基、及びハロン 2402自動消火設備

天気哨、風向西北西、風速 4,4皿な、気温 l 5, 6℃ 

相対温度 5 6% 

昭和58年 5月26日12時01分頃

昭和 58年 5月26日l4時29分

昭和 58年 5月26日12時04分

1 1 9番

原油約 1凶？、ウエザーシー）レ焼損、散水＇）ング一部変形、検尺小屋焼損

レペル装皿破担、エアーフォームチャンパー一部破拍

調査中

なし

地震によるタンク内油面の動揺により、タンクの浮屋根が激しく上下して散

水配管等1こ激突して火花が発生し、可燃性ガスに引火したものと推定されて

いるが消防庁及び秋田市消防本部で調近中。

ア 火災発見時の状況 1 2時0l分頃、中央監視室の火災報知機の受信盤作動により 7号タンクか

ら10号タンクヤード火災を拙知したので、中央監視寇の職貝が直ちに現場

へ急行したところ、 10号タンクから黒煙が上昇しており火災を確認した。

イ 初期消火活動 火災を冥知すると同時に 11 9番で消防機関に通報、タンク外周に取り付け

られている冷却散水装骰を開弁し、 9号、 10号タンクの冷却をはかる。

この時点でハロン自動消火設備は、作動していたものと推定される。また、

固定消火設備による送液をはかったが、たまたまこの固定消火設備関係の瑶
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ウ防ぎょ活動

気系統を点検整備中であり、 12時45分送液を開始し、鎖火確認後の 14 

時 30分まで泡放射を行った。

1 2時04分：覚知と同時に消防署から 10台、北部地区共同防災組織から 3台、南部地区

共同防災組織から 2台合計 15台の消防隊が出場した。

1 2時15分：司令車が現場に到着、到着時には、出火タンクはリング火災の形態で火炎が

煙を伴ない 3~4mの高さにllJ'i出していた。

1 2時20分：各三点セットが現場に到着。三点セット並びに他の消防隊で出火タンクの冷

却注水を開始した。

火元タンクの原油の移送を指示。

1 2時43分：各大型高所放水車を泡放射に切り替え、リング部分へ泡放射を開始した。

1 2時45分：固定泡消火設備が作動し、リング内への抱放射が開始された。

はし C渾で大型高所放水車の泡放射状態を観察。

1 3時00分：あいつぐ余震のため観察を断念

1 3時10分：火勢が衰え始める。

1 3時15分：タンクの上部へ昇り火勢の鎖圧を確認した。しかし、スロッシング現象でエ

アーホームチャンパーおよびアウトレットボックス（湿度計）と接触し破担

したシール部分から時々小さな火を吹いていた。このため、あらかじめ用意

していた消火器 (10型） 37本で消火した。

1 3時25分：鎖火状態となったので、大型高所放水車の泡放射をタンク冷却放水に切り替

えた。なお、固定泡消火設備の泡放射は続行。

1 4時28分：タンク内面を見たところ油面は泡でシールされており、再若火のないことを・

確認。

1 4時29分：完全鎖火

1 4時 30分：固定泡消火設備の泡放射停止

1 4時 35分：各消防隊の冷却放水停止

⑰ 出場車両及び人員

ア 消防署 1 0台（裔所放水車、原液搬送車2台、大型化学車、化学車、普通車、速消車 2台、

救助工作車、はしと車） 46名

ィ 北部地区協同防災組織 3台（高所放水車、原液搬送車、化学車） 12名

ウ 南部地区共同防災組織 2台（裔所放水車、化学車） 7名

計 15台 65名
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⑱ 消火に使用した薬剤屈

ア たん臼泡 3％原液

公設部隊 2, 0 0 0 (fl 

共同防災部隊 2, 5 0 0 

固定泡消火設備 5, 0 4 0 

,t 9, 5 4 0 

イ 自動消火装骰

ハロンガス 2 3 7 kg 2系統

ウ粉末消火器 10型 37個

原油が入っていた位四
(A-A' 線上）

白い部分は側板
が焼けたところ

A / 

発災タンクの鎖火後の状況

（図ー 11 -1) 東北屯力（囮秋田火力発屯所

1 0号タンク断面構造図

（図ー 11-2) 10号タンク上部拡大図
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（図ー 11 -3) 秋田火力発屯所構内図

t
 

U に必

:＇，／

/
N彦"//

／
／
〗
ノ
／

9

1

9

、
'
/
5
/
v
,

¢ここ”ク，＇，

・
,
．

1
,
1
1
 

‘’ 

,
'
，
ノ
/

t

9

9

,' 
,

9

 

'~' 

・

/

 

名

[N'r,

瓜•"- : 

、一•一．＿•一・

／乙乞9

6.9心.,.. 
！ 

―― ーー＿ー一
~

ー＿ー＿
i

-＿ー＿ー＿ー

叫贋

9

/

C

-

~
／
、
三

n

.

 

＂ ＂ ＇ ＇ ＇ 
k
 ＇ 

~
一

ka駁n

/‘ 

、ブ

3 南部地区における被害状況

地虚による被害は 8直業所で（表ー l1-1参照） 29基が沈下領斜し（内 1/100以上不等沈下

したもの 4基）このうち軽油 20 0 K£ タンクの元パルプのフランジ部分から数十リットルの甜油事故

が発生した。

5,J_I業所の防油堤にはf(l裂が発生し特に目地部分の狽傷が多くみられる。

この他一般取扱所の地盤の陥没、タンク配管のサボートの埋没が一部に見られる。又、消火II-J屋外給

水施設等の水タンクの沈下、領斜したもの 9基となっている。
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（図ー 11 -4) 秋田南部地区の被害発生状況

1, ～ N 
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x印 沈下したタンク

三印 水タンク

一印 防油堤の凡裂等が発生した位趾
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1 1-1) 南部地区の事業所被害発生状況内訳表

状 況

事業所名 沈下タンク種別
その他の施設の状況

呼称番号 l油 種 容屈（皿）

1 灯油 5000 防油堤の亀裂及び頑斜

共同石油
| 水タンク (600t)傾斜

泡原液タンク沈下領斜

貯水池の降起領斜

l ガソリン 500 消火用屋外給水用水クンク (700:E仙）沈下傾斜

2 重 油 995 77KL 
水タンク 2基（ ）沈下煩斜

3 重 油 i 500 55KL 

7 ガ‘ノリン 1500 防油堤の亀裂

昭和石油' 8 国 油 300 

1 Q I軽 油 2634 

11 灯 油 26 

12 灯 油 2634 

13 灯 油 2634 

201 軽 油 192 一部甜油（堤内）元バルプ、プランジ附近から防油

501 灯 油 4 81 堤の亀裂

503 灯 油 481 屋外給水タンク (570t)沈下領斜

出 光
504 灯 油 4 8l 

505 A T F 500 

1001 ガソリン 950 

1151 重 油 1150 

30 01'灯 油 3000 

5 重 油 970 水タンク 2基 (500KL.50KL)沈下領斜

脇
6 ガソリン 964 消火用ポンプクラック発生（使用不能）

大
アンカーポルトプラケット溶接部外れ8 灯 油 1730 

， 煎 油 1980 ァ泣ーボルトプラケット溶接部外れ及び一部ア以]→もレト変形

1 0 ガソリン 4480 ローリー狽湯中央部沈下（使用停止）

工 ツ ソ 12 灯 油 4480 防油堤の亀裂•オーパープリングの基礎破掴

（出荷停止）

I 1 経 油 74 0 防油堤の亀裂

菱 2 ガソリン 2000 水クンク (lOOOKL)沈下傾斜

5 軽 油 990 

三楽ォーシャン 2号クンクと 3号タンク間の仕切堤也裂

丸 善
5 直 油 200 防油堤亀裂

6 ガソリン 300 消火用総外給水貯水槽廻り陥没
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傾斜した消火用給水タンク 土のうにより応急措骰が行われた防油堤目地部

第 2 石油コンピナート以外の区域の危険物施設の被害状況

秋田市消防本部管内

特別防災区域外の被害は給油取扱所でタンクが浮上ったもの 1件、防火膀に［偏裂等軽微なもの 10件

である。

なお、秋田市には危険物施設が 18 6 6件 (58. 3. 3 1現在）設四されている。

2 男鹿地区消防本部管内

秋田県には、石油コンピナート等特別防災区域として秋田地区のほか、男鹿市内に比較的地盤がよい

とされている射鹿地区があるがこの地震では目立った被害は発生していない。

男鹿地区外の男鹿半島の根付けに位骰する男鹿市脇本、南秋田郡若美町は砂質地盤で家屋の倒壊、道

路、消火栓の破担等、能代市に継いで被害が多発しており、危険物施設被忠も同消防本部管内 69 1件

(5 7. 3. 3 1現在）設附されているうちこの地域に集中しており、給油取扱所 11件（タンクの浮上し

たもの 1、配管亀裂3、防火塀倒壊7)一般取扱所 2件、屋外貯蔵所 1件となっている。
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（図ー 11-5) 秋田市消防本部管内

（図ー 11-6) 石油コンピナート秋田地区
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（図ー 11-7) 男艇地区消防本部管内
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第 3 今後の課題

1 今回の地震による危険物施設唯一の火災である石油タンタのリンク＇火災の発生についての原因など

は消防庁及び秋田市消防本部で謁西中であるが、原因の一つとして推定されているタンク頂部の附属

設備の設四位囮についての検討が考えられる。又、液面揺動に対する防止策としては、タンクの高さ

やタンクの径、特に基礎地盤によって左右されるため一概に言えないが｀できる限り余裕空間麻さを

確保することがこの種の災害防止に有利1こ働くものと思われる。又、この現象は地震の性格によって

も異なり、いわばクンクの形態上から溢流については宿命ともいえるため流出拡大、引火防止に対す

るその後の措置について対策の強化を図る必要がある。

2 危険物施設の被害は、砂地又は泥土で埋土てた造成地に発生しており、したがってまず堅固な地盤

あるいは基礎杭等による地盤修正をしたうえに設趾することが必要であり、特に附屈設備である消火

用設備等についても危険物施設と同様に十分に耐震性を考虚していかなければならない。又、危険物

に対する法的規制は、保安について最少必要な基準であり万ーの発災にそなえて企業の責務において

積極的に防災資機材（土のう等）の確保等の対策を誂じるよう啓発していかなければならない。
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第 12章 高圧ガス、火薬、都市ガス施設の被害状況

第 1 被害状 況について

高圧ガス 設 備 関 係

(1) 一般ガス事業所

第1種製造者51事業所中 3事業所、また第 2種製造者 64事業所中 4事業所において被害があっ

た。

なお、被害を受けた第 1種製追者 3事業所のうち、 1事業所は津波によるものである。

ァ貯槽類

貯槽のfu裂等の被害はなく、貯槽の不同沈下4基（立形 3基、横四円筒 1基）、貯槽の基礎及び

脚部の亀裂 1基（立形）、蒸発器の不同沈下1基があったが、ガス涌れはなかった。（写真一12-1)

ィ配管 等

油波による被害を受けた事業所の裔圧ガス設備に被害（コンクリートブロックの倒駁、配管の折

狽、カードル (30本立） 50 m、容器 200mそれぞれ移動等）を受けたが、爆発、火災はなか

った。

なお、貯槽及び鉄筋コンクリートで囲まれた設備には、異常は見られなかった。（写真一 12-2)

ウ 容器転倒等

充てん所においては、容器転倒防止措囲が講じていない容器は転倒した。

(2) LPガス事業所

第 1種製造者 83事業所中 1事業所において被害があった。

被害事業所は、県、関連事業所へ被害等の連絡をしようとしたが、出来なかった。

ア貯槽類

貯槽は、杭基礎であったため不同沈下はなかった。

ィ配管等

タンクローリ停止位囲の地盤i口 幅 30 cm、段差 15-2 0 C訊）が発生した。亀裂部分から

地下水、砂が漑さ lmほど吹き出した。（写真一 12 -3) 

このため、機械室が沈下し、貯槽と機械室の配管に歪を生じたが、フランジ部等からのガス淵れ

はなかった。

また、冷却散水用の貯水槽に亀裂が入り、更にガス淵れ検知警報設備の保安電力装箇が壁から落

下した。

ウ 容器転倒等

容器脱場の容器は、すべて転落、転倒したが容器弁の損傷はなかった。
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(3) 冷凍事業所

第 1 2 4 4事業所中3事業所において被害があった。

ァ配管

アンモニア冷凍槻付屈配管の溶接部に亀裂が生じ、冷媒ガスが稲れたが中毒者等第二次災害はな

かった。

ィ 圧縮機、凝縮器等

貯水植の水が、水面揺螂こより％溢れ出た。

機械室の床面にfu裂が発生し、圧縮槻の沈下により配管が歪み、フランジ部 (2ヶ所）からガス

甜れがあったが、応急措骰によりガス甜れを停止した。

また、冷却水のボンプ吐出側のバルプ (FC製）に亀裂が発生した。（写真一 12-4)

ウ荷崩れ

冷蔵室内では、梢荷の府崩れがあったが、履休みに人るため即内作業を中止していたので人的被

害はなかった。

(4) 容岱検既所

1 2事業所中 1事業所に被害があった。

容栂検鉦所の床面に亀裂が発生し、チェーンプロック等が破担した。

(6) 一般ガス販売所

9 2販売所中 1販売所に被害があった。

ァ店舗

窓ガラスが割れ、事業所の床面に亀裂が発生した。

イ 容器四場

容器四場は不同沈下した。また、容器誼場の周囲のコンクリートに亀裂が発生した。迅裂部分か

ら地下水、砂が莉さ lmほど吹き出した。（写真一 12-5)

ウ 容器転倒

容器四場内での容描転倒があったが、ガス洞れはなかった。

(6) LPガス阪売所 (48 6販売所）

被害はなかった凸

(7) LP:Ifス一般消殴者 (34.6万世帯中約27万批僭）

LPガス容器の転倒、配管の破拍也裂、ガス設備(l)破拍等にょりガ刃畠れを起した払消蚊者力知

＜元弁を締めたため二次災害に至らなかった。

LPガス容梱の設四状況では、 10kg、20均容器など小疫容器の設i性が多かった。

なお、 10 kg容器にも鎖等による転倒防止措四がなされており、更にゴムホースの替りに低圧ゴム

ホースが取り付けてあった。
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2 火薬類関係（製造所9事業所、火薬庫 22 4棟）

被害はなかった。

3 都市ガス関係 (34. 6万世帯中約 7.6万世帯）

ガス濁管の破担により男鹿市、能代市、若美町で需要家に対しガス供給が停止された。

なお、ガス供給所のガスホルダー等は被害を受けていなかった。

ガス羽管については、東北各県下のガス事業者等からの応援を得て復旧作業にあたっていた。児鹿市、

若美町は 6月 15日現在完全復旧していたが、能代市については 7割復旧であった。

第 2 県の対応措置について

高圧ガス関係

5月26日裔圧ガス事業所に対し、自主点検を実施するよう電話で連絡した。

2 L Pガス一般消費者関係

(1) 販売店に対する措置

5月26日15時、一般消伐者の設備の点検をすみやかに実施するよう屯話で述絡した。

(2) (社）秋田県エルビーガス保安協会に対する措囮

5月26日14時、保安センターは販売店と連絡をとり、一般消費者等の設備の点検を実施するよ

ぅ口頭で指示した。

(3) 報道機関に対する報道依頼

5月26日、地震発生後NHKは、「地震時アナウンスマニュアル」により地震直後から「元栓を

閉めて下さい。ガス淵れがあった場合は最寄りのガス会社に連絡ください。」を放送した。

5月26日13時30分、 NHK、ABS、AKTに対し「ガス甜れが発見された場合は容器のパ

ルプを閉めて下さい。」を放送依頼した。

5月26日15時30分再放送依頼

5月26日16時、 NHK、ABS、AKTに対し「夕食等によりプロバンガスを使用する際は、

ガス刹れがないかを確認したうえで御使用下さい。なお、ガス淵れが発見された場合は容器のパルプ

を閉めて販売店に御連絡下さい。」を放送依頼した。

3 都市ガス関係

5月26日15時、 LPガス販売店に対し都市ガスが復旧するまでの期間、暫定措骰として 10 kg容

器による重祉販売、屋内設置及びゴムホース使用を認めるよう電話で連絡した。
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第 3 特 に 問 願となつた事項について

1 高圧ガス設 備 関 係

(I) 貯栖の不同沈下、基礎及び脚部のfu裂

(2) 津波によるコンクリートプロックの倒壊及び配管の折担

(3) 容岱の転倒

(4) 冷蔵室内における栢荷の荷崩れ

2 L Pガス一般消費者関係

(!)容器の転倒

(2) 配管類の破担・亀裂

3 都市ガス関係

ガス専管の破担がひどいため、一部地域ではガスの供給がストップした。ガス芍管の補修工事等の復

旧作業については東北各県下のガス事業者等からの応援を得ているものの、 6月I5日現在 ()tll誤発生

後20日）も完全復旧には至っていない。

第 4 今後の地震対策の教訓、提言など

1 高圧ガス設 備 関 係

今回の地震では、幸いにも死亡事故をはじめ、爆発、火災などの二次災害はなかった。とれは地震

発生時が平日であり、かつ昼の休憩時間に入って間もない頃のため、事業所内には従業員が詰めてい

たこともあって、災害に対する応急措醤は速やかに行われた。しかし、地震が突発的、不測的である

ことから今後の地震対策には、休日、夜間における防災体制を確立することが必要である。被害を受

けた事業所では県や関連事業所との迎絡が出来ないため、孤立を深め不安と焦燥が一段と募った、と

の経験談があったが、無線等による緊急連絡体制が望まれるところである。

また、設備についても感震器の早期設置及び感震器と緊急しゃ断弁との辿動が必要とされるほか、

立形貯槽では比較的韮心が絲いことから、据付けには地盤等を考慮した上での設計等施工が必要であ

る。一方、冷蔵室内の荷崩れについても、積荷の方法を十分考慮する必要がある。

なお、冷凍事業所の冷媒ガスは、今後アンモニアからフロンヘの転換を促進することが必要である。

2 LPガス一般消費者関係

容器については、一部に転倒があったが、なかには鎖等による転倒防止措皿が講じられていたにも

拘らず止め金具のはずれ等によるものもあったので、鎖等による確実な措阻が必要である。

3 都市ガス関係

ガス導管の破担等から都市ガスの完全復旧は長期を要しているため、代替燃料 (LPガス｀灯油等）
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の確保が必要であり、そのために都市ガス事業者と関係事業者との密接な連挑をとる必要性がある。

（写真一12-1) 貯槽の不同沈下

（写真一12-2) 律波による配管のひずみ
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（写真一12-4)庄縮機／店礎の不同沈下

（写頁ー12-5) 容器貯場の不同沈下（階段）
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第 13章 病院の対策状況

被害状況

(I) 秋田赤十字病院

診旅活動への影態はなかったが、水道管、受水槽、県交通災害センターヘの渡廊下破損、医薬品落

下破担の被害があった。

(2) 秋田厚生連山本組合総合病院

診療活動への影態はなかったが、土台陥没、自動血液ガス分析器、スタンド式血圧計落下破捐、医

薬品落下破担の被害があった。

2 応急対策

(1) 秋田赤十字病院

ア避難誘溝

切入院患者

3 6 0人の入院思者には石護婦が病室を見回り病室内待機の指示を行った。また余震1こ備えて

妊婦と乳幼児約 70人を石護婦が付添い近くの公園へ 30分程度避難させた。

（イ） 外来思者

薬を受領する思者が20人程度いたが混乱はなく、特に指示、誘尋は行わなかった。

イ 応急救護

地震による息者が25人来院し、そのうち 5人が入院した。対応は医師、看護婦、検査技師が行

った。

(2) 秋田厚生連山本組合総合病院

ア避難誘導

(7) 入院思者

4 5 0人の入院思者には院長指示によりナースコールを利用して病室内待機を指示し、新生児

1 0人は呑護婦が院外に避難させた。

（イ） 外来思者

薬を受領する思者が小人数いたが混乱はなく、特に指示、誘羽は行わなかった。

イ 応急救護

地震発生後40人の思者（地震による患者 7人、津波による患者 33人）が来院し、そのうち入

院 16人、死亡 7人であった。対応は医師、呑護婦、検査技師が行った。
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3 問題点及び今後の課題

(!) 眺員に対し拙震防災応急計面に基づく地震防災訓棟をつみ上げる必要がある。

(2) 断水時における飲料水等の碗保対策を検討する必要がある。

(3) 停電時における診招体制の確立を検討する必要がある。
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第 14章 公共土木施設の被害状況

第 1 道路施設 に つ い て

被害状 況

(!) 被害箇所数及び被害金額は下表のとおりであった。

5 8年 6月6日現在（単位命）

＼ 
道 路 橋 梁 合 計

箇所 金 額 箇所 金 額 箇所 金 額

県 管 理 179 2,235,610 77 661,500 256 2,897,110 

市町村管理 689 3,045,910 10 197,000 699 3,242,910 

合 計 868 5,281,520 87 858,500 955 6,140,020 

(2) 道路の被害としては、盛土法面の崩壊、路面の沈下、亀裂が殆んどであった。

特に今回調査した八郎洞周辺の軟弱地盤地帯では基礎地盤の流動化による大規模な路体の沈下、崩

壊が目立った。

切土部における被岩は殆んどなく又構造物の被害も少なかったがii次弱地盤地帯にあっては基礎としてい

る地盤の破壊により転到しているものが目についた。しかしこの場合でも十分な根入、基礎のしっか

りしたものは安全であったとのことである。

(3) 橋梁の被害としては地表面の加速度が推定20 0 gal 以下であったこともあり、津波により落橋

したものが 1橋 (W=2m程度の町村の橋で復旧の必要もない橋）あったほかは沓及び橋座附近の破

担、伸縮継手の破拍、パイルベント式下部エのパイルの破掴、橋台艤体に亀裂が生ずる等損楊はあっ

たが落橋に至ったものはなかった。しかし橋梁の取付部において路面が沈下し交通不能に至ったもの

が多数あった。取付部の沈下に対して沓掛版等の対策を講じてあったものについては通行止に至って

いなかった。

(4) 道路付属施設（照明灯、椋識）の被害については椋識 1基が路屑の欠煉により領いた。また照明灯

については 4基がポールの曲りの部分で折損したとのことであるがこれについては以前から狽傷があ

ったかもしれないとのことである。概ね照明灯、椋識等の本体については地震による損傷はなかった

ようである。

(5) 占用物件については水管、ガス管についても大きな被害があったがそれぞれ、地震の直後供給散

の急激な変化に対応して供給の源で元栓が閉じられ二次的な被害はさけられた。しかし復旧査材の入

手の遮れから水道については全面復l日までに 16日間、ガスについては 6月15日現在復旧の終わっ

ていない市があった。工業用水導管については被害はなかった。
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(6) 「日本海中部地震」による道路被害の特徴

ア 地盤の流動化による被害が大きかった

イ 構造物の被害は小さかった

ウ 切土部の被害は殆んどなかった

2 応急対策及び復旧状況

路面の陥没、亀裂の大きい箇所については合材部分を除去し、砕石を敷き転圧し交通開放した。亀裂

の小さい箇所についてはアスモルを充填し雨水の没透を防止している。

地衷発生直後県管理の道路で20箇所あった交通止区間を 3時間後には 10箇所、 2日後には全箇所

交通開放したとのことであった。

橘梁については特に致命的な担傷がなかったこともあり特に処侶もせず交通規制もされていなかった。

3 問 題点 及び今後の課題

以上のことから構造物、切土法面等には震災対策が講ぜられているが、軟弱地盤上及び流動化の可能

性のある地盤上の盛土についての対策が必要であると思う。これはまた水管、ガス管等の埋設物の被害

も防ぐことになる。

第 2 港湾施 設 に つ い て

被害状 況

(!) 秋田港の 8割以上の機能が失われ、被害額の概算は、 81 1低 8千万円とみられ、係留施設 25パ

ースのうら 19バースが被災した。

被害の形態は、次のとおりである。

ア 岸壁の傾斜、滑動、はらみ出し、倒壊

イ エプロン及び野積場の亀裂、沈下、陥没

ウ 倉庫及び上屋の床の陥没、沈下

エ ポックスカルバートのずれ、破断

オ アンローダーのレールの湾曲、本体の脱輪、傾斜
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秋田港の使用可能岸壁調

5 8年 6月6日現在

対象船(D舶/W) 係 留 可 能 条件つき係留
水 深 (m) 計 係 留 不 能

バース数 可能パース数

50,000 -13.0 1 

゜
1 

゜15,000 -10.0 7 1 4 2 

10,000 - 9.0 1 

゜
1 

゜5,000 - 7.5 7 3 4 

゜2,000 - 5.5 3 1 

゜
2 

1,000 - 5.0 4 

゜
4 

゜700 - 4.5 2 1 

゜
1 

計 25 6 14 5 

(2) 能代港では、エプロンの亀裂及び堤防の沈下が一部で見られたものの、顕著な被害は認められなか

った。

2 秋田港における被害事例

（図ー 14 -1) 秋田港大浜ー10.0m 2号岸壁断面図

⑳.o 

三+3.s r I 

HWLOA4 --1‘ “ +1.2 
+0.2 

＼ 腹起L2ー[250X90X9X13 ． 
I 
I 

I ： ！ 構 逗‘牛 形 式I 
1 | 
I 19,5 

鋼矢板控え直杭式
I 

(1 8 5 m) 
ヘI`設計水沈ー10.S

I¥ 
I鋼官杭J:/=550.t=l2 

曰換砂 建 設 年 月
鋼矢阪IIL型e=21.s 

-20.5 
-14.5 昭和 51年 3月

1 約 40mの範囲について上部エが前傾水没し、控え工も前領し完全に崩壊している。他の区間

も鋼矢板が梅側に湾曲し、ほぼ全延長にわたって海側鋼矢板が水中部で折担している。陸側控え

にも珀裂があるものもある。エプロンは全延長1こわたり沈下

2 使用不能

3 背後地盤は液状化した。
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秋田沿中島 1 号岸壁

（悩ー 14-2) 秋田港中島 1号岸照断面図

10 go 

I 土 l i 

I,,, I~ 
辛 uu..,.....

ュ

/ 
四
換
筏

I ，冒o | 

構造形式

セルラー式プロック構造

(161 m) 

取付部鋼矢板式

姓設年月

昭和40年 3月

1 J［又付部は、全区間1iii壊している。取付部から約40mの範囲についても完全崩殴している。その他

の区間は一部を除いて上部エが前傾し法線がはらみ出している。エプロンは50虚以上沈下し夕

ラックも入っている。

2 条件つきけい船荷役 （セメント船のみ）

3 背後地槃1よ液状化した。
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（脳ー 14-3)

;;0.0 

i I I: 
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秋田港外浩ー 13. 0岸壁ェブロン沈下

秋田外池-13.0岸壁断面図
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口
臼換砂

盆

構磁形式

ケーソン構逍

(2 7 0 m)  

建 設年月

昭和 53年3月

1 岸竪両端部がせり出している。ケーソンは梅側へ 1會 6度領き、 2ケ所で1闊刷が約20ば開いてい

る。ケーソン本体の破拍はなく｀防砂板も欠担していないようである。エプロンは背後 9m巾が全

延長にわたり 10m~15 m沈下しているむ

2 条件つきけい船荷役可能

3 背後堀盤は大規模に液状化した。
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3 津波による被害

(1) 秋田港において木材流出 (28, 0 0 0本のうち 14,0 0 0本流出）

(2) 門前漁港離岸堤の5Aトン六脚ブロックの散乱

(3) 五里合漁港北側八地川堤防欠壊

(4) 宮沢海岸階段蔑岸陥没（洗掘？）

(5) 能代港火力発電所用地護岸ケーソンの破堤及び滑動（工事中） 図ー l4 -4 

（6) 落合海岸階段蔑岸の陥没（洗掘？）

(7) 岩館漁港プロック式防波堤倒域

{8) 小泊榔港直立消波防波堤の流出

(9) 小泊漁港北側海岸堤防の崩駿

IHWL+l.3() 
HIVr，十04J

（図ー 14-4) 能代港護岸工事の破堤
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沈下防止用帆布等

4 秋田港における砂の液状化について

砂の液状化は、飽和した砂粒子のかみ合いがはずれ、さらに密な状態に移行する過程で発生する現象で

ある。砂が液状化すると液状化する部に、砂粒子で受けもっていた上載荷重は、砂形の間げさ水が、す

べて受け持っため、過剰間げき水圧の発生に伴って、砂の有効応力の極端な低下をきたし、岸壁に大き

な力となって働く。

このことからわかるように、液状化現象は、砂が水で満たされ、ゆる＜たい栢している場合に起こる。

秋田港を含む日本海沿岸は、広大な砂丘雌碍であるため、その海岸は粒径のそろった砂地盤である。

このため、秋田港の埋立、及び岸墜の裏埋は、この海砂を用いている。一般的に、海中にまき出さ

れた砂は、非営1こゆる＜、たい紐する。加えて建設後、 1 0年を経ていないパースが60彩以上あり、
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そのほとんどが、様々な外力による締固めが十分期待できないゆるい状態であったと思われる。

地震力についても NS 1 9 1 gal、EW20 9 gal（迎輸省港湾技術研究所による）であり、震度

5の大きな加速度が働いた。以上のように、液状化の条件である、 1)ゆる＜たい積した砂地盤、 2)地下

水位が高い（水で飽和されている。）、3）大きな地震力（大きなせん腕刻多とそのくり返し）という必要条件

がそろったため液状化したと思われる。

図ー 14-5は秋田港の液状化した地点を示したものである。旧護岸線を境にして、また新しいふ

頭では、大規模1こ液状化していることがわかる。

（図ー 14 -5) 秋田港の液状化地域
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5 応急対策及び復旧状況

被災後、臨港逍路を最侵先に応急復1日し、当而港湾機能上必要な野積場は、下図路盤まで施工し、哲

定供用されているg

今後、本格的な復旧に入るが、十分な復1日には、 3年程度のエ期が予想されている。

6 問題点及び今後の課題

現有施設及び今後建設される港湾施設の液状化対策と防波堤による津波の減少効果及び海浜地形によ

る袢波の波謁、エネルギーの変化についての検討が必要である。

第 3 その他の施設について

河川、海岸及び砂防の施設の被祖状況は、次のとおりである。

5 8年 6月6日現在

区 分 箇 所 金 額

洞 9 1 1 1 3 0 箇所 2 6, 7 7 1, 6 0 0 秤l
県

海 岸 3 6 8 9 0, 5 0 0 
管

砂 防 4 3 1, 0 0 0 
理

計 1 7 0 2 7,6 9 3, 1 0 0 

市 河 J I I 4 1 186,200 
町

g 海 岸

理 計 4 1 186,200 

£ ロ 計 2 1 1 27,879,300 

-62-



第 15章 建築物等 の 被害 状 況

概 要

今回の地震による地動の大きさは、秋田県下で100~200gal程度であり、さほど大きくはない。

このため、池震の振動そのものによる建築物の被害は軽微であり、鉄筋コンクリート造や鉄骨造によ

る中規模建物では、外壁の一部剥落、窓ガラス破狽などの被害を受けたにとどまった。

一方、多数の木造建築物が被害を受け、

すぺりしたためである。

その原因は地盤の液状化現象により、地盤が沈下したり、横

しかし地盤の液状化は秋田県全域に生じたのではなく、砂で埋めたてたり、盛土をしたりした、いわ

ゆる地盤の悪い地域に限られ、木造家屋に被害の生じた主な地域は、秋田市新屋元町、秋田港、男鹿市

脇本地区、南秋田郡若美町、能代市阿戸川地区である。図ー 15-1にその位四と秋田県の地質の概略

図を示す。

（図ー 15 -1) 地質概略図
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2 各地の状 況

(1) 秋田市新屋元町

大正時代に沼地を砂で埋めたてた地域であり、地

盤の液状化により住宅とプロック塀が被害を受けた。

我々の見た住宅では、庭先及び床下に哄砂の跡が

あり、布基礎及び束石プロックが 20~3 0an位不

同沈下していた。

その家の人の話では横ゆれと同時にたてゆれも強

く感じられたが、ゆっくりしたゆれで、家具の転倒

はなかったとのことであった。

道路に面したプロック塀は基礎から転倒していた。

しかし被害は図ー 15-20)斜線で囲った新屋元

町の一部の区域に限られ、せいぜい東西 50m、南

北 500mの範囲内で、 1つの通りの両側だけであ

斜面になっており、斜面の下端より東側が被害を受

けた埋め立て地で、斜面の下端より西側は雄物川に

（図ー 15-2) 新屋元町

より形成された第4紀沖積屈の砂丘地形に （図ー 15-3) 新谷元町東西方向断面図

属すると思われる。（図ー 15-3参照）

この砂丘地形は図ー15-1からもわかる

ように、雄物川河口から男鹿半島生鼻崎に

到る海岸部に連続して存在し、巾 2Km~4

Kmであり、砂丘の砂の厚さは 5-30 mで

ある。地盤の液状化の発生した秋田港もこ

の砂丘地形区に属し、その柱状図を資料 1に示した。

(2) 秋田市市街地

西側、＇ l-→東側

砂丘地形

埋め立て地

秋田市市街地の地質は資料 2の柱状図からもわかるように比較的N値の低い第4紀沖餌屈地盤と思

われるが砂丘地形とは異なり、液状化現象は発生していない。中屈建築物には外壁の剥落が数件見ら

れたが、プロック、石塀の被害は目につかなかった。しかしプロック塀については、構造的欠陥のあ

るものは被害を受けたという報告がある。木造住宅の被害、呑板及び屋根材の落下も目につかなかっ

た。

秋田県庁ではスチール製はめ殺し窓に硬化性バテを使用したため、窓ガラスが約 40 0枚破損した。

秋田市市街地における建築物の構造体の被害例としては秋田市大町の本金デパートの広告塔の落下
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があげられる。この建築物は鉄筋コンクリート造地下1階地上4階(4階部分は鉄骨造。）塔屋 3階で

あり、塔屋の上に、鉄筋コンクリート造の広告塔があり、広告塔も含め鉄筋コンクリート造部分はIIB

和35年に建築され、 4階は鉄骨造で最近増築したもので佃し場として使用されていた。今回の地霰

により、広告塔直下の鉄筋コンクリート造の柱が座屈し、広告塔が4階の鉄骨造部分に落下して主婦

が 1人死亡した。

匠料 2の柱状図はこの付近のものである。

(3) 県立男鹿工業高校

県立男鹿工業高校は男鹿市脇本の南に位四し、昭和 54年頃沼地を砂で埋めたてた敷地に昭和 57 

年度に建設されたが、今回の地震により、著しい液状化現象が発生した。

3階建鉄筋コンクリート造の校舎は鉄筋コンクリート杭で支えられており、構造体は無被害であっ

たが、鉄骨造平家建の実習棟は土間が 3O cmほど、不同沈下を起こし、このため、内部の間仕切壁や

天井に著しい被害を生じた。

地盤が液状化により移動、沈下し、クラックが生じ、このため地中の給排水管が切断され、浄化梢

は浮き上がり被害を受けたため、給排水管及び浄化槽は仮設で対応していた。

(4) 南秋田郡若美IIIJ

八郎洞の西に位四する。柱状図がないのでよくわからないが、地表は径の細かい砂である。

水田を砂で盛土した敷地に建槃された家屋は、地盤が液状化により横方向へ移動し、布基礎も無筋

のものが多かったので、大きな被害を受けた。特に五明光地区の男鹿街道沿いの家屋に著しい被害が

みられた。

被害家屋でも、その被害については平面的に差がみられ、南側の廊下部分とか玄関ポーチ部分のよ

うに開口部が大きく壁羅の少ない部分は変形が大きく、北側部分は壁批が多いので、布基礎及び壁1こ

亀裂が生じているものの、変形は小さい。

また布基礎の床下換気用開口部は弱点となっており、亀裂が生じやすい。

プロック、石塀の倒壊が目立つが、鉄筋の入っているものは基礎こてと転倒し、鉄筋の入っていない

ものは、パラパラに倒壊する領向がある。付近の水田にはところどころ咀砂の跡がみられた。

3 問題点及び今後の課題

(1) 今回の地霞による被害の大半は、木造住宅で、その主なる原因は砂質地盤の液状化によるものであ

る。この場合、上部構造が丈夫であっても、杭を打つとか、ペタ基礎にするとかの対策を購じないと、

まさに「砂上の桜閣」の如く、大きな被害を受けることになる。

また液状化が発生すると地下タンクとか浄化槽は浮力により浮き上がり、ガス管、給排水管等は切

断されてしまう。

秋田県においても、学校では、建築物の被害は軽微であっても、浄化槽とか結排水管が復旧するま
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では、授業を再開できなかったということであった、)

以上が地盤の液状化による被宮の特徴であるが、発生した場所はどこも砂で埋め立てたり、盛土を

した土地であったな

又賓料 5からもわかるように、非躇1口均質で細かい砂からなる地盤が液状化現象を起こしている'>

従って、愛知県においても今後、地盤の液状化が予想される地域はどの程度あるのかということを

まず温査する必要があると思われる。

（2) プロック塀については、倒股した＇ブロック塀の大部分が現行の設計基如幻巖合しないものであるの

で、引き続き、その設計及び施行について拗係業者に対し啓もうを図—>ていく必要炉あら地震対策

の見地からすれば、石塀、プロック塀の代わりに生垣の方が望ましいので、生坦の普及奨励を図る方

策を検討する必要がある¢

4 その他資料等

臼お11 秋田港の柱状固 調査地は旧雄物川の河口で、国鉄土綺駅西方約2伽に位四する。謁西地の1日

地形は棟翡 2~10m程度の砂丘地形区域である'I日雄物111及び沿岸流により形成された第4

紀！位の砂質jIll盤である。

野料2 秋田市内の柱状図 謁査地は因鉄秋田駅より北西約1,2kn1に位骰し、）II反と称せられる秋田市

繁華街の一画である。

梱腐約 6mで雄卸IIより巡搬供給された泥、砂、礫からなる第 4紀沖紐屈であるぃ

狂料3 能代市内の柱状図 調査地は国鉄五能線能代釈南方約50 0mに位皿する砂質土、砂礫が卓越

した土質構成である。

資料4 男鹿市脇本の砂丘地形区域の柱状図

烈料 5 今回の地震11:より明砂した各地の砂の粒虹分布（晶礎地盤コンサルタンツ妍）の調証既料による.)
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資料 1 秋 田 港 柱 状 図
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9-18, IO M 

-19 -1189..06 10 暗灰
▼―—▲』- 』→------

;-ヽヽ1999 ,9 20 ~ （シルト）

一盆 —19.70 -- •~ --- ．了一 -. ------•~ ~ ---
-20.40 22.80 3.30 -20.10 

..... s ンルト、細砂挟在する有朕 I-20、85
2 -1 --21 .... 

暗灰 ゆるい I I ・・-..... 
（細砂） 約混り、石英砂混有。

4 ---- ~ -- •~』』"― •ー・ m ← 
-21.40 23.80 1.00 

．．．． 
-2J.J5 ＼ 

一旦
M 

暗灰 非か 常 に 有概約此り細砂互屈は挟む。 l -21.85 
八一22.15 24.55 0.75 （シルト） たい 16 5 5 6 -. --- ----

-22.15 

-23 
’一--- --- " ---＿ ← -』・- -

せ翌 -- -- ---- • --

-2 •~ - - --- ＿ ▲ -m 『-し•一▲』·▲ ---

一旦§ ---- m ~ 』--- ~ •~ -----← . -

-n_ L --- →―▲ ----. ~ - -----



資料2 秋 田 市 内 柱状 図

ー

6
9
,
7
0
ー

調否名 昭和 58年度中小河川（旭川）大町地区地質調査 ポーリング方法 ロータリー式 備考

地点番号 r.,_ I 椋高 5.94叩 調査年月日 58年 4月12日～ 4月15日

孔内水位 ー3.62m 担当者名浅野 （ 澤 木）

栖椋深附土試土色 I ： ： 記 椋準貝入試験

質料 質 深 N 10cm郎D
尺 高度厚記採 値打撃回数 (N 値）

(m) (111) (111) (m) 号取名調 巾 (度IIl) 9socm c,m 0 e2m 0 C 30 10 20 ， 30 40 50 

＼ ／  砂礫混りの粘性土コ
I 5.04 0.90 0.90 /'--__ 盛 土暗褐 ンクリート片を混える。 ― 

．勺•:·ぶ・ 粒径不均ーで豆 5窟9 1. 15 ウ36％乃妬----------------------
2 4.04'-90 LOO ・・.o・:..o.:, . 中 砂茶褐ゆるい程度の円レキを混える。 L 51 ― 

暗褐 有機物多く混る。 旦 %3,1;,,95 ソ16 ' --- ---- -------- ---- ---

—3 3.4-3.6111間には砂 32..415 6 o/ I, --------- ---- ---·ートー一—- -----
l 礫を挟在する。 3 /15 / 5 2 ) 

4 所々に円礫を混える。旦3.45 ％ y，%片,-• --... ----←~^―←~--～～ 
ー 黒褐 Max貶 30席程度。 I I 

旦ー 砂混り粘土 軟かい 4so.4s 6 2, I; I, --—トー一ーー トーー・—---•• 
0.64 5. 30 3. 40 ---==:..:....:. /31 /20 /11 

ー マーク 細砂を若干混える。 5.46 ― 
旦 -o.36 6. 30 1.00 :7C:年 シルト質粘土麟灰軟かい有機物多く混る。 6.15 ½34 ソ/14 I I ―- ------------—ヤー------

-7 ;•·2 .・ヽ・ロク．・・ク•．．r／ ・・ ．． . ・ツ• ・ 有砂機は物細砂を混で所え々る。にシ ー6―7..41―5 9 5 /2， 2 ん／1 8 伶2 .. -～ ---- ------- ----―← ~~ 

ー8 ルトを多く挟む。 78..415 6 %2  2 ％尻，――,-------------・--・-----ト-----

··.ぷ.;·：：:,／:.，・．(:•・.'. • シルト質砂 I陪肯灰ゆるい 8.47 

9 -3.06 9. 00 2.70 細砂をシーム状に挟む。 ,．15 ゥ32y'13レ/7シ'12 —( ----^  --------------̂  -•--

10-4 21 10 15 I 15 -名-r-合／,← ク シルト質粘土暗青灰軟かい 有機物を混える。 は翌 6A ％多，身，——-- ----- ---- -------------
...  I I )  

I I - ・・ヤ］ 有機物を混える。 10. 46 -

.:..:_ .• ． ’ 所々に 2~3窟程度 '’. 15 2/ 2 - - ---- ---- ----------~～-
・ン．；．’. ツ31 y, /I I /1 1 ( 

- .響． のJ厚さでシルトをレ 11. 46 

ー12 .-.;.....、.● ンス状に挟む。 ~ ½, 2 3 o/,, ---・----・・・-----・ ------・ 

ー13 ・'_・・,. .か•'r/.•．．. l I 23.. 415 6 --- --- ---- ---- --------

4．・，・・・・ シルト混り砂暗肖灰ゆるい 8 2 3 3 
--7. 76 13. 70 3. 55 13.45 

邑一 ＝ 上部には細砂を混え I4.15 ッ31y /9 l//9 1//13 ―-< --.--------..--•••--- ----

→1←"と—よと1 る。 14.46 ― 

旦 五← シルト質粘土暗百灰軟かい有機物を混える。 15,15 2 1/ ----- →●令令・・・・・・・ ---- •··- ----
-9. 56 15.50 1.80 ―アパ 5 /13 /7 2 ＼ 

.. 15.45 
ー16 ・;-..・． 上部は有機物を若干 [6.15 ---

10 3 3 4 ~ 
ー ：．•．／.9：ー・： 混える。 16.45 I二＼

17 .';... 砂は細砂。 l7.15 25 4 9 12 --- 〉
ャ Aト・・・ 一

ー18 ・・・・ '187..415 5 --- ----ー トー--.
20 5 6 9 

十臀．幽．響．•/、 18.45 “ 

ー19 . . ・，..メ・. 1 9. 1 5 --― ← ← -＂ ← ----• → → -⇔ - - - - ・ - - - -

/'y .• ・ ・ 18 5 6 7 < ナ

?n.....  19.45 = :.・:.・. ?<>IS --- ---- ¥-・-- ---- ---- -----
•.. ・ - ．． 23 7 8 8 ~ 

...．.．.．. /./ • • 20.45 +• 

2-1 ・/．,.・.， .. ．..・ gLJJL 2-4 - 7 - a - 9 - ----- ----b . ----- -------

22- .. ・.. ・ .• ・. ・・.・ 22m以深よりシルト 21.45 ---- レ
:.・心 を互府状に挟む。~ 12 5 3 4 ＜ 
./. 1/―-':-. 22--.4・5 - -

'='. 23 -17. 41 23 36 7. 85 ・・・・.・, シルト混り砂暗青灰中位の 四 15 r-,;；～一
- ・ -．・ 24 3 4 17 | ¥ -

翌 '’0’•’. 石英分を多く混える。 2234..49 5 6 --- ----- 》• ・・--・-
中～粗砂である。 35 10 10 15 • 

25 •..゜'.．•.••..•• 密な 所"'々"に~貶~1•0v~1•5v駕=程s~ 2245..45 15 ---------- -------------

度の円～亜円礫を混 31 10 II 10 
・ -9 - l 25.45 

2ー6 ・．．． える。 26」5 卜• --- •- --

．．．．．．． 密非常に 30 9 II 10 ＼ 
ー27 ・..0• •... な 2?67.4,s 5 50/ 17/―--------• ＞ 

ご．6: 中～粗砂青灰 =-二 /2918 15 /9 ) 
^^  ~ -21.76 27.70 4.35 27.44 レー
至 ．．笈． ッ，，，ト 細砂の互層状であ '’A.IS ------・ ____.,-

辺’・・・ ヽ 戸 13 3 4 6 ダ
-22.86 28. 80 I. JO /..＇ •9.. T．9 ． シルト質砂暗青灰中 位る。有機匂を若干混える。 28.45 / 

空 戸_/，_Z 上部には細砂を混え旦釦旦 9 3 3 3 ←ー一----------・・------・---・・・----

30 7ヽ／←  i丘底9--’一＂七 硬 ヽ 有る贔物を若干混える和29.4515 8/ 3/ ----J ―------------- ---••- -----
-24.52 30.46 1.66 ~ シルr只虹L μ日日広 し 0 /31 2 3 "II t 

31 30.45 ----- ---- - --一ー・一→ —--------



資料 3

調 森 名

能代市 内

ポーリング方法

柱状図

ロ ー タ リ ー式
備考

地 点番号 ふ 2
 

椋高 -0.39m 調査年月日 50年12月 3日～12月 4日

孔内水位 GL-1.90111 担当者名 芹 田 （斉 藤）

171‘72-

椋様深層土試 土 色相コ 記
質 料 I ン娑 棚準貰入試験

尺高度厚記採 質 丁なノ 深 N 10m毎の (N 値）

(m) (m) (m) (m) 号取 名 調 シ1 事 (度In) 鸞値~-打.~撃"回数" 10 20 30 40 50 
cm cm e m,  ―9 ̀ ‘`  

I 
:・... : 細 砂 黒 灰 0 草根等混入する。

I -. 29 0.90 0.90 ・.・:.・:: 
・・心••)( 0若干礫混入する。 , 1. 1 5 12 4 4 4 .．．--^ |＼ -------―---- .... ----

」 • ・...x.． 0 シルト混入する。 I. 45 

～ ↑_'V ’,,_'(. 9.，改.．. 2.1522 6 8 8,:,_）） --- -----

3 ．・ ・t．・．・． 2.45 . 'X, . 3 . 1 5 : . ..  ＿＿_ ［＿-ノ--r-----------------

~-4.19 3.80 2.90x1.・ ••.•・.•・, 凝VK灰•A質>'<•砂'7 灰,,_ 褐W, 中,,. 位= 3.4518 7 5 6 ピ
・ -5.0 4. 70 0.90 •誓,・・>・ク.タ.．：.． シルト質•砂麟灰極緩 o褐色の礫混入する。 4.15 3 3 ~1s 5 Y,伯s・・/ • •···· 

旦 4.45 ｀ ・..・ . .-..・. .・ o 6.50m付近まで褐 15. 15 
．．．．． 色 文 呈す 21 7 7 7 

6 .... ',!: 0 5.45 

・...・..・:., .・ 褐中位。礫は、亜角礫～円 L4旦旦 卜—---
,.. .b.。・ 礫で径I ふ 2~20幻 35 12 12 II 

ユこ ·凸•O; ： ふ /me> 6-45 
r3 ．． 〇砂は粗砂である。 1 7. 15 

ワ ・・芯・・o’ l i 37 13 12 12 
8 7.45 

．・o． ゚.．. ． ~ ------... -------------------
• O. ．．． 4| I3 l3 l5 ， p.... 8.45 
.... 暗青灰 密 9.15 ト------------- ---- ---• --

—·:.·:: 43 13 15 1 5')  
10 ..... 9.45 

- -11.09 10.70 6.50 ．..．..．..．. . ． 礫 混り砂 ―IO-. -15 42 II 15 16 --------- ---- -----It . -←-----

II •. 0.0． ... o．.,. ． 0o. . o•·. . . IO日 45 ¥ 0礫は亜角礫～円礫。 II.15 --- -... _... _____ _-、----
0礫径は2~20駕、 50 14 18 18 

12 も． •0.. 11.45 

13 -13 29 12.90 2.20•:.•o·。.で;oか.c.6 , ． 砂 礫暗青灰 密 0最礫含大径有率408駕0前96前後後。。 1122..415 3 5厖0,8 16 19 11785/ ·.••·.· .·.·ヽ·•·-·-·-・-・-・-・ -・.・.・. ・・T,-.:・.;;・・c・・・・・---_ 

．．．． 浮石混 す 13.15 ....ーレイ/ー←.• -ー・ー・
... •... 0 入る。 25 7 8 10 〔

14 . ・.―.・.―. 0粒径は均ーで良く 13.45 

... ・.. :. 締っている。 14. 15 25 8 8 9 -

|5 ・ •. ・ • ・ •.. :・・・ 中位゜ 17.3-17.6111間に 14.45

．．．． 黒色 有機物 I 15. 15 ・ I ＼ _ ＿ --・.・::: の はさ 34 10 12 12 

16 • :::・・ む。 15.45 
7 ・・・・ [6.15 入

ヤ . .・.．.．. . l t • - -- 44 16 l4 14 |ノ-.. 

1ア ・・・・・ 16. 45 〈~....... .. ' l 5 
Y・ • ，，・ Y・ Y • ,- . 1. r 33 14 13 6 i...----・ ----・-

18 ・.・.・: . ・ 密 17.45 

• ◆.  ： ".．・.. ： 旦 43 10 16 17 -ゞ~ 

| 1 9 .．．．．―.― 18.45 

--20.09 19. 20 6, BO. ・．．．．．・, 細 砂青灰 | I3← l5 38 10 15 13--- ----- ----1し--4 --J ----- -←--

20 ~- -- 19,45 I __.--

［
ロニ／ 中 位 0 砂府苅くはさむ。 ユ立臣 〈と＿＿＿--

_ o 20m付近若干黒色 12 4 4 4 
21 20.45 

巳．：． l の有機物はさむ。 21. I5 I5 5 5 5 ----

22 . .•. .•. .・ •-.-一- 21.45 
I; • ~.-----:.. 22. 15 -←------ ----・--- ---- -----

—— L—ー＿―--硬 16 5 5 6 

26 -23.39 23.00 3.301-= .• . 、 砂質シルト暗灰 2223.. 4l5 5 --- -- - ---- ---I----I---mー・

-23.9! 23.60 0.60 ・．，夕． 咳を•. •• ． シルト質•砂緑灰中 位 0シルト混入する。 16 5 6 5 
24 ← - 23 45 

← --.. :. 0 砂囮苅くはさむ。 ュ ----．．-•5—--• ----.... ------
―ー―....．.•.一; • 18 5 6 7 

ー25-.：：,f:-:~一- 24.45 
--26.09 25.70 2.10 :cご-_-_-—_c二- 砂質シルト 暗緑灰 硬 | 25. 1 5 14 5 4 5 ---—• --•ー・・・...・ー・ ・・ー・・—----

26.....  25.45 
..... 0シルト混入する。 1 26. 16 ----..-••- -•--.- --• --．．． . -•“ 

- ..... 粒径 24 6 9 9 
盆 : : : : : 0 は均ーである。 26,45 . 

-27.74 2'35 1.65. ・ ・ ・． 細 砂緑灰中位 27" 15 I 8 7 6 5 •----• --｛ ー--- ---------------

塗 こー：：ー：： 柩硬 o粘性抽い。 27. 45 
- - 0若干砂混入する。 l 28. 15 ・・・・・・

- - - - 20 5 7 8 I 
29 - - I 28.45 

1 39.15 +-- - -卜

13 4 5 4 

,n --- 29.45 
＝ ーー 硬-30.84 30.41 - - - シルト緑灰 匡 I2 4 4 4 ---- ------・----- ---←凸—---
31 29.45 



査料4 男鹿市 脇 本 柱 状 図
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資料 5 明砂の粒度分布図
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船川街道

船越防潮水門付近

男鹿工業高校

五明光橋（南秋田郡若美町）
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八郎洞西部堤五明光橋北

八郎洞東部堤の北端付近

能代市河戸川

能代港
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被杏の著しい通りを南から北へ写す。 （秋田市新屋元町）

上の写真の中央あたりに写っている鉄板糾2階建住宅の内部。

地盤の液状化により、土台が不同沈下したため、修理中。

床下にも明砂の跡がみられた。 （秋田市新屋元町）
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男鹿街遥の両側の大谷石塀の被害。 （南秋田郡若美町上五明光）

建物が右へくずれ、土間と切れたため、庇受けの柱の足もとが

開いた形となっている。 （南秋田郡若美町上五明光）

-75-



男庇街道沿いの水田を、砂で盛土した敷地に建つ住宅。

地盤が液状化し、移動したため生じた被害。

南側の開口部の大きいところは変形が著しい。（南秋田郡若芙町上五明光）

北側は閲口部が少ないため、南側に比べて変形も小さく、布基礎にひびが

入った程度である。敷地の境界部分の地盤が移動し、プロック塀も基礎

とと倒れている。
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南秋田郡若芙町。

水田にみられる哄砂の跡。 （南秋田郡若美町）

上の写真の拡大。

唄出した砂は、粒径が非常に小さく均等であった。

-11-



液状化によりグランドに(U裂及び沈下が生じている。

舗装の打爵路盤の下は砂四地盤である。 （県立男艇工業飩校）

鉄筋コンクリート磁の校舎は杭基礎のため無被習であったが、浄化槽

及び排水管に被害が生じ、仮設浄化柏で対応していた。排水管も地表

を仮設配管している。このため 1階の便所は使用不能。
（県立男鹿工業両校）
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山形ラーメンの鉄骨造平家建の実習棟（くい支持、地中梁なし、つなぎ梁

は建物周囲のみ）の内部の被害状況。鉄骨ラーメンはくいにより支えられ

無傷であったが、コンクリート土閻床は地盤の沈下により不陸を生じ、間

仕切墜と天井との間に数 1O cmに及ぶすき間がみられる。

（県立男鹿工業尚校）

-79-



第 16章 水道施設の被害と応急給水状況

第1 上水道施設について

1 上水道施設の概要

秋田県の水道施設は、 69市町 (9市、 48町、 12村）に上水道 3Iケ所、簡易水迫 61 9ケ所、

専用水追20ケ所の施設があり、給水人口は 1,003,383人、普及率は80%（秋田県の人口 1.250,548

人で計葬）である。

秋田県の水遥施設の特徴としては上水道の数が少なく前易水逍が多いことである。（これは、水質

の良い水が県内に豊富にある等の耶由による）施設の規模も秋田市（給水人口 27 2,0 0 0人、給水戸

屈93,0 0 0戸 1日平均給水鼠 103,500戒）以外は、給水人口 5万人以下の小規模施設である。

水源は上水遥は表流応伏流水が多く簡易水近は、地下水、胡水が大部分である。

水栢の比率は下記の通りである。

水 源 比率 水畠（昭和5? ） 

表流水 66 ％ 7 2,6 0 0 
千戒

伏流水 10 1 1,0 0 0 

地 下 水 14.2 l 5,6 0 0 

i勇 水 9.7 10,700 

そ の他 0,1 100 

計 I l O 0 1 l 0,0 0 0 

今回の凋査は地震被害を大きく受けた秋田、能代、 OO鹿3市の上水逍施設を主として濶査した。

3市の水迅施設概要は下記の迪 t)

(!)秋田市

給水人口 272,000人、日平均給水鼠 )03,500戒、送配水管延長£=699に 水源雄

物］II

(2) 能代市

給水人口 46,4 9 2人、日平均給水歎 12,0 0 0ふ送配水笞延長 l3 3紐 水源米代川

(3) リ」鹿市上水遥

給水人口 28,4 0 6人、日平均給水罷 7,02 3 tr!、配水管延長1? 2 k沼 (¢300-¢50)

水椋馬場目/II及び寒風山 (i勇水）

(4) 男鹿市北浦上水道

給水人口 5,69 6人、日平均給水昂 1,63 0ふ配水管延長31km (¢200-¢50) 
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水源 1の目潟湖（地表水）及び地下水

2 被害状況

(!) 被害地域と被害ケ所数

日本海中部地震による秋田県の上水道被害は、県北部日本海側の地区を中心に軽微な被害も入れ

ると県下28市町村 (4市、 21町、 3村）が被害を受けた。施設の被害ケ所数は、上水道70 3 

ケ所 (10市町）簡易水道 83ケ所 (21市町村）合計78 6ケ所 (28市町村）である。………

・・・資料1参照

被害ケ所を施設別に分けると導送配水施設（管路）が77 7ケ所、管路以外の施設（浄水場等の

構造物）が 9ケ所である。管路が集中的に被害を受けた。

(2) 秋田県の上水道施設の被害金額

上水道 1 1施設 7 0 3ケ所 4 3 3百万円

簡易水遥 3 4施設 8 3ケ所 6 5百万円

計78 6ケ所 4 9 8百万円

(3) 施設の被害状況（県全体）

浄水場施設の被害は、建物の堅面の担楊、附属小配管の破狽等軽微なものが大部分で能代市の臥

竜山浄7囮易を除き迎転に支即となる被害は受けていない。能代市臥竜山浄水場は浄水施設四よ被害はなかっ

たが米代川（取水地点）から仁井田浄水場を経由して臥竜山浄水場え導水している導水管 (¢450

ヒューム管 £=4,600m)が破捐し通水不能となったため臥竜山浄水楊が導水管復旧完了まで運

転不能となった。

管路の被害地区は、砂層の埋立地、造成地に埋設されている管路が集中的に被害を受けた。

管種は石綿管ヒューム管、印ろう型鋳鉄管の被害が大きくダクタイル管鋼管は被害が少なかった。

特に石綿管の被害の大きさが目についた。男鹿市の例では、石綿管の被害率は、鋳鉄管、塩ピ管に

比較すると 1.7倍の被害率であった。

但し石綿管でも地盤の良い所に埋設されているものは、被害を受けていないのでやはり地盤の良

悪が被害発生の第 1条件と考えるべきである。被害ケ所は弁室等構造物との接続部分、曲管部分、

布設時の施工不良ケ所等で直管部分は被害が殆んどなかった。

被害の内容は継手部分の抜け出しが多かったが管の折れ、クラックもあった。原因は地盤の液状

化現象によるものが多い。
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(4) 秋田、能代、男鹿市の被害状況

市名 被害ケ所 被掛地区 主 な 被 習

秋田市 管路 l8 9ケ所 新屋元町 配水管¢ 1 0 0石綿管 l:=48 0泣が破

I狽し 20 0声噺水

能代市 管路35 0ケ所 昭南町 ①仁井田浄水場～臥竜山浄水楊の導水管

松美町 ~ 4 5 0 HP £ = 5 0 0 mが破担し臥

花園町 竜山浄水場が巡転不能

a 浅内町 ②臥竜山配水池～市内の配水本管か450

印ろう型鋳鉄管が破捐

男鹿市 管路 13 3ケ所 脇本・船川五里合 根木浄水場～脇本配水池の送水管¢400

船越、北nl ダクタイル管が破損

① 秋田市の被害

新屋元町（雄物川左岸の砂屈地楷で大正時代に沼を埋め立てた地域）の市道に埋設されている

配水管(¢ 1 0 0石綿管R.=480m)が破担し20 0戸が4日間断水の被喜を受けた。

ここの被害状況は市追の両側だけに限定されており道路から少し離れた所では被害は見られな

至青森
tヽ。

②能代市の被専

等水管（仁井田浄水楊～臥爵山浄水湯¢450HP)

と配水本智（臥竜山配水池～市内¢300鋳鉄管）が

大きな披富を受けた。被害内容は、前者は約500m 

程度の閻継手がほとんど抜け出していたc また、後

者は、印ろう継手の抜け出しが10ヶ所位あった。

湯
場
管

例
水
水
水

凡
浄
配
配゚ー

（図ー16-1) 秋田市の被害か所
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（図ー 16-2) 能代市 男鹿市の被害か所
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この 2路線が能代市の晶幹施設であったため断水被害が大きかった．

配水管の被害は市内全域にわたっているが、特に国鉄五能線と日本海にはさまれた地域の中央

部（昭南町、花園町等）及び国道 7号線沿いの浅内地区の被害が大釦かった。

能代市の配水管の管種別比率（心 50••以上）は石綿管 4 9％塩ビ管 30％ダクタイル鋳鉄管

l 7％印ろう型鋳鉄管4％である。

被害ケ所は、石綿管223ケ所 (48%）塩ピ管 21 0ケ所 (46%)印ろう塑鋳鉄管23ヶ

所（ 5%)ダクタイ／＞鋳鉄管5ケ所 (l%）で石綿管と塩ビ管が被魯の大部分であるか

R 男鹿市の被害

送水管（根木浄水場～脇本配水池¢ 4 0 0ダクタイル管）が被雹を受けた。

被害内容は、メニカル絋手のゴムリングの離脱である。配水管路は、脇本、船川、五里合等で

I 3 3ケ所の被習が出たが被害ケ所の比率は、石綿管が 70％鋳鉄営、塩ピ管が 30％となって

いる。

男鹿市の配水管の管種別の比率では、石綿管は、 58％を占めているので石綿管の被害率は、

他管種の 1.7倍となりかなり高い。

3 応急給水と復旧状況

(!)応急給水

応急給水を実施したのは 6市町である。

実施市町は下記の通り。

市 町 名 給水期間

秋 田 市 5/2 7~5/2 8 

能 代 市 5/26~6 1 0 

男 鹿 市 5/2 6 ~ 5 / 3 1 

昭 和 町 5/2 7 

雄 和 町 5/2 7 

山 本 町 5/2 7 

-84-

給水車台数

§ク§i”曇`..雙急鰍・§喜
卓＊今` ｀ ` `．． 

資料3参照

質料3参照

2 台

1 4 E3 

4 台

5/2 6地震発生



能代市通町水道復旧工事状況

(2) 能代市の応急給水状況

能代市は断水規模が大きく 5月26日から 6月10日まで約半月間で延べ27 8台 (1日平均17

台）の給水車が出動している（ 1日平均約 5回往復）。給水車は能代市所有の3台を始め自衛隊、

県内各市町、仙台市からの応援によるもので 10市町から応援が来ている。又横須賀市からはキャ

ンパス水梢（布製折たたみ式容凪 1111')1 0ケの応援があった。

これら他都市からの応援給水iIIの配車は日水協秋田県支部が窓口となって行われたが、地震発生

当初に男鹿半島の被害が新間、テレビで大きく報道されたため能代市より男鹿市へ応援部隊が集中

した頻向があった。

応急給水による給水鼠については貧料等から推定すると 1人当り 1日平均 7.5£位と推定される

が地裳後日数がたつにつれて被災者から本格給水を望む声が出ている。給水車による応急給水では

水紐的に最低生活用水罰の確保が梢一杯で被災者の不安感を消すことはできなかった。

(3) 施設の復1日状況

被害が配水管路に集中しており、浄水楊等の基幹施設に被害がなかったため復旧は能代市、男鹿

市を除き非常に早かった。

復旧状況は下記の通りである。

復旧月日 市 町 名

5月26日 大館市、比内IJIJ、鷹巣町、出代町、森吉町、八森町、河辺町、東由利町…•••8 市町

5月27日
八郎洞町、昭和町、合川町、山本町、ニッ井町、烏海町、雄和町、若美町、八竜町、

天王町•…••1 0市lllJ

5月28日 五城目町、井川町、阿仁町、上小阿仁村、縣里町、峰浜村、大洞村…•••7 市町村

5月29日 秋田 市

6月 1 日 男鹿市

6月10日 能代市
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(4) 復旧用臼材

即峰市町とも日常維持箇理に必要な材料しか保有していなかったが復旧用丘材の大半は指定エ

恨店の在曲品等で県内で調達できた。しかし一部異型管、大口径管ICついては県内説逹ができず仙

台、東京、大阪（メーカーで製造）で調迩せざるを得なかった。結果的にはこの資材入手の遅れが

復旧エ；llの媒れとなり断水を長びかせることになった。

(5) 復旧業者及び技術者の9（1保

指定エ弔店と県内外の市町からの応援により作業貝の碗保はスムーズであった令

しかり作業員の確保はでとても各市町とも施設内容を把握した職員の数が少なく現場への安内、

復旧後のパルプ操作等がスムーズに行われなかった。

能代市の場合復旧作業員は地元業者の他に仙台、秋田、大館、鹿角0)4市から5/2.8~6/11II) 

1 5日脚で延べ60 8名(l日平均40名）の応授が来ている。このうら仙台市からは延べ264

名の応援があった。

仙台市からの応援班は大口径管の復11:1エ'J]に熟練しているため、大口径管0)複l日を担当し地元業

者が小口径箇の後1日を担当した。地元業者が大口径管の工事経除がなかったためらょうど都合良く

炭旧工事が進んだ。

第2 工業用水道施設について

1 秋田県営工業用水道の概要

秋田県には、県北部大館市周辺の大館工業用水道 (30,000nl／日）と秋田市秋田満周辺の秋田

工業用水道(2_00,0 0 0111／日）とがあ恥

今回の調査は、施設能力が大きく地製の影態を大きく受けた秋田工業用水道を中心に淵近した。

秋田工業用水道は昭和 40年l1月1日指定の秋田潤地区新産都市建設に伴い誘致された各企菜の

工業用水の濡要に応ずるため秋田市仁井田地区で雄物川の表流水を取水し大野浄水場で浄化した水を

椋裔33.5 mの勝平配水池までボンプ圧送し、配水池から自然流下で秋田塔周辺の海岸部のエ楊地区

へ供給するも 0)である。

2 被 害 状況

工業用水遥施設には、地震の被害はなかった。

被害を受けなかった埋由は、配水管路の全部が耐震性の強い鋼管 (sp)とダクタイル鋳鉄管 (D

CIP)を使用していること、また施設そのものが昭和 47年7月給水開始で建設役l2年の比較新し

い施設であったためと考えられる。
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3 問題点及び今後の課題

(1) 施設の被害（本県との比較）

秋田では、上水追施設特に石綿管路は大きな被害を受けた。しかし鋼管とダククイル管を使用し

ている秋田県工業用水道は被害がなかった。

本県の施設は上水遥工業用水道とも管路は、鋼管とダクタイル管を使用しており、ほぼ秋田県エ

業用水道に類似した施設と考えられる。

本県において震度 5程度の地震があった場合上エ水とも施設には、特に大きな被宜はないものと思

われる。

(2) 水源の問迎

秋田では、河川から直接取水しているが本県の場合は供用水路を通して導水しているため供用水

路が被害を受けると、浄水場の巡転が不能となり全面断水の恐れがある。

(3) 慮気の問題

秋田では地震による停屯は少なかった。

停屯した市町（能代市等）も 26日中に復旧しており、浄水場の迎転には支節がなかった。

(4) 相互応援

秋田では他水道りl業者からの災害応援が非常に多かった。

これは昭和 53年 6月の宮城県地震の応援に対する返礼もあったと思われる。

地震列島日本では誰もがいつかは応援を受ける立場になる故、地震時の災害応援は骨身を惜しま

ず禎極的にすること。

(5) 復1日作業目及び賓材の問題

秋田では水道指定工事店と他事業体からの応援により復旧作業を行った。

本県では地区毎に地元業者を緊急復旧指定業者として決めているが大部分が土木専門業者であり

土木工事と競合した場合等緊急時の作業目確保に不安がある。

復旧用資材はできる限り自力で備蓄しておくこと。

(6) 基幹施設の耐震対策

配水池流出部の緊急遮断弁、及び浄水場の塩素元弁閉止装骰の設置

4 その他資料等

資料 1 秋田県水道施設被災状況

資料2 秋田県水道施設復旧状況

資料3 能代市、男鹿市の給水車の出動台数
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資料1 秋田県水道施設被災状況
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被災状況

配水管破狽2カ所

浄水管理棟壁面盛上り

配水管破損 1カ所

専水管
｝破損35 0カ所

配水管

送水管破担
} 2 6カ所

導水管破損

配水管破損10 7カ所

取水施設傾く

溝水管破担

配水管破捐 7カ所

配水管破担2カ所

配水管破担14カ所

配水管破担4カ所

配水管破担18 9カ所

これまで採った措附

給水車による給水

5/26 3台 6/1 19台り7
5/27 6台 6/219台 (j/8

22台

21台

5/28 11台 6/319台 g;'9 21台1

5/29 11台 6/421台 g/2012台

5／初 16台 6/522台

5/31 15台 6/621台

給水車による給水

5/26 21台 5/29 54台

5/27 51台 5/30 7台

5/28 53台 5/31 6台

給水車による給水

5/27 2台

給水車による給水

5/27 2台 5/28 3台
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s. 5 8. 6.1 0 (1 4 : 0 0現在）

今後の措侶、復旧予定

5/26 17: 0 0復旧済

5/26 給水に支廊なし

5/26 19:00復旧済

6/10復旧済

6/1復旧済

5/26復旧済

5/28 11: 0 0復旧済

5/27復旧済

5/2 7 22: 00復旧済

5/28 12:00復旧済

5/29 8: 30復旧済



市町村 施設名 給水人口 I断水戸数（人口） I復旧戸数（人口）

大 館

田 代

市 I神

市田代

鷹 巣

山簡易水道

町 1扱子

鷹 4
公
Jn
 

町 1七座

森 吉 町 1米内沢

” 

/I 

” 

ん？

阿仁町 i打当 II 

合 川 l!IJ I中央 II 

合 川町 I東 II 

合 川 町 I木戸石八幡岱 II

上小阿仁村 I沖田而 II 

I 

上小岡仁村 1大林 fI 

l::小阿仁村 I羽立 II 

ーッ井町 1窪根 ” 

八森町 1八森 II 

八 森町 1観海 ／／ 

山 本町 1大 IIIJ // 

八竜町 1船！II 11 

1,230人

(271戸）

3,873人

(1,070戸）

5,01払

(1,555芦） ， 

1,280人

(339戸）＇I 
4,121人

(1,046戸）

170人

(46巧

1.072人

(286巧

3,606人

(949戸）

1,078人

(227戸） ， 
1,466人

(430戸） 1 

340人

(8戸）

181人

(10茫）

1,88砂

(426巧

1,50¢ 

(43年）

2,68払

(756丙

1,10払

(27記）

3,86砂

(92炉）

36戸

(144人）

）
 

戸

人
6

4

 

9

8

 

1

7

 
（
 

10芦

(40人）

36戸

(14¢）ヽ

196戸

(784人）

10戸

(40人）
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被災状況 これまで採った措皿 今後の措四、復1日予定
， 

配水管破損3カ所 5/26 17:00復旧済

配水管破相4カ所 5/26 23: 00復旧済

配水管阪肌 1カ所 5/26 22:00 復1日済

送水管破相 1カ所 5/2 6 19:00復旧済

配水管破損 2カ所

送水管破損 1カ所 5/26復1日済

配水管破損2カ所

配水管破抵 1カ所 5/28復旧済

配水管破揖 1カ所 5/26復旧済

I I 
I 

配水管破狽 1カ所 5/27復旧済

中継ポンプ室陥没 5/26通水に支即なし

付屈配管破掴

計装設備故際 5/28復1日済

配水管破損2カ所

ポンプ室付属配管破狽 5/26通水に支郎なし

配水筐破I貝3カ所

配水管破損 1カ所

I 
5/27 復1日済

i 
配水管破担3カ所 5/2 7 l 8: 0 0復旧済

配水管破1月1カ所 5/26 21: 00復旧済

配水管破損1カ所 5/26通水に支恐なし

I配水管破損2カ所 給水車による給水 5/27 18: 00復旧済

5/27 4台

配水管破損2カ所 5/27 復旧済
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市 111J 村 施 設 名 給水人口 断水戸数（人口） 復旧戸数（人口）

I¥ 竜 IIIJゴI 浜口簡易水道 1,541人

(380芦）

藤 里 町 藤琴 II 1,436人 7戸i 7戸

(264戸） (28勺 (28勾

條 里 町 粕毛 ” 1.3 6 5人

(280戸）

藤 里 町 中通 ’’ 141人

?(39炉8人） l 
峰 浜

村＇ 石 999 ’’ 
(191巧

若 芙 IIIJ 払戸 II 4,193人 963戸 963戸

(96炉） (4,193勾 (4,193人）

大 潟 村 大潟 II 

! 
3,180人 891F1 891戸

(891巧 (3,180心 (3,1 80人）

天 王 町 - 1句 ” 4 11人

(121丙 l 
天 王 町 二田 ” 4,039人 I 

(1,1 88巧

天 王 町 追分 ” 2,485人

(73戸）

詞 辺 町 和田 9/ 3,771人

(930巧

雄 和 町 新波 II 

I 
924人 220戸 220Fl 

市 i，金足東部

(220戸） 1 (924人） (924人）

/秋 田 II 726人

(18炉）

秋 田 市 上新城道川ガ 415人

(9戸）
i 

秋 田 市 下浜八出 “ 
210人

＼ (50戸）

東由利 IIIJ 東由利 3,018人
i 

” 

町 Ii直根

(760戸）

屈 栂 “ 1.495人

(34炉）

計 3 4 施 設 6 4,617人 2,323戸 2,323戸

(2 l市町村） (16,849戸） (9,293勾 (9,293人）
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被災状況 これまで採った措附 今後の措附、復旧予定

ポンプ室陥没 5/1 7 1 7: 00隣接水道と接続 浜口簡易水道自体の復1日見通しは

配水管破担 6カ所 し通水 但し時間制限給水 不明

配水管破担2カ所 5/28 復旧済

配水管破捐1カ所 5/31 復旧予定（通水に支節な

し）

配水管破担 5/26 復旧済

導水管破掴 5/28復旧済

導水管破担 2カ所 5/27 11:50復旧済

計那配水器水管類管破故破損損廊49 カカ所所

5/27 従前の水源を使用し給水 5/28復旧済

5/26 15: 0 0復旧済

配水管破損2カ所

配水管破損3カ所 5/26 17:00復旧済

配水管破損 1カ所 5/27復旧済

ポンプ故即、配水管破損1カ所 5/2 6 17: 0 0復旧済

配水管破掴 1カ所 給水車による給水 5/27 18:00 復旧済

5/27 1台

配水管破狽3カ所 5/26 22:00 復旧済

技管破損 1カ所

配水管破損 1カ所 5/27復旧済

技管破担 1カ所

配水管破損1カ所 5/27 復1日済

技管破損 1カ所

配水管破担2カ所 5/26 17: 0 0復旧済

配水管破狽 1カ所 5/27 復旧済

給水車

5/27 5台
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資料2 秋田県水遺施設復旧状況

No 市町村名 地断震水発戸生数直炉後1) 5 令6 5 伶7 i I 5 /2.8 5 伍 賃。 賃1 6ハ
1 大 館 市 36 誓
2 比 内 町 ： ！ 

3 田 代 町 36 懇屈 I 

4 鷹 巣 町 196 （｝器）
i 

5 森 吉 町 -I 
6 阿 仁 町

7 fi,; ロ JII 町 ！ 
8 上小阿仁村

9 能 代 市 12,000 (12,000) (I終盤附 (9,700) (29,,47000 0 ） 峻卿 (93.,302000 ) (98,.soooo o ） 

10 ニッ井町・ I ！ 

11 八 森 IIIJ 
； 

12 山 本 町 10 (10) | ， (l阻 I 

13 八 竜 町 I 
14 腺 里 町 7 (7) (7) (77 ) 

15 蜂 浜 村

16 五城目町

17 八郎 潟町

18 井 ill 町 36 (36) 喩 誓
19 昭 和 町 276 (276) 

20 大 渕 村 891 I 
(891) 

21 若 美 町 963 ⑲63) 

22 天 王 町 ， ， 

23 男 鹿 市 7,31 6 {7,316) I (7,316) (7 9631166 ) (66,,740106 ) 猜孵 7(,243146 ) 

凶 秋 田 市 200 (200) (200) （幻0) 雙僻
25 河 辺 町 : 
26 雄 和 lllJ 220 (220) 脩粉 i 

27 東由利町 ： 

28 烏 海 町

計 2 B市町村 泣，187 (22,128678 ) (241;,99219 8 ） (175,,258597 ) 憎蜀）＇（性謂） 般薔 f89,,818007 ) 
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6/2 6/3 6/4 

(3,000) (3,000) (39,,050000 ) 

(3,000) (3,000) i39,,060807 ) 

上段…．．．（断水戸数）
下段・・・・・・復旧戸数（戸）

6/ 5 6/6 6/7 

(2,500) 箭齋 (1,410) 

(2,500) §20,,775007 ) (1,410) 
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6/8 6/， 覧。 断水延戸数
（戸X日）

36 

36 

196 

(1,410) (1.410) 紐脳 90,740 

20 

21 

＇ 108 

552 

1,782 

1,926 

29,792 

800 

440 

(1,410) (1,410) 紺餅 126,449 



番号 市町村名 断水戸数 復旧戸数 未復旧戸数

1 大 館 市 3 6 3 6 

2 比 内 町 I
3 田 代 町

； 

36 3 6 

4 既 果 町 l 9 6 1 9 6 

5 森 吉 町

6 岡 仁 町

7 ムロ JII 町

8 上 小阿仁村

， 能 代 市 I 12,000 12,000 
， 

1 0 ニッ 井町

1 1 八 森 町

1 2 由 本 町 ！ 1 0 l 0 

1 3 八 泡 町 ， 

1 4 藤 里 町 7 7 

l 5 峰 浜 村

1 6 五城目町

1 7 八郎溺町
I 

1 8 井 JII IIIJ 3 6 3 6 

l 9 昭 和 町 2 7 6 2 7 6 I 
2 0 T 大 潟 村 8 9 l 8 9 1 I 

~ ~ 

， 
， 

2 1 若 芙 lltJ 9 6 3 9 6 3 

2 2 天 王 町

2 3 男 鹿 市 7. 3 1 6 7, 3 1 6 

2 4, 秋 田 市 2 0 0 2 0 0 

2 5 詞 辺 町

26 雄 和 町 2 2 0 2 2 0 

2 7 東由利町

2 8 為 海 町 l 
計 2 8 市町村 2 2さ18 7 2 2, 1 8 7 
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(6月l0日 1 4 : 0 0硯在）

現 状 復旧見込 被 災 状 況

1 5/2 6 復 1日済 配水管破掴 5カ所

給水に支廊なし I 浄水管理棟堅面盛上り

5/2 6 後 1日 済 配水管破損4カ所

II I9 

” 4カ所 送水管破担 1:/J所

” 
II 

” 2カ所 II 1カ所

5/2 8 99 

” ］力所

5/2 7 II 

I 
II 2カ所 ポンブ室陥没

5/2 8 ” 計装設備故即等、配水管破損6カ所

専水管、送水管、配水管破批 35 0カ所

5/2 7 復旧済 配水管破肌 3カ所

5/2 6 II I/ 2カ所

5/2 7 II 

i ！ ’’ 2カ所

” ” “ 8カ所 ボンプ室陥没

5/2 8 II 

“ 4カ所

5/2 7 通 水 那水管破担

5/2 8 復旧梢 配水管破担 7カ所

5/2 7 ” II 2カ所

5/2 8 99 ， ” 4カ所

5/2 7 II ` II 1 4カ所

5/2 8 Iノ I II gヵ所 浮水管破損4カ所

5/2 7 
i 

専水管破掴2カ所” 
i 5/2 6 ’’ 配水管破損 6カ所

6/  l II 喜棗喜薦開） 26カ所配水管破掴 10 7カ所

5/2 9 I/ 配水管破損19 7カ所

5/2 6 Iノ

I I 
ポンプ故障、配水管破損 1カ所

5/2 7 I/ 配水管破損 1カ所

5/2 6 ” ” 2カ所

5/2 7 ” ” 1カ所
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臼料 3 能代市、男鹿市の給水車出動台数

(ll 能代市

市町名 知 27 碑 磁 淑） 31 

自衛隊 3 3 4 4 

大 l!ll ，＂ 2 2 2 2 2 

鹿角市 1 l l 1 

大曲'/" I I 1 I 

秋田市 2 2 

本荘市

横手市

粉沢市

六県町

五城目町

羽後町 1 1 

能代市 3 4 4 4 5 4 

計 3 6 11 1 1 16 15 

(2) 男鹿市

自衛隊 17 ' 9 5 45 45 

仙台市 2 2 2 2 2 

本荘市 l 1 

横手市 I l 

瘍沢市 l 1 1 

男鹿市 4 4 4 4 4 4 

計 21 51 53 5~上：ー、 6

％ 

4 

2 

1 

I 

2 

1 

1 

1 

1 

5 

19 

（出位台）

2 3 4 5 6 1 8 ， 10 1 1 12 台出数動（台延） 

4 4 4 4 4 4 4 4 50 

2 2 2 2 2 3 3 3 3 1 l 36 

l 1 1 1 l I 1 l 13 

!I l I l l l 1 1 13 

2 2 2 3 1 3 3 3 3, 3 3 l 34 

l l l I 1 l 1 I ， 
1 1 l l j I I l ， 
1 1 I 1 1 I 1 1 ， 

1 l 2 

l 1 1 I 4 

I l l 1 l I 1 l 1 12 

5 5 s s 5 5 5 5 5 4 4 82 

19 )9 21 22 21 22 21 21 12 8 6 273 

152 

10 

2 

2 

2 

24 

192 

-98-



第 17章 学校被害と児童生徒の安全対策

第1 学校の被害状況

1 児童生徒の被害状況 （資料提供・秋田県教育庁保健体育課）

(!) 合川南小学校日本海中部地震陣波遭難事故概要 (58.6. 2現在）

ァ 学校名 秋田県北秋田郡合川町立合川南小学校

校長 佐藤二朗 (55歳）

学級数 7, 児童数 1 0 8, 

（電話 018678-2126) 

イ 所在地 秋田県北秋田郡合川町三木田字谷地 1-1

ウ日時昭和 58年 5月26日（木）

午後0時 15分ごろ

工場 所 秋田県男鹿市加茂青砂海岸

オ 遠足参加学年児童及び引率者

’̀̀  ̀
‘ 

I 
男 女 計 I合 計

4 年 1 6 ， 2 5 
l 4 5 
＇ 5 年 8 1 2 2 0 ， 

4年生担任 佐藤 朗教諭 (2 9歳）

5年生担任 工藤健二教諭 (4 7歳）

力 死亡者数

＼ 男 女 計 合計

4 年 5 3 8 
1 3 

5 年 1 4 5 

キ 事故の状況

合川南小学校は、秋田県北部に位附し、事故当日は 4,5年生が 2台のマイクロパスに分乗し

遠足に出掛けた。学校を 7時 30分に出発し、県庁内を見学した後、男鹿半島の水族館にて昼食

をとる予定であった。

地震発生時は、パスに乗っていたが、誰もが地震が起きていることには気がつかなかった。走

行中の道路は、曲りくねったり坂道が多いため、パスは極度に揺れていた。このため巡転手の一

人は、パンクではないかと思った程度であった。その後、昼食時間になったので男鹿市加茂宵砂

の海岸にパスを止めた。海岸では、地元の人逹もいたが、別段変った様子はなかった。
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過去の大きな地震としては、昭和 14年 5月、男鹿半島一帯を襲ったマグニチュード 7.0を箪

頭に、同 39年 5月の男鹿沖地震（マグニチュード 6.9)がある。これらは、山、胆崩れ災害の

教訓と同時に、日本海にはあまり津波はこないという過去の経験から「地震が起きたら、海へ逃

げろ」という誤った言い伝えがあった。このため、周囲の人々は、海岸にいることに、何んの不

安も感じていなかった。

海岸で昼食をとっていた 45名の児童は、突如襲ってきた津波にさらわれ、 13名の児箪が水

死するという惨事を招いた。

学校では、死亡児堂の追体を全員収容した後、 6月5日に学校葬、 6月I2日に慰霊葬を挙行

した。死亡見舞金については、災害救助法が適用されていたが、日本学校健康会の死亡見舞金請

求古類を賂え、健康会本部の審査を得ることになった。

(2) 家族が死亡または行方不明となっている児童生徒数 ※ （）は家族数

区 分 父・母 その他 計

能 代 町 ， (6)名 5 (3)名 1 4 (9)名

I¥ 森 町 1 (1) 1 (I) 2 (2) 

八 竜 町

゜
3 (3) 3 (3) 

八郎洞町 2 (!) 

゜
2 (I) 

計 1 2 (8) ， (7) 2 1 ⑮ 

(3) 住宅が損壊した（改築・改修を要する）児窟生徒数

能 代 町 5 3 4 名

が、 森 町 1 7 

ノ＼ 竜 町 （表 17 -1参照により、 59 5) 

峰 浜 村 7 

藤 里 町 3 

男 鹿 市 1 3 8 

若 美 町 1 1 1 

井 JII 町 3 8 

計 8 4 8 (1, 4 4 3) 

（注） 八竜町は調査中であるが、児童生徒数約 1,1 0 0名の廿了に近い数が予想されて

いる。（ ）内は（表ー 17-1)の合計数
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(4) 教科古の追失

1 7冊

(5) 日本海中部地震災害に伴う休校措四等実施校

秋田県教育庁義務教育課

2 7⑱ 2 8 (±) 3 0 （月） 3 1 （火） 1 （水）
区 分

小 中 小 中 小 中 小 中 小 中

北 秋田郡 ① ① ① ① 

能 代 市 4 I 

山 本 郡 R ① ① ① 

秋 田 市 1 1 

男 鹿 市 1 1 5l ' ， 3 l I l 

南秋田郡 3 2 i 

休校数計 ③ ① ② ① ① ① 

午前授業校計 19 8 3 1 1 1 

合 計 31 7 2 1 l 

（注） ② :休校2校

4 :午前授業校4校
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（表ー 17 -1) ；＼竜町・住宅が拍坑した児童生徒数

日本海中部地震児童生徒

ミ
全壊(129) 半壊(219)

浜小 芦分 湖小 I八中 計 浜小 芦分 湖小 八中 計

浜 田 8 ， 17 19 10 29 

， 

I 浜
大 口 11 I ， 

， 26 10 14 24 

I I ' 
釜 谷

口
芦 埼 3 10 I 10 23 1 6 ， 16 

地 ［ 3 ! 
大 谷 地 2 i 1 3 2 1 

区
追 氾 2 1 3 

i 

; 

小 計 30 10 29 69 32 ， 34 t 75 

安 戸 六 2 2 

JII 尻 2 2 2 2 

i 
久 米 岡

I 
鵜

鵜 Ill 1 1 

富 岡 1 l 2 
JII 

I 
大 曲 l 5 l 6 

地
茸 刈 沢 I 

I 
， 

区
鵜 巣 2 

2 I 
十 f¥ 坂

餅 沢 I 
4 

飯 塚 i 

小 計 2 2 ! 10 5 15 

ムロ 計 30 i 10 2 29 71 32 i ， 10 39 90 
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被災状況調（住家の部）

一部破損(247)

浜小I芦分

38 

14 

ム
'

至
b

2

5

1

 
，
 

中

5

3

1

2

3

八

ーヽ
~

Jヽ
 
ー胡 計 浜小 I芦分

（ ）災習認定戸数

籍

52 8
 

24 

3

7

1

4

8

1

 

5

1

 

65 

41 

4

4

 

84 I 114 

8

6

3

 

ー

27 

工
lll'． 2

6
1

湖
、
7

1

0

4

4

8

7

 

浜

1

t
 

9

7

1

 

t

9

6

 

舌＂

8
 

2
 

4

4

 

2
 

4
3
1
 

'

-
2

1

4

1

8

7

 

在
ー
砂

10 I 21 

10 I 1s 

6 I 10 

324 I 46 

6

7

9

8

 

2
 

0

8

 

7

4

3

 

中八•
C
.
＇
←
・
；

Jヽ
 

J
 

湖 計

198 

217 

129 

106 

58 

34 

24 

568 

2

1

 

1

1

2

9

 

．
 

I 

「
3

ー

3

2

9

1

 

2

5

 

1

3

4

 
ー

3

1

1

 

，
 

l

2

 

2

5

 

4

4

5

1

2

 

ー

I 

22 

48 

12 

19 

19 I 14 

9

7

4

4

 

5

1

4

1

 

1
7
3
7
7
4
4
0
 

ー

7

5

1

2

 

7

1

6

4

 

1

1

 

4

6

7

3

3

7

6

5

4

1

8

5

4

2

4

1

6

7

6

 

ー

3
 

ー

13 16 25 8
 

33 395 I 194 589 

52 8
 

13 1 27 
I 

100 1141 27 25 95 261 324 I 46 395 I 392 I 1,157 

（資料提供・八泡町立八竜中学校）
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2 小学 校・ 中学校施設の被害状況

（表ー I7-2) 昭和 58年度日本晦中部地震による被害状況

5 8. 5. 3 1 (I 7 : 0 0現在） （単位千円）

区 分 校 名 校 数 主な被害状況 概箕被害金額

1 秋田市
保戸野小他32校 45校 内外壁破担、エキスパンション破損、 115,264 
東中他 11校 渡廊下沈下、管類破批

2 能代市
第一小他 10校、第一中 19 

エキスバン破狽、モルタル落下、内外 102,104 
他 6校、能商業揺 堅破狽

3 横手市

4 大館市

5 本荘 市 新山小他4校、石沢中 6 墜面亀裂 234 

6 男鹿市 船川第一小他他 6校
男鹿東中 3校

11 亀裂、陥没、管類破担 1 3,702 

7 粉沢市

8 大曲市 大曲小南、大曲中、角閻川 4 エキスパンション、ガラス 1,115 
小、中

9 鹿角 市
尾去沢小、八幡平小、 3 

給水管折担、グランド沈下、 iじ裂、屋 31,240 
十和田中 根補修

市 計 (88) (263,659) 

10 小坂町 川上小 1 廊下fじ裂、外陸亀裂 731 

11 鷹巣町 綴子小他4校、鷹巣中 6 外壁落下、屋体外部プレース 4ケ所 6,071 

12 比内町 西館小他2校、比内中 4 エキスパンション 2,145 

13 森吉町

14 阿仁町 阿仁合小、第一中 2 
エキスパンション、プールサイド及附 260 
屈室

15 田代町 早口小他3校、田代中 5 エキスパンション付近壁落下、 t0裂 11,579 

16 合川町 西小、東小、中、合川裔 4 
WCタイル落下、プール給水管破裂、 2,709 
実験器具

17 上小阿仁村 小I沢|、田小、沖田面小、
上 阿 仁 中

3 内墜化裂、渡廊下沈下 1,300 

18 琴丘 IIIJ 鹿渡小他2校 3 ガス甜れ 104 

19 ニッ井町 宮根小、ニッ井中 2 グランド沈下、タイルはく離、,7灼直管折掴 15,000 

20 八 森町 岩館小、観海小、八森中 3 土台沈下による床たわみ 6,500 

21 山本町 下岩川小他2校、山本中 4 5,800 

22 八竜町 八竜中、浜口小、湖北小 3 プールサイド亀き裂あ、コンクリート擁壁
亀裂、設備浮 がり

135,690 

23 腺里町 藤里小 1 体育館東側外壁落下 1,043 

24 峰浜村 岩子小他2校、條浜中 4 内堅落下 849 
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区 分 校 名 校数 主な被害状況 概箕被害金額

25 五城目町 ー校

゜26 昭和町 大久保小 1 給食室外墜落下、蛍光灯落下 630 

27 八郎潟町

28 飯田川町

29 天王 IIIJ 天王小他 3校 4 屋（本入ロガラス破狽、校舎全体にf(l裂 2,600 

30 若美町 若美幼中、鵜ノ木小他 1、
潟西

4 トイレタイル落下、＠教室床陥没 5,4 0 I 

31 井川町 井／1 |中 1 プロック煙突倒壊、困根破担 1 30 

32 大潟村 大潟幼、大尚小、大潟中 3 犬ばしり陥没、ガラス破損 2;2, 0 4 

33 羽城中組合

34 河辺町 河辺小 I 8,160 

35 雄和町 大正寺小、川添小、雄和中 3 校舎堅面落下、柚礎陥没、 Pタイルfu裂 3,278 

36 仁賀保町 平沢小 I 屋根小破 390 

37 金浦 IIIJ 金浦小、金浦中 2 ((l裂 780 

38 象潟町 上郷小 1 校舎i(l裂 1,300 

39 矢島町

40 岩城町 道川小、岩城中 2 fじ裂（ I胚微） I 30 

41 由利町

42 大内町

43 東由利町

44 西 目町

45 恥海村

46 神岡町

47 西仙北町

48 角館町

49 六郷町 六郷中 1 ガラスプロック破担 600 

50 中仙町 中仙小、消水小、中仙中 3 床氾裂 650 

51 田沢湖町 田沢／」ヽ生保内小、神代小 3 内壁氾裂、プールサイドfU裂 2,500 

52 協和町
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区 分 校 名 校数 主な被害状況 概罫被害金額

53 太田町 太田中 1校 渡り廊下（プロック）也裂 50 0 

54 仙北町 i1南小 1 床亀裂（軽微） 195 

55 南外村 I！ 

56 西木村 西上桧明木寺内中小、桧木内中、 3 3,480 

57 千畑村

58 仙南村
i 

59 増田町 I i 

60 平詢町 I 

61 雄物川町

62 大森町
＇ 

63 十文字町 ! 

64 山内村

65 大雄村 : 

66 稲川町

67 雄 II.,') lllJ 
l 

68 羽後町

69 東成甜村 椿JIIIj＼巣成瀬中 I 2 2階育館床土fU台裂コンクリートテラスを貰遥
体育 ヨウヘキiu裂 2,971 

70 皆瀬村

町村計 (8 2) (225,680) 

県 計 170 489,339 

（賓料提供・秋田県教育庁 保健体育課）

第2 児童生徒の安全対策

1 地震発生時の避難状況

秋田県下の小・中学校でもっとも物的被宮の概算額の多かった「八竜町立八竜中学校」では、地震

発生時の逗切な避難、誘導の対応が目立った。ここでの避難状況について、紹介する。

〇 昭和 50年に新設された八竜中学校では、 4時間目の授業中であった。突然の地震発生で生徒た

らは、立ちあがることもできず机の下に身を伏せた。激しい揺れが 3分1乱ぐらい続き、生徒たらは

-106-



必死で机の脚を握りしめ、揺れがおさまるのを待った。

教頭は危険を知らせるため放送室に急行したが、地震発生とともに停電となり、放送室設備は全

く使用不能であった。本震がおさまるや、職貝室にいた教頭以下 3名の教師が手分けをし、各教室

を駆けまわり、迎動場の中央部に避難の指示をした。

教室への通路の一部は、止め金がはずれた防火罪が通路をふさ苔、通行を妨げた。さいわい扉を

開くことができ、通路が確保できた。避難誘尊の際、教科担任は、泣きおののく生徒たちを落ち箸

かせ、秩序よく巡動場に避難させることができた。

地震発生の 20分後には、人員を点呼し異常の有無を確認した。 1人の負傷者もなかった。平静

を取りもどした生徒たちは、次に起きる地震を恐れて、列を崩す動きがみられた。この生徒の動向

を察知した学校側は、地震の話や地震情報の現況を報告し安心させた。

地震発生直後、挑楷用ラジオのスイッチを入れた教師は、地震梢報をつかんでいた。町内の軍話

も地震発生後不通となり、外部からの正確な情報はラジオだけであった。

ラジオでは、「津波がおきている」「火を消すこと」「走るな、動くな」「男鹿半島では•…••」

など地震発生後の呼びかけや地域の被害梢報が流され、ラジオだけが唯一の情報源であった。町内

の人々からの梢報を入手したが、結果的には誤報が含まれていた。

1 2時 35分、学級ととに迎動場の芝の上で給食をとらせ、生徒の下校について対策を講じた。

地域の被害状況を把握し安全を確認したのら、午後3時頃、地城ととに集団下校させた。

なお、翌日の授業については、臨時休校とし、家の手伝いを指示した。

町内の水道管の破損で断水となり、水洗便所の使用が不能となった。また、給食の準備もできな

いため臨時休校は 2日閲となった。

この/!IJIこ簡易便所を 20箇所設置し、正常復帰1こ努め、地霞発生後、 4日目の月曜日に授業を再

開、 5日目には給食が可能となった。

2 安 全 対 策 の心構え

(1) 平素の訓練

地裳に対しては、なによりも平素の防災に対する心構えが大切である。この心構えを育てるには、

思いつきや形だけの防災訓練では十分とはいえない。

日頃から平時、非常時を問わず秩序ある集団行動ができるよう、あらゆる機会をとらえて指羽す

る必要がある。また、児童生徒のlllliこ連帯感を高めるような学校行事等を工夫することが望ましい。

(2) 避難時の的確な指導・指示

災害発生時における教師の貴任と役割りは、ことに重要である。

災害発生時に心理的パニックは当然予想される。これに対処できるのは、教師の冷静、沈着な態

度と的確な判断および機敏な行動が要求される。地震のとき児童生徒は、われ勝ちに行動しやすく
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なるので座ぶとん、帽子、本等で頭部を保護し、机の下にもぐって机の脚をしっかりにぎるよう指

示する。

訓練のときには、とくに「走らない」「声を出さない」「詢の人を押さない」の三つの「ない」

の，＇磁味をよく説明し、強謂しておくことが大切である。

(3) 校内放送設備の使用不能に備えて

地震の発生により地域によっては、停堪となり校内放送設備が使用でさなくなった勘合を考えて、

避難時の正確な指尊，指示等の徹底方法を確認しておくことが訳要である。この際には、特IC担当

教帥の的碗な判断と、き然たる態度が必要である。

(4) 正しいf青報の入手

児咽生徒の安全を確保し、パニックを防ぐためにも正しい梢報を入手することが1]和要である。非

常事態になった場合、人々は箭報を求めるが流言飛語により不安惑をつのらせることが多い。秋田

県の八滝巾学校では、地裳発生と同時に拙僭用ラジオにより梢報を入手し、成果をあげているる

本県においても、地虚発生時には地震岱報におけるラジオ、テレピ等の報道の約束ができている。

このことからも、倅砥屯話不通であってもラジオによる情報入手は、児蛍生徒の安全を確保する

fこめにも、大切である。

浄化槽の浮上

（八竜町立八竜中学校）
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f0裂が生じた巡動楊、煩いた掲楊塔

（男鹿市内の翡等学校）
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第 18章 秋 田 県 の活動状況

1 応急対策

(!)警備本部の設贄

5月26日午後0時10分、秋田県警察本蔀総合指揮室に日本海中部地誤災害啓描本部、秋田、男

鹿及び能代警察署に現地警備．本部を設四した。

(2) 津波瞥報の伝逹、避難誘導、救出救殺活脱

各瞥察署においてパトカーを最大励貝し、又脈出所駐在所員はそれぞれの所管区においてスビーカ

ー、トラメガを使用し危険地城の住民、釣人、観光客、通行人に対し広報を行うと共に、近隠誘溝救

出救殺活励を実施した。

(3) ヘリコプターによる津波梢報の収集、避雖誘導活動

2 6日午後2時とが加茂肖砂海岸沖50k謂で禅波を発見し、沿岸で救助活動中の任民に迎報して避

難させる等、警察官同敢のヘリコブターにより沖波梢報の収集、避難誘導活動を実施した心

(4) 道路、交通対策

国道3、県道 6、市町村道 66、計 75悦所に主な陥没隆起の被宮が発生したため防護柵、セーフ

ティーコーン等を設四、重要説所にはパトカーを駐留させ、迂回誘導等の措誼をした。又揺灯信号機

においては発動発電機の使用、主要交差点においては警察宮を配図する等の交通対策を実施した。

(5) 開報の収集被祖翡ぽ

秋田県警、新洞県警及び民間のヘリコブター、所管区貝により被害謁森、情報の収集活動

(6) 行方不明者の捜索、造体の収容

津波犠牲者の出た秋田男鹿能代警察署1こおいて、スキューバー隊員を含む大猿の捜索員を動貝し、

ヘリコプクー、梅上保安庁、自衛隊及び地元住民と連携をとり行方不明者の捜索、収容、迫体の身元

確認などを実施した。

(7) 防犯活動

被災地を重点にした防犯活動

2 社会的混乱

逍路、デバート、駅における混乱パニックは発生しなかった。

3 装備資材

(1) 役立った資器材

ヘリコプター、バトカー

発動発屯機（照明用）
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(2) 今後必要な荻材

アクアラング等潜水用具、照明用具

ヘリコプターテレピカメラ

4 緊急輸送道路の確保

主要交差点に舒察官、パトカーを配設、減灯信号機には発動発電機を使用する等したため交通混乱は

無く、県内を南北1このびる国道7号を緊急輸送道路として確保した。又歩道橋の倒壊はなく、道路担壊

の被啓が発生したが、通行に支節はない。

5 被害状況

次のとおり
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（表ー I8-J) 災害発生状況贔l

被；五祠--門-～別 鹿角 I大館 樅巣 森吉 能代 五城目 男鹿 秋田臨港

人 死 者 人 ！ 57 21 

的
行方 不明 人 I 1 

被
害 負 傷 者 人 i 7 1 i 4 25 ： 

全 腹 柚 ！ 1 ' i 513 15 l 192 

半 壊 梱
， 

！ ！ 3 850 47 357 1 
建

訛 失：棟 29 23 

物 全 焼 棟 I 
半 焼 棟

t 
i 

被 床 上 没 ）Kl棟 I 62 7 

床 下 没 1）（［椋 1 249 3 12 I ＇ 
因

部 破拍 柚 1 7 2 45 12s4 I § 78 248 4 

非住家被宙 柚 11 ， 26 1A00 : l 5l 241 

！水 流失・埋没 ha 1 ； l 72.3 16 4 7.7 

耕
， 

田 冠 水 ha 
； 

16 6 !66 222.a 

>
l 

流失・埋没 ha 
妥 i 1,5 1.2 ! I 

畑
冠 水 ha 2 : 

路 肌 壊 個所 I ' 
道 1 5 354 12 90 12 

橋 梁 恨 版 個所
， 1 ， 

堤 防 欠 壊 個所 6 ll 5, I 

山 (ll!) ＜ずれ 個所 15 25 ! 

鉄軌道被宙 個所 43 16 

通信施設彼因 回線 299 I ， I 

木 材 流 lベふ 戒
t ； 

山 林 焼 失 ha ， 

沈 没l隻
， 

40 19 

層流 失 隻！ 94 I 42 

破 損 隻 242 238 
店

lろかい等による舟 隻

り 災 世 帯 数

り 災 者 数

出 動瞥 察官数

出動自衛隊員数

出動消防団具数 ： 
発 生 件 数

-112-



(6./1 5 l 2 : O O 現在）

秋田 本 荘 矢島 象潟 大 曲 角館 横 手！ 増田 楊沢 計

2 I 80 ， 

1 I I 2 

7 107 

35 1 757 
' 

255 1 1.514 

52 

＇ I 
69 

3 268. 

280 15 2 1' 1,937 

86 5 1 5 1.935 

I 136 

i 554.3 
~9 

！ 2.7 

2 

61 I 535 

1 i 20 

22 

40 

l 59 

I ； i 
2 301 

I 
i 

， 
l 60 i 

i 136 

1 I I 2 I 483 

！ 
， i 

i 

i 
， 

I i 
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（表ー 18-2) 袂習状況ー罠

(6/15 19:00 現在）

喜命破筈梱別I -災---害心~種“別 JIh 叩屈 陣 波 計
. -

死 者人 3 7'I 8 0 

行方不明人 2 2 

負 傷者［人 66 41 107 

全 堀 棟 757 757 

述こ 版1棟 1,0 2 9 4 8 5 ~ 
流 失 棟 ¥ 5 2 I 5 2 

物全 焼棟 ， 

半 焼 棟 i 
" `“`―  

被床上没水棟！； 4 I 69 73 

床 下浸水棟 4 264 268 
.... 

一部破損棟 l, 7 3 5 2 0 2 1, 9 3 7 

非住家被害棟 181 1,754 1,935 

耕 水 流失・埋没 ha 12 ↑ 124 136 

地hK 田冠 7)(ha 62.3 492 554.3 

誓□□＊ 流失・迎没 lla 2,7 2,7 

Il'出 冠 水 ha 2 2 

道路担壊個所 535 , 535 

旦ー梁 損 域個所 1 5 5 2 0 

堤防決城倒所 2 2 2 2 

I ill （店） ＜ ず れ個ー所'I 4 o , 4 o 

口執道被害個所 38 21 59 

通信施設被害回線 301 301 

に｀材 流失戒

山林焼牛 haが 一

沈 没隻， 6 0 6 0 

船舶流 失隻 136 136 

披憲 破 損 隻 483 483 

ろかい等による舟 隻
罹災枇甜数 l, 7 9 O 6 0 6 2, 3 9 6 

罹災者概数 6, 2 8 8 2, 2 4 1 8, 5 2 9 

出動警察官数

出動自術隊目数

出励消防 団 員 数

被害発生件数

被害発生日

“““ 
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第 19章 ま と め

地震災害は、地震の発生する季節、 IIl旺日、時間、天候など時間的要素と、裔屈ビル、地下街、木造家屋

密集地、リアス式海岸、がけ地、軟弱地盤、など空間的要素の組み合せにより、同じ震度の地震動であっ

ても、そこでの被害の現われ方は様々となりうる。

従って今回、日本海中部地震の被害から教訓を考えるに当っても、過去の教訓が生かされて被害が少な

かったのか、たまたま好条件が重なって被害が生じなかったのか、あるいは、それらの逆であるのかにつ

いての見極わめが必要であると同時に、東海地震対策に取組む本県としては、さらに現在実施している各

種対策のどの部分をどのように改める必要があるのかについて、十分検討する必要がある。

1 津波情報の伝達体制について

日本涌中部地震により、数々の問題点が顕在化したが本県及び県下市町村等の場合にあてはめてみる

と次のように問題点が整理できる。

(!) 津波の自術措骰の徹底

地震発生後、気象庁が地震の規模、震央などを推定し、津波警報が発表1こなるまでに、 10-20

分の時間が必要である。

またその梢報が気象庁→名古屋地方気象台→県→市町村→住民へと伝達されるまでには少なくとも

3 0分以上かかると考えられる。にもかかわらず、近地地震の場合は地震発生後数分ないし、 30分

程度で油波の第 1波が来製するおそれがある。従って、本県では昭和 53年 6月の大改訂以来、愛知

県地域防災計画（地震災古対策計画）において、次のように津波の自術措説が定められている。

（津波の自衛措置）

気象庁の行う津波予報は、地震発生以後20分以内に発表されることとなっている。しかし

近地地震による陣波対策としては適宜津波注意報・警報を受けることができない場合がある。

したがって、沿岸地城の市町村においては、震度4以上の地震を感じた場合、次の措1位をとる。

(I) 津波予報中枢から、なんらかの通報が届くまで、少くとも 30分閻海面の状態を監視する

組織を確立すること。

(2) 市町村に対する津波注は報・警報の伝達は、放送による方が早い場合が多いので、発震後

少くとも、 1時間は、 N且K放送を聴取するようその資任者を定めておくこと。

これを受けて、各沿岸市町村 (24市町村）の地域防災計画においては、津波対策の計画があるも

のが 17市町村、約 70％であり、今後は市町村における津波対策計画の作成及び津波の自衛措囲の

具体化を推進する必要がある。
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（2) 津波瞥報の伝達手段1こついて

碑波警報の伝逹手段として硯在各市町村において定められている主なもの及び、その課類は次のと

おりである。

伝 逹 手 段 市町村数 比 率

広 報 車 1 7 7 0、8% 

サイレン l 5 6 2,5 

自主防、町内会等の連絡 l 4 5 8.3 
， 

有線放送（屋内用） I I 
8 3 3.3 

僻 鯨 7 2 9.2 

海水浴場、漁協等の放送設備 5 2 o. 8 

同報無線（屋外用） 3 1 2.5 

同報無線（屋内用） 1 4. 2 

その他 3 1 2. 5 

ア広報庫

地震発生直後は、道路の遥行不能又は渋滞により使用不能となる場合がありうる。また、庁舎か

ら海岸までの距離、広報時の連転速度を 2Okm/hとした場合の伝逹を要する区城全城への伝逹時

間などを考慮すると相当な広報車の台数が必要となってくる。しかも、外洋側の豊橋市、田原町、

赤羽根町及び渥美町においては、東南海地震時においては、数分後に津波が来襲しており、また、

東海地震の想定においても 25分から 45分ぐらいで律波が来襲する可能性があるため、広報車で

は間に合わない場合がある。

従って、広報車は補完的な伝逹手段、及び伝逹状況を確認して本部へ無線で連絡する確認手段

として位皿づける必要がある。

イ サイレン、警鈍

サイレンは伝逹範囲が比較的広いので、屋外にいる人々に対する注忍信号としてはかなりの効果

がある。また、瞥鈍はサインンに比べるとやや伝遥範囲が狭いが、同様の効果がある。

しかし、サイレン、警錨による1；；号の種類は（表ー19-1)「地震防災信号、消防信号、水防信号

及び陣波標識一覧」に見るように、同一信号により、 3種類の異なった内容が表わされる楊合があ

るので、サイレン、警鐘のみによって津波警報の伝逹を考えることはできない3 例えば、津波梱識

の大陣波警報標識は、消防信号の近火信号及び水防信号の避難信号と全く同じ信号である。

従って、今後サイレン、瞥鐘による伝逹は、

① 津波警報標識など、特に重要な信号は30分閻以上サイレンを吹嗚し続けること。（解除され
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た場合を除く。）

② サイレン、警節が1lりこえたら、ラジオ、テレピ、有線放送等1こより情報を直ちに確認するよう、ふ

だんから住民へのPRを徹底すること。その際、サイレンの種類までは聞き分けることができな

いということを原則とすること。

ウ 自主防、町内会等の連絡

自主防、町内会等により連絡する方法は、市町村から各貨任者まで伝達する手段が前堤として問

題となる。屯話では時間がかかるし、サイレン、瞥蹄では内容が伝達されない。従って、有線放送、

同報無線などにより伝達し、その内容が各戸あるいは海辺まで徹底しない場合を想定して、それら

に対する補完的な伝達手段として有効である。しかし、この場合、各貨任者が不在等で情報の伝達

が欠落する場合があることに留邸しなければならない。

工 有線放送、同報無線

有線放送及び同報無線は情報内容が詳しく伝達されるので、諏要な伝達手段として位皿づけるこ

とができる。しかし有線放送は耐震性の面で問題があるので、今後は、同報無線の設説を推進する

必要がある。また、その際屋外用の広報塔と併用して自主防、町内会等の貨任者宅にも屋内用を設

骰する必要がある。

オ 海水浴場、礁協等の放送設備

梅水浴場、漁協等の放送設備による伝逹は巫要であり、日本海中部地誤に際しても八森漁協にお

いて効果を発揮しているので、これらの施設には放送設備の設骰を推進する必要がある。

また、その際には次の点に留怠する必要がある。

① 市町村、海上保安官署、瞥察署等との梢報伝達ルートを賂備する。

② 地震が起ったら、ラジオ、テレビのスイッ・チを入れ、管理者自ら、重要な箭報を伝達する体制

を整備する。

③ 梅水浴場等では、利用客全貝に伝逹できるよう十分な放送塔数を設骰する。

力 伝逹手段全体の把握と調整

今後は前記のサイレン、瞥鐘、有線放送、同報無線などの有効性の限界を把握し、広報車、自主

防•町内会等の連絡の重点地区を決定する必要があり、そのためにはまず梢報伝達地図を作成する

必要がある。

例えば、 i厨芙町の場合は、（図ー 19-1)「情報伝達地図」のとおり表わすことができる。従って

広報車は、梢報の空臼地域に重点を置いて、台数に応じた地区割りをするなど、具体的な調賂を事

前に行い市町村地域防災計画に計画化しておく必要がある。
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（表ー 19-1) 地誤防災信号、消防信号、水防信号及び陣波椋識一覧

種 別 警 鈍 サ イ レ ン
根拠
法令

地 震防災信号
(5点〉 約45秒

大震法
約15秒

近火信号
（連点） ~約3秒約..2·•秒 「~

I 

火 (3点） ！ 出 楊伯号 l ~ ~ ~’ J I I 

Iよ約6秒ー消 災
， 

応援信号
(2点） 消

9 ↑ 

＂ ＂ 
T 「

信

防
報知侶号

(l点）

号
． ． ． ． ． 
(l点と 2点の斑打） ' 

I 鎖火｛日号 ． ...... ． " 1 

防

信 I災山 出 場信号 (3点と 2点との斑打） 約10秒
信林 ] 9 9 l 1 

約2秒
号火 応扱信号

号
法

報火
火災瞥 栂号 (1点と 4点との斑打） 約30秒

信災
発令 侶 1. • 約6秒

1号警
火 災除 警 報号 (1点2個と 2点との斑打）

亭秒←約8秒
約 1分

解 信 ・・ ←→ 蕃嚢 __  

禎習召鋲 信 号
(1点と 3点との斑打） 約15秒

金• 0 ・。 11 渾， 11 約6秒

水防警報 信 号
(2点と 3点との斑打） ． 砲60秒

虜．．『―ー・ n a 直尊° “ 魚 耐 約60秒 及愛

水 び知

出 動 信 号
(3点）

上約6秒一 ↓ 椋県
9 9,  ~, 99 9 ] 

防
式規

応 援 信 号
(2点） 旱 に則

' 
• ~ 

， " ＂ 9 9 l ~ 9 9 約6秒 関＾
信 ＇て す水

避 難 伯 号
（述点）

'約、3秒約」2秒, J （短声巡点） る防

号 規

水防舒報解除信号
(1点と 2点との斑打） 則号

轟 99 9 ● l n 
ヽ

津 1津波注 報 栖 識
(3点と 2点との斑打）

1約10秒約2,秒 ＾予’~. I ~ ~ ~ 9 9 9 気 報

波 津津波波瞥注報恋解報除及檄識び
(1点2個と 2点との斑打）

平約見3秒
約1分 胄警

● ● ― r 告報

穏 律波警報標識
(2点） 亭

約6秒~' 
• 

示第 椋

9 9 9 99 T 9 1~ 一識
ニ規

識 大油波警報標識
（連点）

亭約2ー秒 ， （短声述点） g則
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（図ー19-1) 情報伝達地図（渥美町の例）
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(3) 津波に対する PRについて

本県も含め、太平洋沿岸の人々は比較的、津波の心得が徹底していると思われるが、しかし本県の

戦後育ち、 40オ未満の人は全く律波の経験がないと言っても過言ではない。しかも海水浴、ヨット

サーフィン、潮干狩りなどのレジャー客には梅で育っていない者も多くいると思われる。従って今後

は次の対策を推進する必要がある。

ァ 津波の心得の全県的な PR

津波で被害を受ける人は沿岸住民にかぎらず、山間部から、たまたま海へ遊びに来ていた人の方

がかえって被害にあうことが考えられる。従って、浬波の心得の Pltは、全県的に行う必要がある。

イ 陣波避難栖識の設附

海水浴場等の入口などに津波の心得、付近の避雉場所等を記載した椋識を設附し、初めての利用

客にも分かるようにする必要がある。

なお探識の例としては次のものが考えられる。

（図ー 19-2) 陣波避難椋識（例）

津

~. 

波 避 難 標 識

00海水浴場避難場所

避難場所

0 0 小学校

•999・砲）
00郵便屈

津波の心得

1 地震が起ったら津波に注

邸。

2 震度 4以上の地震が起っ

たら遊泳禁止。

3 津波警報、津波注怠報が

発表されたら遊泳禁止。

4 避難するときは係貝の指

示に従う。

5 避難場所、避難路は左図

の通り。

〔00市 NoOO〕
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2 防災機関の本部機能の確保

地震発生直後からあらゆる災害応急対策に全力を尽さなければならない県、市町村を始めとする防災関

係名機関の本部は誤度 5程度の地設には全く影聘されずに十分な活動ができるように様々な配忍をあらか

じめ実施しておく必要がある。その主な内容は次のとおりである。

① ガラスの飛散防止及びロッカー等の転倒防止

地震発生と同時に庁舎の窓ガラスが一斉に飛び敗り、ロッカー等が転倒すれば、少なくとも数時間

は本部機能がマとしてし庄加従って、

必要がある、)

②通信機能の確保

特に本部室は必ずこれらの措1位を実施しておく

県、市町村においては、慮々公社の回線が不通の楊合でも、防災行政用無線により通信が確保され

るが、この場合でも、通侶施設、中継所等の酎製性には十分な配成が必淫である。

ぽ） 庁舎の耐誤性の罹保

各機関は必要に応じて耐震診断を実施し、不備な点が発見されたときば、耐殴補怖など必要な措骰

を実血する必嬰がある c

④ 非常氾諒、非常用水の確保

紗渭ふ断水に備えての十分な配虚が必要であ恥

特にこうし｀た非常時には、多くの職且が昼夜を問わず対策に従事するため、非常屯源は何日間分碗

保されているのか、非常用水は飲料水として何日 Iiり分、 トイレなど生活用水として何日1川分確保され

ているのか把握し、必要な捐設を謡じておく必要がある、:

R 非常貪料等の確保

食料についても（非常配備職貝数） X(3日分）程度は備密しておく必要がある。

R 本部組織の独立

大災害時には、応急対策11務が多構にあり、まだ各部課、他機［閲等との様々な乱闘賂も必要なため、

各市町村においても防災担当課から独立させた本部組載の設悦が必股であ恥立た、その際には、大

会議室などに本部を設説し、各部課から必嬰な本部要目を常駐させ、本部のり1務に当らせるとともに、

防災関係課の課長補佐級の職員による対策協議組椋（本県の島合は「副1附 という。）を常設し、

その拗で対策の協議、諜賂、指示を同時に実施でさる組織を設趾する必要がある。

また必嬰な寓話、無線囮腺、ゼロックスなども本部室に速やかに設四できるよう4i前に設附又は準

伽しておく必要がある。

3 海岸堤防｀防潮堤の点検、補強の強化

東涌地震が発生した湯合、本県において予想される津波は、裔いところで2 m、その他のところで数

1 0mとされておりこの程疫であれば伊勢湾台風に対処するために幣伽された本賊の施設は麻さにおい
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ては問題ないと考えられる。

今後は、施設の老朽化、地盤沈下、液状化などの問題に対処するための点検、補強等をさらに弛化す

る必要がある。

4 液 状 化 対 策 の推進

本県では、東南海地震及び三河地震の際に、各地で液状化による被害が発生しており、昭和 55年 5

月に愛知県防災会議地震部会が名古屋大学教授井関弘太郎氏に委託して実施した「愛知県の地質・地盤

（その 3)沖柏閥の分布と液状化現象」において調査したところであるが、今後は液状化の可能性のあ

る地域に対し、次のような対策を推進する必要がある。

① 液状化の可能性のある地域に重要な公共施設を設四する場合は当該建物部分だけでなく、付属施設

等も含めてその機能が維持できるよう、工法等に必要な配慮をする。

② 民間施設、民間住宅などの建築に当たり、事前に指導できるよう工法等のPRを行う。

③ 液状化の可能性のある地域が広範かつ頂要地域である場合は、地域全体の液状化対策を実施する必

要がある。

5 プロック塀対策

日本海中部地震においては、プロック塀の倒壊による死者は 0であった。これは一つには被害地域が

液状化地域に集中しておりプロック塀の倒販も長周期の地震波によりゆっくりと倒壊した例が多いため

であると考えられる。また、もう一つには、村上慮直氏の言のとおり「災宮は時間と空間の組合せによ

り様々な形で現れる。」のであり、今回はたまたま、平日の正午に地震が発生しており、子供たちは、全

目学校の校舎の中にいたのであり、宮城県沖地震の時、すなわち 6月の睛れた日の午後5時 14分、子

供たちが外で遊んでいた時と異っていたためである。また、浦河沖地震の際は、たまたま 3月のみぞれ

まじりの雨の降る肌寒い日であり、同じく子供たちは休日であってもほとんど家の中にいたのである。

従って、祁河沖地震及び日本海中部地震により、宮城県沖地震の教訓が生かされたと考える根拠はど

こにもなく、今後も引き続きプロック塀対策特に、生垣への転換対策を推進する必要があると考えられる。

6 出火防止対策

この地方は、戦後においても次の 3回の大火を経験している。

（表ー 19-2) 戦後における大火

昭和年月日 被害地城 焼失家屋 死 者 負傷者

2 4. 2. 2 0 能 代 市 1, 4 1 4梢 3人 8 7 4人

3 1. 3. 2 0 能 代 市 1.4 7 5 

5 1. 1 0. 2 9 涸 田 市 1, 7 7 4 1 9 6 4 
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従って、住民のIIllに火災予防思想が徹底しており、秋田市においては一般家庭で 82%、食堂では94

％の人が地設の時すぐに火の始末をしている。また、しばらくして気が付いて消した人まで含めるとそ

れぞれ 97％及び 98％と非常に底い割合を示している。

しかし、もう一つラッキーだったのは、全半炭の家屋は、液状化により営わば「ズルズル」と岐れた

家が多かったため、半岐家屋であっても家の中のタンスが倒れていないなどの例もあり、台所のこんろ

等からの出火の可能性そのものが低かったと思われる。

また、家の中にいた人も、、一瞬のうらに家や家具｝こ押しつぷされること炉なかったため、比較的容易

に消火行動がとれたものと思われる。

しかし、本県においては、マグニチュード 8と予想される東洵地震のとさの木造家屋の揺れの状態は

どうか、あるいは、三河地震のような直下型地震による強い上下勁により家屋が倒振した楊合はどうか、

またその際の出火の可能性及び消火行動の可能性などを考えると、日本洵中部地震の例が何ら本県に安

心材料を与えるものでないと考えられる。

従って、今後も引き続き出火防止対策とそのPRを推進する必要がある。

7 ライ フ ラ イ ン対策

今回の地震においても宮城県沖地震と同様に地下埋設方式によるライフラインすなわら水道及び都市

ガスの被害の大きさと復1日の遅れが特に目立った。これは、本県においても重要な問題であり、抜本的

な対策を検討する必要性があると思われる。

特に、水道については、都市機能の欠くべからざる要索であり、しかも都市ガスー→屯気、都市ガス

←→プロバンガスのような代醤物はない。ひたすら給水車による給水にたよるのでは｀飲料水の確保は

できても消火栓の1祈水など消火活動への影膨も大きく、また都市機能を維持する乙ともできない。

従って、今後はライフライン、その中でも特に水遥施設の耐霰性の強化については抜本的な対策を検

討する必要があると思われるゎ
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1 昭和 58年 (1983年）日本海中部
地震災害に係る当面の重点対策

昭和 58年 6月8日会議資料

（ 非 常 災 害 対 策 本 部 ）

非常災害対策本部会議の結果等を踏まえ、当面の重点対策を次のとおりまとめた。

1 引 き 続 き 行 方不明者の捜索に全力を傾注する

2 被災者の救済対策に万全を期する

(I) ライフラインについては、特に、ガス、水道について全国的な支援体制をとり、早期復旧を図る。

(2) 住宅については、応急仮設住宅の建設、災害復興住宅資金の活用を図る。

(3) 鉄道の不通箇所の早期復旧とその間の代替輸送を行う。

(4) 道路交通の早期確保、並びに、出水期を控え、被災した堤防等の復旧を急ぐ。

(5) 港湾施設の早期復旧及び緊急輸送に必要な施設の応急復旧を図る。

(6) 被災農林漁業者に対する汽金対策を講ずるほか、緊急を要する農業用水の確保及び浮苗被害に対処

するための苗の地域閥調賂を図るとともに、農地・農業用施設等の災害復旧を急ぐ。

(7) if!.t船の損失等については保険金の早期支払、訛船・礁具の手当て等が極力円滑に行われ、操業が早

期に再開できるように努めるとともに、漁港関係施設等の災害復旧も急ぐ。

(8) 災害弔慰金等の早期支払に努める。

(9) 被災中小企業者等に対し、各種金融措骰を発動し、経営の安定に努める。

⑩ 生活関連物査の確保、物価の安定に努める。

(l> 地方偵の配分、特別交付税措骰など地方財政措囲に努める。

（注）上記のほか、状況に応じ、適宜適切な対策を講ずるものとする。
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2 沿岸地域における津波警戒の徹底について
昭和 58年 7月15日

陣波瞥報関係省庁迎絡会議

総理府

笞察庁

固土庁

涌上保安庁

気象庁

郵政省

消防庁

迎波により、多くの生命及び財産に被害を与えた日本海中部雌震の経験にかんがみ、碑波に対する防災

体制の点検、防！it(認知）向上等律波に対する笞股を全的に強化する必要がある。

このため、関係省庁は、紐波爵報［関係右庁辿絡公議を設訊し、その対策について協議してさたが、海浜

に親しむ機会の多い夏を迎えるに当たっての当面の対策を中心に、協議の結果を下記のとおり申し合わせ

る。

また、関係省庁は、この出し合わせ事項の屑知歓底及び地域の実態に関lした埠肢対策の確立について、

それぞれ閲係機関に対し、早急に指羽するものとする＜

なお、関係省庁は、律波普報伝達系統の再絹、辿信機岱の開発を含む痺波腎戒体制全般について、引さ

続き、調査、検討を実施し、所要の梢骰を講ずるも(/)とする。

ーし忌＂

1 基本的事項

（］） 近海でj肌裳が発生した場合、油波管報発表以0りであっても、津波が来槻するおそれがあがしたが

って、強い地震（震度4程度以上）を惑じたとさには、

ァ 海浜にある者は、直らに涌浜から退避し、住民等は、テレビ、ジジオの放送を聴取する必要があ

る。このため、市町村長は、あらかじめ、その趣旨を住民等に湖知徹底してお（ものとする。

イ また、市町村長は、律波瞥報が屈くまでの閻、海面状態を監視，し、汎常を発見した楊合は、状況

：こ応じて、自ら 0判断で任民等に梅浜から退避するよう勧告し、又は面令するものとする。

(2) 地震発生後、報遥機関から油波辟報が放送されたときには、海浜にある者は、涵ちに海浜から退避

するとともに、市町村長は、面らに住民等に対して避薙命令を発令するものとする。

また、放送'"ート以外の法定'"ートにより市町村長1：：：洋波警報が伝逹された場合にも、同様の措訊

をとるものとする。

(3) 痒波筈報、避難命令等の伝達については、閑係機関は、あらかじめ洩れのないよう系統、伝逸先を

再確認しておくものとする。この場合、多数の人出が予想される油港、池覇、船だまり、ヨットハー
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パー、海水浴楊、釣り場、海浜の景勝地等行楽地、投殖場、沿岸部の工事区城等については、あらか

じめ沿岸部の多数者を対象とする施設の管理者（漁業協同組合、海水浴場の管理者等）、事業者（エ

事施行者等）及び自主防災組餓と連挑して、これらの者の協力体制を確保するよう努めるものとする

る。

2 個別的事項

(1) 禅波警報発表の迅速化

気象庁は予報作業手1項を簡略化して津波警報等の発表時Ill!の短縮化を図る。また、作業の大部分を

自動化することによる一囮の迅速化については、長期的目棚として検討する。

(2) 津波瞥報伝達の迅速化、確実化

所定の伝達経路及び伝達手段を点検し、陰路を把握し、警報がより迅速に申IIJ村に伝達されるよう

改善措位を講ずる。

ァ 気象庁から報道機謁への津波瞥報の伝達、現在電話同時送話装附等を通じ、人手により伝達する

方法を正規の手段として用いているが、今後コンピューター経由で通信回線により伝達する方法を

正規の伝達手段に加えることにより、伝達の迅速化を図る方向で検討する。

イ 警察庁は、市町村への通知を原則として、警察署から行うこととする。

ウ 休日、夜間、休憩時等における警報伝達の確実化を図るため、関係機関は、要目の確保等の防災

態勢を強化する。

(3) 情報・通信手段の確保

広範かつ確実に津波警報の伝達を図るため、情報、通信手段の多様化、確実化を図る。

ア 海浜にでかけるときは、ラジオ等を挑行し、•津波警報、避難命令等の梢報を聴取するよう指導す

る。

ィ 住民等に対する陣波筈報等の伝達手段として市町村防災行政無線の撒備を推進するとともに、サ

イレン、半鐘等多様な手段を活用することにより、海浜地への警報伝達の範囲の拡大に努める。

ウ 防災関係機関相互の迅速かつ的確な油波警報等災害梢報の収集伝達を行うため、 e)都道府県防災

行政無線④筈察署、消防署、海上保安部署等の防災関係機関が、災害現地で相互に通信するもの

としての防災相互迎信用無線及び⑨災害応急復旧用無線霞話の賂備を引き続き推進する。

また、船舶については、特に、小型訛船を重点として、無線機の設骰を促進する。

工 重要加入電話の選定対象機関（加入霞話等利用規程第2l l条の第 1順位から第3順位までに該

当する機関）については、この制度の周知徹底、重要加入霞話としての取扱いを受けるための届出

の励行を図る。

(4) 津波筈報伝達等訓錬の実施

地城毎に関係機関合同の陣波警報等伝逹訓練を実施し、通信機器等に関する不似れの解消、誤伝逹
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、伝逹洩れの防止等を図る。

この訓練は、地震発生直後の海面監視、報道機関放送による陣波警報の伝逹等をとり入れ、実践的

に行うこととする。

(5) 津波警戒の呼びかけ

「強い地震を感じたら、住民等は海浜から離れること、船舶は池外に退避すること」を基本として、

別紙広毅文の例により、油波謄戒に関する周知徹底を図るものとす恥

政府又は関係省庁における通常広報、防災辿閻広報、県市町村広報等を活用して周知撤底を期する。

（別紙）

津波 に対する心得

く一般粗＞

1 強い地誤を感じたら、すぐ海浜から離れる

2 正しい情報をラジオ、テレビ、広報車などを通じて入手

3 地震を感じなくても、紐波習報が発表されたら沿岸の危険な区城にいる人はすぐ避難

4 律波注忍報でも、海水浴や磯釣りは危険なので行わない

5 津波は紛り返し襲ってくるので、 注意報解除まで気をゆるめない

＜船舶蜀〉

注）
1 弥い地震を感じたら、すぐ沿外退避

2 正しい情報をラジオ、テレビ、無線などを通じて入手

3 地震を感じなくても、沖波警報、注は報が発表されたらすぐ浩外退避

4 港外退避できない小型船は、器い所に引き上げて固縛するなど最善の措説をとる

5 部波は繰り返し襲ってくるので、警報、注意報解除まで気をゆるめない

L注）港外：水深の深い、広い海城
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3 当面の震災対策の強化・推進について

［昭和 58年7月21日 消防震第47号

各都道府県知事あて 消防庁長官通知］

当面の震災対策の強化・推進について

大地震が発生した場合には、被害は広範囲1こ及びまた甚大であることは過去の地震の例からも明らかな

ところであり、各都道府県及び市町村においては「震災対策の強化について」（昭和 52年 4月1日付消

防災第 67号各都道府県知事あて消防庁長官通知）等に基づき震災対策を進めているところであるが、そ

の後の社会経済罷勝の変化及び今回の日本浦中部地雲の経験にかんがみ、震災対策を更に強化する必要がある。

このため各都道府県においては、下記事項に留意の上、住民及び関係機関と連携を保ち、地域防災計画の

見直し弥化を図ること等により震災対策の一1日の充実を図るとともに、貨管下市町村に対しても適切な指

導を願いたい。

記

総合的な計画の策定

地震被害は地震動による建造物の損壊にとどまらず、陣波、火災、山くずれ等による二次的災害も含

んだ複合的な被害であり、また、広域的な被害であるところにその大きな特徴がある。

このような地震被宮の特性及びその社会的影膨の大きさにかんがみ、震災対策については地域防災計

画において他の災害と区分し、震災対策に閲する総合的な計画を策定すること。

2 津波対策の推進

先般の日本海中部地震においては、特に律波により、人命、財産に大きな被害を生じたことにかんが

み、情報伝達体制を再点検し、津波梢報が迅速かつ正確に伝達されるようその体制を確立するとともに、

住民等の避難誘導にも万全を期すこと。

特に梢報伝達体制については、サイレン、広報車等の活用はもとより、沿岸地域の市町村における防

災行政無線通信施設の賂備を進めるとともに、災害時における的確な通信運用の確保、施設の適正な維

持管理、夜間における梢報迎絡体制の賂備等運用面にも万全を期せられたい。

なお、津波筈報関係省庁連絡会議で別紙のとおり申し合わせしたので留意の上周知徹底すること。

3 防災施設等の 整 備

総合的な防災活動を効果的に推進するためには、避難地、避難路、消防用施設等防災施設の拠点的な

-129-



配備が必要である。このため、広域的な見地に立って都道府県、市町村一体となった効率的な談備をよ

り一園推進し、合わせて防災資機材等備習物在の充実を図られたいこと。

4 警戒避難体制の整備

地御時における津波、山くずれ等の災害危険箇所の把握を徹底するとともに、災害が発生した楊合に、

庄民が述やかに俎雖できるようあらかじめ地城ごとに避甦場所等を定め、住民に周知しておくこと。な

お、避難誘導にあたっては、老人、子供、病人等保護を要する者の安全に特に配慮すること。

5 防災意識の啓発

被雷を最小限にくいとめるためには、住民一人一人が災宮に対する正しい認謡を持ち、冷静に災轡に

対処することが必要である心

このためやテレビ、ラジオ、パンフレット等多様な広報媒体を活用し、住民の防災知識の一料の普及

に努めること。

6 防災訓練の実施

平常時における防災訓練は、災害に際して大きな効果を発抑するので、｛訂報伝達訓純、避難誘導訓練

等多様な詞II練を関係機関とも迎挑の上、実施すること。

7 防災教育の徹底

防災業務に従りいする関係機関の職貝に対し、災宙関係法令巣等を活）月し、研修を紹極的に行い、震災

時の防災体制の周知徹底を図っておくこと．
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4 津波対策調査について

昭和 58年 7月1日現在

愛知県総務部消防防災課

東海地震による津波の蒻さは、本県においては底いところで約2m、その他のところで数10cmと予想

されており、現在の海岸堤防により一応防御できる縣さではあるが、沿岸住民に対しては万ーに備えて十

分瞥戒するように速やかに梢報を伝逹する必要がある。また、海水浴、潮干狩、つり、ヨット等々堤防の

外に出る機会の多い時期においては特に海浜にいる人々に対しても津波警報が伝達できるよう、津波に備

えた万全の'[1罪報伝達体制を賂備する必要がある。

従って今回、沿岸 24市町村に対して津波対策調査を行った。今後は、各市町村において、この調査結

果を踏まえて一／目の律波対策の推進を図られることを期待している。

1 市町村地域防災計画上での津波対策の 記載の有無

災害対策苗本法に基づき市町村が作成する地域防災計画（以下「防災計画」という。）において、津波

対策の記載の有無について調査したところ、 17市町村 (70.8%)において計画されている。

2 防災 計画 における津波対策の作成又は修 正 予 定

今後、各市町村において律波対策に関する計画を作成又は修正する予定があるかどうか調査したとこ

ろ次のとおりであった。

津波対策有 津波対策無
区 分

市町村数 比率 市町村数 比率

今年度修正予定 3 1 2.5 % ／ ジ
来年度以降修正予定 7 2 9.2 ／ ／ 

未 定 7 2 9.2 I/ ／ 
今年度作成予定 ／ ／ 2 8. 3 

来年度以降作成予定 ／ ／ 4 1 6. 7 

未 定 I/ ／ 1 4.2 

計 1 7 7 0.8 7 2 9.2 
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その結果、現任律波対策の定めがない「憚J村においても、今年度2市町村、来年度以降4市IIIJ'村が作

成する予定となっており、全体で 23市町村 (95,8%）において、津波対策の作成又は作成予定とな

っている。

また、現在却波対策作成済の l7市町村のうちでも、 10市町村 (58, 8%）が今年度又は来年度以

降計画を修正する予定である。

3 津波警報の住民への伝達手段

防災計画において津波曽報の伝逹手段の定めの有無について讃査したところ l6市町村 (66.7%） 

において定められている。

4 防災計画における伝違手段の作成又は修正予定

今後各市町村において律波警報の伝埠手段について、 ilt面を作成又は修正する予定があるかどうか謁

j紐したところ次のとおりであったも

伝遥手段定め無
区 分 I 市町村数 1 市町村数 比率 比率

今年度修正予定 3 1 2,5 % 

来年度以降修正予定 5 2 0.8 

未 定 8 3 3,3 

今年度作成予定

来年度以降作成予定

その結果、現在伝達手段の定めがない市町村においても今年度 1市町村、来年度以降 5市町村が作成

する予定となっており、全体で 22市町村 (9L 7%）において伝逹手段の作成、又は作成予定となっ

ている。

また、現在伝遥手段の定めのある 16市町村のうちでも 8市町村 (50%)において、今年度又は来

年度以降、伝進体制の修正を行う予定となっている．

5 津渡警報の伝達手段

各市町村において視在定めている、又は 2、 3年以内に定める予定のある雄波爵報の伝達手段1こつい

ては次のとおりであった <9
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現在定めている 2,3年以内に定める予定 計
区 分

市町村数 比率 市町村数 比率 市町村数 比率

屋外 3 12.5 ％ 2 8.3% 5 20.8 ％ 

同 報 無 線
屋内

屋外 1 4.2 1 4.2 
有 線 放 送

屋内 8 3 3.3 1 4.2 ， 3 7.5 

サ イ レ ン 1 5 62.5 3 1 2.5 1 8 7 5.0 

警 鐘 7 292 1 4.2 8 3 3.3 

海水浴場、漁協等の放送設備 5 2 0.8 5 2 0.8 

広 報 車 1 7 7 0.8 4 16.7 21 8 7.5 

自主防、町内会等の連絡 14 5 8.3 6 2 5.0 20 8 3.3 

そ の 他 3 12.5 1 4.2 4 1 6.7 

その結果、最も多い伝達手段として、現在定めているものとしては広報車が 17市町村、サイレンが

1 5市町村、自主防、町内会等の連絡が 14市町村の順となっているが、 2,3年以内に定める予定とな

っている市町村まで含めると広報車が21市町村、自主防、町内会等の連絡が 20市町村、サイレンが

1 8市町村の順となる。

今後、最も有望な伝達手段と考えられる同報無線の屋外放送設備については、 2.3年以内に定める予

定の市町村を含めても 5市町村 (20.8%)と普及率がいま一歩である。

6 津 波 危 険 区 域の指定の有無

律波危険区域の指定について現在定めているものは涯美町 1町のみであるが、今後検討する予定が11

市町村 (45. 8%）あり、併せて 12市町村 (50. 0%)が津波の危険性について強く認識していると

言える。

津波危険区城の指定の有無 市町村数 比率

有 1 4.2 ％ 

今後検討する 1 1 4 5. 8 

無 1 2 5 0.0 

7 指 定 区 域 内 の住家、住民数

津波危険区城の指定区域（予定区域を含む）内の住家、住民数は次のとおりであった。

-133-



~ ~ ~ 

指定区域 予定区賊
区 分 計

渥英町 碧南市 蒻 浜 市

任 家炉） 2 50 80 24 3 54 

住 民（人） 1.o o o 30 0 155 1,4 5 5 

陣波危険地域については、その指定基準が定まっていないため、必ずしも、ここにあげた市町村だけ

が危険であるとは言えない。また、東海地設で予患される油波の縣さは、高いところで 2mと考えられ

ており、この2mで甜波危険拭城を考えると、本県下において禅波危険区城は存在しないことになる C

とを付己してお沼たい。

8 指 定区 域内の避難計画の有無

この設閥は、 6「津波危険区域の指定の有無」と全く同じ結果であり、有は 1市町村、今後検討する

は11市町村、無は 12市町村であった。

9 海 水浴 客等の避難計画の有無

海水浴、潮千狩り、つり、ヨット、ウィンドサーフィンなど、シーズン中においては、漿下で1日に

1 0万人以上の人出があり、とれら切1人々に対する広欧避雌誘羽など多くの問題点が考えられるため、

梅水浴客等の避難計画の有無について謁査した結果は次のとおりであ ĵた0

海水浴客等の避薙計梱Iの有無 市町村数 比率

有 2 、&3 % 

今後検討する 1 3 5 4, 2 

無
~ ~ 

~ ~ / 

， 3 7.5 

この結果は、 6「津波危険区絨の指定の有無」よりやや晶い傾向があらわれているものの、非常に重

要な閥頌であるので、 市町村にあっては早急に対策を講ずる必要があるa

1 0伝達，誘導職員数

律波筈報の伝遥及び避難誘導等に動員可能な職貝数及び必朕と思われる職員数について調査した結果

は次のとおりであったも
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（回答数＝ 23) 

区 分 合 計 1市町村当りの平均

市町村職目数 @ 2,0 3 9囚 8 8. 7（心

動員可能な 消防職員数 ⑱ 2, 1 4 3 9 3.2 

計 ◎ 4, 1 8 2 1 8 1.8 

市町村職貝数 ⑰ 1, 9 1 3 8 3.2 

必要と思われる 消防職員数 R 1,8 3 7 7 9.9 

計 <JD 3, 7 5 0 1 6 3. 0 

R／⑪＝ 1 0 6. 6 % （注） 消防職員数には消防本部未設骰町村

⑱／⑩ ＝ 1 1 6. 7 % においては消防団員を含む。

c／⑨ ＝ 1 1 1.5% 

また、市町村閾において職員数のばらつきがかなりあるため、人数規模別にグラフ化すると次のとお

りとなる。

（人数規模別市町村数一魔表）

1 動目可能な市町村識貝数

9人以下

3 

13.0% 

10~49人

11 

47.8% 

100~199人
5 0~9 9人 200人以上

4 

17.4% 

4 

17.4% 

’’’ ， 

2 動貝可能な消防靡目数 □ 
4,3%‘ 、ヽ

， 
39.1% ％

 

6

5

 

2
 9[‘ 

9’ 
9'4.3%‘、

□戸］
3 必要と思われる市町村職目数l3 

13.0% 
10 

43.5% 
5 

21.7% 
2 | 3 

13.0% 

9’ ヽ
ヽヽ

4 必要と思われる消防識貝数1
2 

8.7% 
10 

43.5% 
6 

26.1% 
3 | 2 

13.0% 18.7% 

（注） 上段は市町村数、下段はパーセントを表わす。

この結果、必要と思われる職貝数より動貝可能な職員数が全般的にみると上まわっている (111.5%)

と考えられている。
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また、動員可能な職員数の 1市町村当りの平均は市町村職員が 88. 7人℃消防靡艮が93.2人となっ

ているが、規捩別にみると、 10人から 49人までが、市町村職員47.8%、消防職貝39.1彩と最も

多いも 2O 0人以上の職艮が動員可能なのは名古屋翫半田市、南知多町、一色町の4市町村と南

知多町、美浜町、赤羽根町の3消防である¢
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5 市町村の地霊災害情報の収集伝達体制について

東海地震の発生が予知された場合、あるいは突然大地震に見舞われた場合、市町村は直ちに防災態勢を

確立し、災害情報の収集・伝逹、災害応急対策の実施、調整等様々な対策を実施しなければならない。

それらの内容は、各市町村の防災会議により協議決定された市町村地域防災計画等に定められていると

ころである。

これらの防災計画は防災基本計画、防災業務計画及び愛知県地域防災計画に抵触しない範囲内において

各市町村が地域の実梢に合わせて策定するものであるため、必ずしも同一内容にはなっていない。

地震災害梢報の収集伝逹体制についても例外ではなく、各市町村においてかなりの相異があると同時に、

対策の進んだ市町村とそうでない市町村との格差も見受けられる。

したがって、午国、当プロジェクトチームにおいて、市町村の地震災害梢報の収集伝達体制の現況調査を実

施し、その実態の把握を行った。

その結果、各市町村のすぐれた点、問題点等を次のとおり取りまとめたので、今後、各市町村において

地域防災計画、災害対策実施要領等の修正の際に参考となれば幸いである。

〇調査名

市町村の地震災害佑報の収集伝逹体制現況調査

〇 調査対象

県下88市町村

〇 調査項目

① 災害対策本部（又は警戒本部）の設置基準

②情報連絡班（室）の設器基準

⑧ 梢報連絡班の概要

④ 災害梢報等の収集方法

⑤他機関との連絡体制

⑥ 梢報の収集及び伝逹系統図

⑦災害梢報等（警戒宣言、避難の指示等）の伝達方法

⑧ 市町村における梢報伝達システムに関する煎点事項及び要望事項

1 災害対策本部（又は警戒本部）の設置基準

東海地裳の発生が事前に予知された場合、あるいは、突然大地震に見舞われた場合に、市町村はいつ

の時点で、あるいはどのくらいの規模の地震が発生したときに、どのような体制を執るのか、その実態

を調査した。

(1) 東海地震の発生が事前に予知された場合
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【現況】

この場合の各市町村の災害対策本部（又は警戒本部）の設四韮準の状況は次のとおりである。

判定会が招集されたら
区 分

本部の設獄準備を行う

市 町 村 数 比 率

(8) (8.4)% 

東梅地震ら設を予骰す知するる判定会が招集 1 
された

7 l 8.0 
I 

警戒宣言が発令されたら設閻する 57 64,8 ！ (26) (29,5) 
. 

地設痕骰がし予知された場合でも本部は
ない

7,  8,0 (a) (3,4) 

計 88 100.1 I (3 2) (3 63) 

［諜題］

愛知県地城防災計画ー地震災害対策計両ー（以下「県地震計画」という．）では、判定会が招集さ

れたら本部の設骰準備を行い、警戒宣言が発令されたら本部を設置する態勢を執ることが定められて

おり、各市町村においては今後次の点に留忍して防災体制の確立を図ることが望まれろ。

ア 判定会が招集されたら、柄報の収集伝逹体制が確吃できる人員を非常配備させ、本部の設附準備

を行う。

イ 地震防災対策強化地域（以下「強化地城」という。）及びその周辺地域において、瞥戒宣言発令

後に職員の非常呼集を行っても交通渋滞等に巻き込まれて速やかに登庁することが困難であると予

想される場合には、判定会招集の段階で警戒宜貫発令後に備えて必要な人貝の非常呼集を行うなど

の措i性をとることが望ましい。

ウ 判定会招集の段階で瞥戒本部を設説することは大規控地霞対策特別措認法（以下「大震法」とい

う。）第 16条の趣旨に抵触するため，誓戒本部の設附準備とする。

また、強化地域以外の市町村において、災富対策培本法第 28条の「災害が発生するおそれがあ

る場合」と市町村長が認めて災害対策本部を設骰する場合も、警戒宜面の発令以後とすることが望

ましい。

工 瞥戒宜言が発令されたら、強化地域にあっては警戒本部を、強化地域以外の地域にあっては、市町

村長が災害が発生するおそれがあると認めた場合に災宮対策本部を設置する。

この災害が発生するおそれがあるか否かの判断は、事前に災害想定を行い、 「おそれがある」と

考えられる場合は、防災計画等に「警戒宣言が発令された場合は、市町村長の判断により、災害対

策本部を設齢する．」と明定しておくことが望ましい。

ー140-



(2)突然地震が発生した場合

【現況】

この場合の各市町村の災害対策本部の設置基準の状況は次のとおりである。

虹R 問 市町村数

痕度4以上の地震が発生したら設置する 1 

震度 5以上の地震が発生したら設置する 21 

震度6以上の地震が発生したら設骰する

゜地裳で設による災害の発生が確認されたら震度にかかわらず市町村長の判
断 置する

76 

【課題】

比 率

1.1% 

2 3.9 

0.0 

8 6.4 

県地震計画では、県下に震度5以上の地震が発生したとき及び相当規模以上の災害が発生したとき

に災害対策本部を設置することとしている。

しかしながら、現在名古屋地方気象台が震度を発表する地点は、県下では、名古屋及び伊良湖の 2

か所であるため、その周辺市町村にあっては名古屋地方気象台の発表する震度を災害対策本部の設骰

基準として採用できるが、その他の市町村にあっては、

①独自に地震計を設骰して記録し、その結果と名古屋地方気象台の発表内容を勘案して決定する。

② 名古屋又は伊良湖が震度 5以上であればとりあえず本部を設置し、災害の発生状況を確認し、そ

の上で再度本部の継続又は廃止の判断をする。

などの対応をとる必要がある。

なお、裳度 4以上の地震が発生したら設岡するとする市町村が 1団体みられるが、震度4では、ま

ず梢報の収集伝達体制を確立し、災害の発生状況を調査確認した上で、災害対策本部を設置するかど

うかを判断する、という対応でさしつかえないと思われる。

2情報連絡班（室）の設置基準

［現況］

災害対策本部を設置する場合、その事務局として各種の災害情報等を収集、伝逹する組織、すなわ

ち梢報連絡班が必要となる。

ここでは、その設骰枯準について淵査したが、その結果は次のとおりである。

如R又 問 市町村数 比 率

災害対策本部の設骰と同時 58 65.9% 

災害対策本部の設骰以前（第 1非常配備等） 4 4.5 

特にt青報連絡班は設骰せず、防災主管課、係で対応する 26 2 9.5 
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［課題】

「特に伯報連絡班は設置せず、防災主管課、係で対応する」市町村が 26団体あるが、災害対策を実

施する場合、まず災害梢報を収集することから始まるので、耳従の佑報連絡班を設附して、↑／）報の収集

伝送活動を行うことが不可欠であるから、その組織及び任紡についてあらかじめ定めておく必要がある。

3 情報連絡班の概要

【現況］

人

員

各市町村において、具体的に情報収集伝遥活動を行う場合、糀報連絡班の人員、屯話の本数により

ある程度の活動能力が判定できると思われる。そこで、防報連絡班の人員及び屯話について調査した結

果は次のとおりであるも

I I ;す謹る連市絡町班村を会議室等に麟 防は災防主災管主課管内課にで設対骰応すするる叶、詢又村 計

区 分

市村町数 比率 延ぺ数 諷村趾flllJJI延ぺ数 該当市町I市村町数 比率 延啜蹄村が詞「均 村の平掏

係長以上 1 % 802名 6.9名 ¾ 231名 5.1名
583巴仁1 &7 

その他 882 &7 884 8.5 766 

1 25A.5 ゴ本I ン

1.29 9 I 全 体 44 50,。684. 4 5 51.l 615 13.7 143 

園 通 100本 156本 &l* 256本 2.9本I 
屯

180 」 4.4
虐内 線 362 7.2 542 6.2 

全 体 41 46"6 i 280 6.8 50 5 6,8 518 1 0A 798 9.1 

情報迎絡班の人員は、平均では係長以上 6.1名、その他8.7名、 it1 4.8名である。また、屯話の本

数は直通 2.9本、内線6.2本、計9.1本である。

なお、人員及び屯話数とも市町村数を合計すると全市町村数88を超えるのは、枯報連絡班の設骰場

所を防災主管課内とそれに隣接する会議室まで含めて一体として考えている市町村があるためである。

また、情報辿絡班を会議室等に設磁する市町村数が人且の欄の 44に比較し屯話数の欄が41と減少

するのは、それらの市町村においては、その会議室が会議、調整の場であって、佑報の収集、伝述の場

ではないためと考えられる。

次に、屯話数が佑報連絡班を会議室等に設匹する市町村の 6.8本より、防災主管課に設1荏する、又は

防災主管課で対応する市町村の方が l0.4本と多いのは、後者の中には防災主管課内あるいは防災主管

課と同一室内の他の課用の屯話も非常時に切報連絡用として使用する市町村があるためである。

［課題］

(1) j汀報連絡班は、災害対策本部巾務局の中にあって災害応急対策活動の連絡調整等をする場合の中枢
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機能を有する組織であるので、防災主管課内で対応する市町村にあっても、その設骰基準、人員、活

動内容等を定め、平常弔務と区別する必要がある。

(2) 会議室に箭報連絡班を設四する市町村にあっては、一般的に、会議室に設骰されている屯話回線数

が少ないので、佑報連絡班設訊時には、直ちに屯話回線数が増強できるように事前に必要な屯話配線

をしておく必要がある。

4 災 害 情 報 等 の 収 集 方 法

(1) 災害現地調査の実施時期

【現況】

地震が発生した場合、各市町村は、速やかに被害状況を把握する必要があるが、どの程度の地震が

発生したときに、どのくらいの人員で行うかが問題となる。これについて調査した結果は次のとおり

である。

災害 現地調査の実施時期 市町村数 比 率

震度4以上の地姦が発生したとき 13 14.8％ 

霞度5以上の地震が発生したとき 18 20.5 

震度 6以上の地霰が発生したとき 2 2.3 

その他 55 6 2.5 

（災害の状況に応じて、被害報告があったときなど） (37) (4 2D) 

（本部、市町村長の指示、又は必要時） (I 0) (11.4) 

（特に定めなしなど） （ 8) （ 9.1) 

【課題］

県地震計画では、県下に震度4以上の地震が発生したときに第 1非常配備態勢を執り、被害盾報の

収集伝達を行うこととしている。したがって，各市町村においても県下に裳度4以上の地虚が発生したと

きには、地域内の被害状況を速やかに収集する態勢をあらかじめ定めておくことが望まれる。

(2) 災害現地調査の実施者

【現況】

大規模な地震が発生した場合、各市町村は直ちに被害状況を把握するために調査を実施するのであ

るが、その実施者及び人数について調査した結県は次のとおりである。
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実 施 者 市町村数 比 率 延 ペ 数 疇祠妙坪均

市町村職 員 82 98.2% ， 3,203名 3 9.1名

消 防 職 員 25 28A 958 8 8, 1 

消 防 団 貝 40 9,855 246.4 
'~ ＂ 

区長、町内会長 53 6 0.2 8,288 15 6.8 

そ

全

の 他 8 3.4 I 
116 88.7 

体 5 9 6,6 I 22,il o 263.6 

調査の結果、市町村職貝の実施者について一応決めている市町村は 82団体であり、その平均は

8 9.1名であった。ただし、この人数は、通常の風水雹時の態勢を準用した市町村、あるいは、大規

模な地裳を想定して最大の人数をあげた市町村な凡人数にかなりばらつきがみられるる

消防職目の実施者については市町村においてその実数を把握してないところが多く、 25団体しか

回答していないが、その平均は38.1名で市町村職貝とほぽ同程度である。

消防団員、区昆町内会長等はいわば災害情報通報者であるが、地域の実俯に詳しく、市町村が被

宵状況を一刻も早く収渠するために厄要な存在であそので、併せて濶査した。

その結果、消防団目について定めている市町村は 4(l団体 (46.5%)、区長、町内会長について

定めている市町村は 53団体 (60.2%）であり、そのいずれかについて定めている市町村は62団

休(7o. 5%）である。

また、その他として白主防災組織が2団1本、学校関係が 1団体あった。

［課屈］

今後は、次の点に留認し、災害時の被宮梢報の収集連絡体制の確立に努める必要がある。

ア 市町村職員、消防眺貝については、あらかじめ災害現地胴査班を定めておくこと伐その際、被＇替

の程度により人数を増賊できるよう複数の班を定めるとともに、各班員には、あらかじめ地区割り

をしておふ担当地区について事前に戸数、世帯数、人員などについて屈知しておく必要がある。

イ 消防団貝、区長、町内会長、自主防災組織については、少なくともいずれか 1以上について、地

区ごとの災富梢報の通報連絡体制が確吃で恙るよう依頼しておくことが望ましい。

ウ 災害現地からの迅速な納報収集を行うため、現地潤査貝には無線機の槻行を配虚する必要がある心

(3)災智現地鵡査の所要時間

［現況］

大地誤が発生した島合、地誤発生後直らIC被害情報の収集を開始するわけであるが、各市町村が地

域の被害状況の概股を調査する 1回当りの所要時闘について謡森した結果は次のとおりであるs
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所要時間別団体数

所平要時均間区分 市町村数 比 率
1 ~3時間 8 時間

1時間以内 を超える

29 84 8 時間
昼聞 71 80.7% (40.8%) (47.9%) (11.8%) 2.1~2.3 

13 39 11 3.0~3.2 夜閻 63 71.6 
(20.6%) (61.9%) (17.5%) 

調査の結果、地震発生時においては、職員の参集状況、道路の被害状況等不確定の要素が多いため、

回答できないとする市町村が 17団体 (19. 8%）あった。また、夜間の現地調査については、所要

時間不明とする市町村が25団体 (28.4%)あった。

次に、昼閻現地調査の平均所要時間は 2.1~2.8時閻、夜間は 8.0~8.2時間であった。

また、所要時閻 8時間以内の市町村数をみると、昼閻は回答市町村71団体のうち、 68団体(88.7

％）、夜間は 68団体のうち、 52団体 (82. 5%）であり、おおむね 8時間で各市町村の被害状況

の概要が把握できると考えられる。

【課題］

この結果から、今後、県が地震被害梢報の第 1報を市町村から収集する場合の基準をおおむね「地誤

発生後 8時間以内」とすることが適当と考えられる。一方、各市町村においても地震発生後8時間以

内に地震被害俯報を収集し、報告できる態勢の盤備に努める必要があると考えられる。

5他機関との連絡体制

【現況］

市町村は警戒宣言発令時又は地震発生時においては、他機関と緊密な連絡体制を保ちながら応急対策

を実施しなければならないが、その際の緊密な連絡体制をとる機関について調査した結果は次のとおり

である。
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分 I市町村数1闘 l I霞話無線 伝令等

警察 □57 64.8% 
7 8 

(100.0,ん） （14珈）
1,  
県・県ボ務所， 42 I 47.7 24 I 87 I 1 

(57. 1) （881%） （ 24) 

防署 ！ 37 I 42.o 34 I 18 I 7 

□n : ：□言t/這腔）1・占
21=  (1 00. o) （28.6) （19.0) 

•18 9 ―—二 I
2 8. 9 (8 5. 7) 1 

3 
(14.8) 

22.7 | 19.  3 2 
(95.0) | （15.0) （10.o) 

19 8 | （8 J.g) I (29.t) | (5.i) 

連 絡 方

区

消

屯報電話局I

所 1

自主防災組 織

21 

県土木事務

学校・保育所 21 

保 健 所 20 

17 

法

有線放送 その他

ガス事 者 1 5 | l I l 
(10 0.0)，（ 63' ） （ 6,7) 

水道巾業 者

医師会・日赤関係

）
 

8
1
 

a
 

2
 

（
 

農業稿問組合

区 長 ・ 町 内会長

15 17.0 

18 l4,8 

13 14.8 

12 18.S 

11 12.5 

s 9.1 

7 8,0 

56 68.6 

448 

4 4,5 

12 
(92.8) 

1 3 
(100.0) 

~( ‘‘, 
1
1
 ，
 

病 院

土地改良 区

県股地開発頂務所
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報道機関

8 
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7 
(100.0) 

己5 
(10 0.0) 

l 
(12.5) 

I I 
(28.~) 

自 衛

そ の

全一無

(100.0 l 

(100、40) 

(9tl51 ) (8,t) | （ 
3 2 I 2 

5.4) (3.6) (3.6) 

(941.03 0) (1 77.7 4 l 1 I < 1 o4.76 l , I c 1A6 ) | （ O、81)  

回

隊

一
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一

体

一

答
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調査の結果、消防署については、単独で設骰している市町村と、一部事務組合方式で設骰している市

町村とがあり、単独で設骰している市町村においては、消防署は市町村災害対策本部と一体となって活

動する組織であるので、この調査においては第 3位の 37団体 (42.0%）となっている。

第 1位は警察署の 57団体 (64.8%)、以下県・県事務所、消防署、消防団、中部電力、電報電話

局、県土木事務所、学校・保育所、保健所、自主防災組織、水道事業者の順となっている。

【課題】

他機関との連絡方法として、電話が 91.0％と最も多く、無線 17.4%、伝令等 10. 6%、有線放送

1.4％の順となっているため、屯話の不通時あるいは堪話のふくそう時の連絡体制に支障が生じるおそ

れがあるため、他の連絡方法（無線、伝令等）についてもさらに検討する必要がある。

一方、県・県事務所との連絡方法として無線が 88.1％と高いのは、防災行政無線が整備されている

ためであり、その他、県土木事務所、保健所、農地開発事務所にも防災行政無線が整備されているので

屯話不通時においても連絡を確保することができる。

6情報の収集及び伝達系統図

【現況】

各市町村は、判定会招集の連絡を受けた時、あるいは瞥戒宜言発令の連絡を受けた時には、直ちに関

係機関、住民等にそれらの梢報を伝達する必要がある。その場合の伝達系統図としては、各市町村それ

ぞれ特色があるのでここではその~」を掲げることとする。
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環遺 1) 市町村における惜報の収集及び伝述系統図

総務部［二区長、町内会長、自主防災会長（疇、伝令）

民 生 部 社会揺祉施設、保育所等

衛生部 l ．保健センター、医師会等

t 

商 工部「ー一商工組合等

股水部「口農業協同組合ー一ー一（有線放送）

i 樵魚協同組合

沼池等槌門管理者

河川等樋門管理者

建設梁協力会

水道業者

小、中学校、幼椎園一ー麟

！ [[::~務局二：；、水加、自瞥団 →（瞥鐘、広報車）

, L“““一危険物安全協会、 LPG協会一各m業所I 石商組合等

（ 同報無線
サイレン、広報申ビー-

報道機関 （テレビ、ラジオ、新聞

察署 広報車

… 一防災関係機関

疇電話局、中部電力、

I 
［ガス事業者等 ］ 

県地万機関

［土木事務所、保健所、

農地開発事務所等 ］ 

［課題］

住

民

情報の収集伝達系統図について詳細に定めてない市町村も

して情報の収集伝達系統を明確にする必要がある，

られたため、今後は、次の点に留意

-148-



(I) 市町村災害対策本部（事務局も含む。）から直接伝逹する梢報と、各部局及び消防本部から伝達す

る情報を明らかにしておくこと。

(2) 市町村から伝達を受けた機関等から、更にどのように伝達系統が広がっているのか、事前に伝逹

系統図などの捉出を求め、把握しておく必要がある•その上で、全地域及び全住民に梢報が行き渡る

かどうか再検討する必要がある。

7災害情報等の伝達 方法

【現況］

市町村が住民に警戒宣言や避難の指示等を伝達する手段としては広報車、サイレン、警鐘、有線放送

同報無線、屯話等を使用している。

したがって、ここではそれらの設置、運用状況を調査したが、その結果は次のとおりである。

(1) 広報車、無線サイレン、警鐘

区 分 市町村数 比 率 合 計 数 平保有市町村均の

広 報 車 84 95.5％ 892 台 1 0.6 台

無 線 サ イ レ ン 80 34.1 825 基 l 0.8 基

（その他のサイレンを含む） (48) (54.5) (581) (I 2.1) 

警 鐘 42 47.7 862 碁 20.5 基

ア 広報車は 84市町村 (95.5%）と保有率は裔く、平均台数も 10. 6台と充実している。広報車

を保有していない 4町村においても消防本部で広報車を保有している町村が 8団体、消防団におい

て広報車を保有している町が 1団体となっており、事実上県下全市町村に広報車が配囲されている

と言える。

イ 無線サイレンの設樅状況は 30市町村 (34.1%）であり、設股市町村における平均台数は 10.8

基である。

サイレンについては、無線式以外のものもあり、参考として掲げた。

ウ 警鐘の設樅状況は 42市町村 (47.7%）であり、設置市町村における平均数は 20. 5基である。

【課題］

サイレン、警鐘の合計数は 1,44 3基であり、県下 1市町村当りの平均数も 16.4基であり、警戒

宣言等の伝逹手段としてかなり有効であると言える。ただし、信号内容は第4「災害梢報等の伝逹シス

テム」の（表 28)のとおり多数あるため、住民に正しく理解されない場合があるので、サイレン、警

鐘のみにより伝逹すれば足りると判断することはきわめて危険であり、あくまでもテレビ、ラジオ等

で正確な俯報を確認させるための補助的手段であると考える必要がある。

(2) 有線放送、同報無線
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［現況］

屋（内拡声受装倍信設備 等 I 屋 外 受 信 設 備 等
を含む） （拉滓装醤を含む）

区 分
合計数 1 Iの醐川平町均村1，i 醐村数 率 I合計数市町村数 比 率 比 設の皿平市町均村

有線放送 24 27.8% 82,884芦 8,451芦 13 14.8% 355基 218基， 

同報無線 3 3.4 9,130 3,04 8 7 I 8.0 104 1 4, 9 

全 体 27 30.7 91,964 8,406 20 22 7 459 28.0 

有線放送は屋内拡声装芭が 24市町村、屋外拡声装骰が 13市町村において設置されている。

それに対し、同限無線は屋内受信設備が8町村、屋外受信設備が7市町村とまだ少ない。

屋内受信設備等は有線放送と同報無線を併せると約 9万2千戸であり、設置市町村における平均芦

数は約3,40 0戸であるが、県下全世帯数に占める割合は約 4.9％と少ない。

屋外受信設備等は有線放送と同報無線を併せると 45 9基あり、設骰市町村における平均数は 23

甚である．

【課題］

ア 有線放送と同報無線は平常時においては同じような機能を有する（すなわち、屋内受信設備等は

各家庭へ、屋外受信設術等は放送塔のスビーカーから付近約 300mの範囲内に音声梢報が伝達さ

れるシステムである。）のであるが、地震発生時においては有線放送は断線等により不通となる可

能性が大であるため、今後は、同報無線の設置に重点を箇いて対策を進めていく必要があると

られる。

イ 広報車、有線放送の屋外拡声装慨及び同報無線の屋外受信設備の合計数は1,3 5 1 （基•台）と

なり、県下 1市町村当りの平均数は l5.4 （甚•台）である。

したがって、糊鵡君発朗醐はいては、 1市町村当り平均 15.4か所において屋外広報が行われ

ることとなり、屋外にいる県民に対してもかなりの広報が期待できると思われる．

ただし、この方法による広報においても詳しい俯報を一言一句正確に伝達することは困難である

と考えられるので、併せてテレピ、ラジオにより詳しい惜報を確認するよう呼びかける必要がある。

(3) 電話

［現況】

ア 直接還話をかけるか所

各市町村が警戒宜言等を受信したときは、一般電話により直接職貝、防災関係機関等i改すしてその

情報を伝達する市町村が多いが、その伝達先及び伝達か所数について調査した結果は、次のとおり

であった。
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屯話連絡先 市町村数 比 率 合 計 数 迎絡市町杖が匝与

職 貝 81 92.0% 2,681 名 33.1,名

防災関係機関 52 59. 1 362加所 7. 0加所

学校、病院等 74 84.! 1,079 14.6 

事 業 所 28 3 1. 8 318 11.4 

消 防 団 78 88.6 895 11.5 

自主防、町内会等 64 72.7 2,490 38.9 

そ

全

の 他 ， 10.2 96 10. 7 

体 86 97. 7 7,921 92. I 

職員に対して電話により伝達する市町村は 81団体 (92. 0%）であり、連絡する市町村の平均

数は 33.1名であった。

防災関係機関、学校病院、事業所、消防団、自主防災組織、町内会等もすべて合計すると 7,921

か所となり、連絡する市町村の平均数は 92.1か所となり、梢報伝逹に相当な時間を要するものと

考えられる。

イ かけまわし、順おくり等による延べか所

市町村から梢報の伝逹を受けた職貝及び防災関係機関等はさらに定められた伝達系統に従い、電

話のかけまわし等の方法により梢報を伝逹することが考えられる。したがって、職貝及び防災関係機関

等に対してかけまわし電話により惰報を伝逹すると考えられる延ぺか所（直接かけるか所を含む。）

を調査した結果は次のとおりである。

区 分 市町村数 比 率 ムロ 計 数 鱗巾1Il」村の平均

かけまわし等を実施 65 73.9 % 46,699件 718.4件
する市町村

直接伝逹するのみの 22 25.0 2,094 95.2 
市

全

町 村

体 87 98. 9 48,793 560. 8 

かけまわし電話により伝逹を実施すると回答した市町村は 65団体 (73. 9%）であったが、そ

の中で、職員に対するかけまわし電話の件数は比較的正確に記載されていると思われろが、防災僕l

係機関、学校、病院、事業所、消防団、自主防災組織、町内会等に対するかけまわし電話の件数に

ついては未回答の市町村も多く、実際には、もっと件数が増えるものと考えられる。

また、直接伝逹する件数のみを回答した 22市町村 (25.0%）においても、伝逹を受けた防災

関係機関等がさらに伝逹することは明らかであると考えられるため、この点についても留意する必

要がある。

-151-



更に、伝達を受けた各機関、各事業所の担当者から各従業貝、各従業員から家族へと屯話が利用

されると考えると、紺話の利用件数は警戒宜言等の発令以後短時問の間にうなぎ登りに増加するこ

とが予思される <9

［課題］

の直要な伝達先に対しては、確実に伝述される屯話以外の他の手段、中でも地震時において多少で

も機能確保の倍頻性の高い同報無線の設低を推進していく必要があると考えられるむ

（イ） かけまわl,ffi話により梢報伝達を実施する計画を立てている市町村にあっては、万一、一般氾話

の利用規制が行われた場合の対応についても弔前に検討しておく必要がある。

（例） 1 市町村役場に登庁した職員が直要加入電話から伝迎する、》

2 最寄りの公衆屯話（青色及び黄色）から伝達する。

（ヴ電話のふくそうを防止する方法として消防団、自主防災組織に対する電話連絡は、分団長や

防災組織の役員までとし、あとは、伝令により口頭で伝述する態勢の確立について検討する必要が

ある。

8 市町村における情報伝達システムに関する重点事項及び要望事項

今後、各市町村における災害情報の収集、伝迩システム等に関する軍点事項及び要望事項Iとついて調

査した結果は次のとおりである。

（1) 重点事項

絋点事項については 15市80町村から回答があり、その王な内容は次のとおりである。

ア 防災行政無線の整備、充実を図る• (I l市29町村）

その内訳（複数回答有り）は次のとおりであった。

の 地方行政無線から防災行政無綿への切替えに菫点を骰く。 (6市6町村）

⑭ 固報無線の新設、又は有線放送から同報無線の切替えに重点を磁し(2iiil4町）

（ヴ移動系無線の整備、充実に窟点を岱く。 (3市10町）

イ 広報車の充実を閃ふ (Ii打2町）

ウ 地渥災害対策計両を策定する中で、具体的な梢報伝遥システムの検討を行い、その整価を図る。

工 自王防災糾微(/)育成及び訓練指導の充実を図る。

オ 誤報などのミスがないよう確実な情報伝遥システムの確立を図る。

カ 有線放送の屋外受信設備の充哭を図る。

キ 消防団員に対する受令機の整備を図る，

(2) 要望事項

(2市）

(2町）

(l町）

(1町）

(l市）

要望甜項については 6市10町村から回答があり、その主な内容は次のとおりである．
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ア 防災行政無線に対する補助金制度の充実を図られたい。

その内訳は次のとおりである。

⑦ 同報無線に対する補助金額の増額

（介 移動無線に対する補助金制度の確立

（ヴ 県費補助金の充実

(5市7町村）

(2市4町）

(1市2町）

(1市）

イ 県の梢報伝逹システムを改革し、ファクシミリを各市町村に整備されたい。 (1市 1町）

ゥ 警戒宣言発令時の広報手段として、県において航空機等による一斉伝逹方法を検討されたい。

(1町）

工 防災訓練を実施する際、消防県内共通波による通信訓練を組み入れてほしい。 (1町）

オ 地方行政用無線の開設当時からの出力では通信不能な地帯があるため、この解消について県から

も関係機閲へ働きかけてほしい。 (1町）

これらの市町村における重点事項及ぴ要望事項については、今後各市町村の地域の実状に合った梢報

収集、伝逹システムの確立を図るための貨重な意見として、県の施策においても十分配慮していかなけ

ればならない。
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（表ー資 2) 市町村の地震災害梢報の収集伝逹体制現況調査表 （昭和 57年 10月 1日現在）

1 
設災対散本猜部の準 連2桔絡班報 3 灼報連絡班の態勢

1 災対本部の 2梢報 8 梢報連絡班の態勢
設骰甚準 連絡班

闘屑買醤筐置胃(l) (2) 闘
(!) (2) (3) (4) (5) (6) (1) (1) (2) (3) 

市 町 村 災 災 rli判 判 蒋 吋底つ 震 災災 災防

町
定

定
戒 度 度 害 対 対 災 市町村 ilI 

定
定

戒
度 度 害 対 対 災

事務所名 村 会 5 4 
本 盃

主 係長 村 会 5 4 本 本 主 係長
宣 発

， 
発

長 会 で 誓以
部

9t苔コ その他 直通 内線 事務所名 長 ムヱ で 旦 以 以
部

部 白ヒ， その他 直通 内線
n 丸 苫 上 生 設 課 以上 n 'l(¥ 雷 上 上 生 設 課 以上

の 招

塁
の の と i盆 で

の
招 骰 の の

と 9皿V’ で
判 発

喜地
確

届l翡
対

判 準
発

地 地
確 同

畠対

断 集 侃i令 E屈戸 認 時 応 断 集 備 令 震 、辰Tつ 伊90 時 応

南知多町

゜゚ ゜
3 4 7 

名 名 本 本

名古屋市

゜゚゜゚
15 22 2 11 芙 浜 町

゜゚゚ ゜゚
2 1 4 5 

宮 市

゜゚ ゜゜
(2) （ 8) (7) (53) 武 卓,Si 町

゜゚ ゜゚
11 29 (2) 1(6) 

顧 戸 市

゜゜゜
(4) (4) (1) (5) 知多事務所計 0 1 4 10 6 0 7 4 1 5 34(11) 61(15) 13(22) 20(11) 

春日井市

゜゜゚
13 ， 1 12 岡 崎 市

゜゚ ゜ ゜
5 2 5 

犬 山 市

゜゚゚ ゜゚
， 16 3 7 碧 南 市

゜ ゜ ゜
(4) (9) (I) (5) 

江 南 市

゜゜゚
(5) （ 8) (1) （ 5) 刈 谷 市

゜゚ ゜゜
(5) (19) (I) (5) 

尾 西 市

゜゚ ゜゜
(5) (14) (1) (10) 安 城 市

゜゚
！ 

゜゜
(4) (20) (5) (5) 

小 牧 市

゜゜゚
8 6 -(2) 4( 3) 西 尾 市

゜゚ ゜゜
(6) (3) (1) (5) 

稲 沢 市

゜゜゚
14 12 2 知 吃 市 010 

゜゚
4 8 7 

尾張旭市

゜ ゜゜
(2) (5) (6) (-) 高 浜 市

゜゚゜
7 13 5 1 

岩 倉 市

゜゚ ゜゜
(4) (6) (2) (8) 色 町 I 

゜゚ ゜゚
3 2 1 2 

豊 明 市

゜ ゜゚
4 12 3 吉 良 町

゜゚ ゜
7 5 7 

東 郷 町

゜ ゜゚
8 6 (7) (23) 幡 豆 町

゜゜゚
4 8 5 

日 進 町

゜゚ ゜゚
8 12 2 幸 ． 田 町

゜゚ ゜゚
23 2 2 

長久手町

゜ ゜
01 (2) （ I) (1) (2) 額 田 町

゜ ゜
(3) (5) (6) (41) 

西 枇杷島町

゜゚ ゜゚
2 10 3 西三河弔務所計 3 0 7 7 5 0 8 6 1 5 30(22) 61(56) 25(14) 12(61) 

豊 山 町

゜ ゜゚゜
I (2) (2) (1) (5) 豊 田 市

゜゜゚
(8) (28) (8) (8) 

師 勝 町

゜゚
o! (3) (3), (-） (5) 好 町

゜゚ ゜゚
3 5 5 

西 春 町

゜゜゚゜
84 6 (4) (8) 藤 岡 町

゜゜゚
(2) (9) (4) (5) 

， 

春 日 村

゜ ゜゜
(5)1 (4) (1) (5) 小 原 村

゜ ゜゚
3 3 -(—) 1(3) 

消 洲 町

゜ ゜゚
(3) (8) (4) (4) 豊田事務所計 ol 1 1 4 0 0 4 4 0 0 6(10) 8(37) 5(12) l(J6) 

新 J l l 町

゜゜゚
2 8 2 足 助 町

゜ ゜゚
(2) (8) (6) (-) 

大 口 町

゜゜
I 
゜

(2) (3) (6) (3) 下 山 村

゜゚ ゜゚
(30) (30) (4) （→ 

扶 桑 町

゜゜゚
2 1 5 5 旭 町

゜゚ ゜
oi 13 46 2 

木曽川町

゜゚
15 5 足助事務所計 1 0 2 2 0 0 3 31 0 0 13(23) 46(38) 0(10) 2(O) 

祖父江町

゜
。

゜
2 5 6 茸n又 楽 町

゜ ゜゚
(7) (23) (2) (1) 

平 和 町

゜゜゚
7 19 8 62 東 栄 町

゜ ゜゚
2 '2 1 

尾張事務所計 3 4 7 17 5 0 25 17 0 9 128(39) 117(61) 33(44) 97(139) 豊 根 村

゜゜゚
5 8 4 

津 島 市 。
゜゜゜

(3) (1) (2) (-) 富 山 村

゜ ゜゜
(1) (2) (-) (3) 

七 宝 町

゜ ゜゚
2 5 3 8 津 具 村

゜ ゜゜
(2) (4) (4) （一）

美 和 町

゜゜゜
(2) (3) （一） (1) 稲 武 町

゜゜゜
(9) (I) (4) (19) 

甚目寺町

゜ ゜゚
18(43) (60) (6) 1(70) 設楽事務所計 2 1 1 2 0 0 6 3 0 3 7(19) 10(30) 4(10) 1(23) 

大 治 町

゜ ゜゚
(I) (11) (1) (6) 新 城 市

゜゚ ゜゚
(7) (5) (1) (3) 

蟹 江 町

゜゚ ゜
6 3 1 4 鳳 来 町

゜゚ ゜゚
(-) (4) (4) （一）

十四山村

゜゚ ゜
3 2 4 作 手 村

゜゚ ゜゚
4 ， 1 3 

飛 島 村

゜゚ ゜゚
(5) (2) （一） (4) 新城事務所計 0 1 3 3 0 0 8 2 1 0 4(7) 9(9) 1(5) 3(3) 

弥 富 町

゜゚゚ ゜゚
(4) (. 7) (1) (5) 豊 橋 市

゜゚ ゜゚
(11) (11) (4) (1) 

佐 屋 町

゜ ゜゜
(3) (6) (!) (4) 豊 /II 市

゜゜゚
6 12 7 

立 田 村

゜ ゜゚
(4) (10) (3) （一） 蒲 郡 市

゜゜゚
12 11 

ヽ

八 開 村

゜ ゜゚
6 4 音 羽 町

゜ ゜゚
8 2 4 

ー155-156-

佐 織 町

゜ ゜゚
(2) (3) (7) (7) 宮 町

゜ ゜゚
(4) (4) （一） (4) 

海部事務所計 6 0 3 6 4 0 11 10 0 8 29(67) 16(103) 12(21) 8(97) 小坂井町

゜゜゚
(2) (6) (8) (4) 

半 田 市

゜゚゚ ゜゜
(3) (7) (2) (4) 御 津 町

゜゚ ゜゚
3 10 2 

常 滑 市

゜゜゜
4 8 1 1 田 原 町

゜゚ ゜
(5) (11) (-) (3) 

東 海 市

゜ ゜゜
(4) (4) (10) (1) 赤羽根町

゜゜゚
(2) (3) (6) (-) 

大 府 市

゜゚゚ ゜
7 8 4 渥 美 町

゜゚ ゜゚
7 8 1 5 

知 多 市

゜゜゚
7 11 1 10 東三河事務呻 2 0 3 8 1 0 9 8 1 1 36(24) 認(35) 5(18) 25(12) 

阿久比町

゜゚ ゜
(2) (2) (5) (-） 合 計 l02(281 '38(2 3況） 1ob156J 贔62)

東 浦 町

゜゚゜゜
(2) (2) (3) (-） 市町村数計 17 7 32 57 21 1 76 58 4 26 44(45) 44(45) 41(50) 41(50) 



4 災害桔報等の収集方法 4 災害梢報等の収集方法

現地調査実施時期 実 施 者 所要時間 現地調査実施時期 実 施 者 所要時間
市町村 市町村

の（介
（震ヴ 害災

必そ 職市 消 消 町区 そ 昼 夜 佗 8) （ヴ 災必 そ職市 消 消 町区 そ 昼 夜

事務所名 震震 防 防 内 事務所名 震 汽底' ・屈:tぶ

害 要 防 防 内

度度 度発
要の 町

職 団 会
の

度 度度 発
の 町

職 団 会
の

4 5 6 生 時他 員村 員 員 長長 他 間 間 4 5 6生 時他 員村 員 員 長長 他 間 間

名古屋市

゜
160 160 3,000 4,000 2 2南知多町

゜ ゜
101 656 切 1.5 2.5 

美 浜 町

゜
18 17 3 3 

宮 市

゜
264 482 武 卓9sn 町

゜
26 ！ 1 

瀬 戸 市

゜
4 60 伽多事務所計 1 2 0 4 2 2 293 92 845 238 

゜
18 20.7 

春日井市

゜
2: 20 250 196 86 ！ 叶岡 崎 市

゜
107 2凶 60 438 2~6 2~6 

犬 山 市

゜
31 266 虞 南 市

゜
33 58 102 78 1 1 

江 南 市 。 E 5 刈 谷 市

゜
85 15 125 2 2.5 

尾 西 市

゜
6( 50 3~8 5~10'安 城 市

゜
50 15 8 3 

小 牧 市

゜
11 14 30 6 2 2 西 尾 市

゜
130 265 1 1.5 

稲 沢 市

゜
汲（ 1 l知 立 市

゜尾張旭市

゜
41 高 浜 市

゜岩 倉 市

゜
2( 1.5 色 町

゜
18 20 117 32 2 2 

豊 明 市

゜
11 5 21 22 1.5 2.5 吉 良 町

゜東 郷 町

゜
8 12 14 I l幡 豆 町

゜
30 15 76 31 5 10 

日 進 町

゜
30 30 15 1 1.5 幸 田 町

゜
23 28 1 3 

長久手町

゜
10 5 1 2額 田 町

゜
36 46 4~5 8 

西枇杷島町

゜
31 50 1 2 西三別串蜘却 1 1 0 3 2 4 512 343 480 913 2゚1~ 26 

33~ 
37 

豊 山 町

゜
19 30 1 1.5 豊 田 市

゜
56 17 2 3 

師 勝 町

゜
好 町 。 16 310 20 2 3 

西 春 町

゜゚
5! 7 18 2 2 藤 岡 町

゜
37 343 1 1 

春 日 村

゜
7 0.5 1小 原 村

゜
6 12 8 12 

消 洲 町

゜
10 40 2~4 5~6 豊田事務所計 0 1 0 3 0 0 115 17 653 32 

゜
13 19 

新 JII 町

゜
3 15 2 3 足 助 町

゜
67 783 72 1 2 

大 口 町

゜
： ， 10 8 下 山 村

゜
10 30 1 2 

扶 桑 町

゜
11 12 48 20 1.5 2 旭 町

゜
I 56 37 

木曽川町

゜
1[ 10 20 足助事務所計 1 0 1 1 0 0 113 

゜
783 139 

゜
2 4 

祖父江町

゜
19 舌n又し 楽 町

゜
120 450 33 1 2 

平 和 町

゜
21 3 11 25 1 1東 栄 町

゜
25 60 6 3 

尾張事務所計 8 6 1 14 3 0 950 66 462 1,287 106 27:14 333.59.~ 5 豊 根 村

゜
3 

律 島 市

゜
£ 4 富 山 村

゜
2 2 

七 宝 町

゜
7 2 2津 具 村

゜
27 156 10 8 5 

美 和 町

゜
30 22 1 稲 武 町

゜
30 13 8 12 

甚目寺町

゜
10: 98 1 2 設楽事務所計 3 0 0 2 1 0 207 

゜
お6 52 10 17 29 

大 治 町

゜
1f 45 1 1新 城 市

゜
54 10 350 54 3 

蟹 江 町

゜
： 1 l訊 来 町

゜
74 211 3 5 

十四山村

゜
6 8 22 作 手 村

゜
8 2 1 2 

飛 島 村

゜
85 新城事務所計

゜
1 0 2 0 

゜
131 10 563 55 

゜
8 5 

弥 富 町 24 18 97 2 8豊 橋 市

゜
163 191 1,247 830 2 3 

佐 屋 町

゜
10 21 19 4 6豊 Ill 市

゜
48 144 2 4 

吃 田 村

゜
14 1.5 2.5 蒲 郡 市

゜
60 50 200 46 2 8 

八 開 村

゜
5 1 2音 羽 町

゜
10 80 

佐 織 町

゜
14 I 1 - 宮 町

゜
25 11 8 

海部事務所計 2 6 0 2 1 1 269 4 47 303 15.5 20.5 小坂井町

゜
29 2 3 

ー157,1581

半 田 市

゜
12 10 11 42 1 2御 津 町

゜
18 12 26 2 3 

常 滑 市

゜
24 30 150 28 1 2 田 原 町

゜
70 20 530 200 0.5へ0.5----4 

東 海 市

゜
2 2 4 1 1.5 赤羽根町

゜
30 287 7 1 2 

大 府 市

゜
24 14 2 3 渥 美 町

゜
8 6 

知 多 市

゜
50 50 100 5 2 東王」事扮暉t 1 1 0 6 1 1 453 261 2,856 1,264 2゚2.52~ 6 24.52~ 8 

阿久比町

゜
18 0.5 0.7 合 計 3,203 953 9,855 8,283 116 114661~ .5 129041.2' .7 

東 浦 町

゜
18 24 2 3 市町村数計 13 18 2 87 IO 8 82 25 40 53 3 71 68 



7 災害梢報等の伝逹方法 （その I)

市町村 広 無サ 習 有線 放送 同報無線 屯話 （直接かけるか所等） 屯話のかけまわ

報
イ

屋 防係 学病レ 屋 屋 屋 職 事 消

>
そ 合 し延ぺ数

事務所名 車 線ン 鐘 災機 院 業 防 の （）内は左の合計
内 贔 晶D贔 島 闘薦 闘ぶ 贔 晶 農両 伽計所）卿 伽所） （か所 炉） i%) 数の再掲

名古屋市 111 (116) 88 3 8 3,029 

宮 市 20 12 13 91 4 16 136 （ 136) 

顧 戸 市 5 5 33 13 33 12 91 1,158 

春日 井 市 3 5 13 10 81 14 86 239 443 l.593 

犬 山 市 7 6 858C24.5'¼l 7 16 切 266 316 8缶'

江 南 市 10 6 5,800 [22.0%1 50 16 34 5 105 219 

尾 西 市 6 23 15 市議ほか 40 78 265 

小 牧 市 24 7 1,90虹 6.0%1 35 5 4 4 8 3 59 506 

稲 沢 市 4 2,07紅 8.0%l 14 20 6 170 210 （ 210) 

尾張旭市 3 7 切 87 6 70 305 

岩 倉 市 3 ， 6 18 36 1 25 95 305 

豊 明 市 5 8 7 8 3 I 22 41 449 

東 郷 町 2 (1) 5 118 15 6 14 153 （ 1認）

日 進 町 3 15 200 3 8 30 15 256 （ 256) 

長久手町 4 (4) 16 8 4 8 26 244 

西枇杷島町 4 3 I 30 10 15 5 53 JO 123 210 

豊 山 町 3 58 84 6 4 6 30 80 288 

師 勝 町 5 58 4 8 8 11 89 157 

西 春 町 2 1 44 59 15 19 1 18 112 （ 112) 

春 日 村 3 15 15 12 4 5 21 87 

消 洲 町 2 (J) 36 3 8 24 71 （ 71) 

新 Ill 町 6 (1) 68 8 13 4 6 15 114 （ 114) 

大 ロ 町 3 1,339 ~8.1 o/;J 4 ， 12 10 35 180 

扶 桑 町 5 (1) 6,730 15 4 6 10 6 認 93 239 

木曽 川町 3 15 3 5 23 （ 23) 

祖父江町 3 7 20 11 3 ， 43 151 

平 和 町 3 19 13 4 7 3 4 25 邸 468 

尾張事務所計 141 76(8) 38 11,972 102 6,730 15 928 151 495 78 245 992 50 2,939 7,721 (1,075) 

津 島 市 2 12 18 13 8 39 91 

七 宝 町 8 13 80 6 12 12 110 (110) 

美 和 町 6 18 4 25 22 69 921 

甚目 寺 町 4 (14) 17 14 16 13 60 129 

大 治 町 10 (13) 18 4 18 45 85 152 

菌 江 町 5 5 5 認 15 1 28 67 324 

十 四 山村 1 8 4 11 22 37 （ 37) 

飛 島 村 8 2 23 窃 331 

弥 富 町 4 20 ， 7 24 26 66 893 

佐 屋 町 5 (19) 18 部 20 39 18 107 547 

立 田 村 4 

八 開 村 2 16 11 3 21 35 314 

佐 織 町 6 20 68 15 4 20 59 166 166 

海部事務所計 52 3杖46 79 •一 300 13 94 4 195 268 874 3,868 (147) 

半 田 市 87 14 17 2 10 2 16 2 11 42 邸 83) 

常 滑 市 42 20 23 9,449(65.0%〕 69 22 14 8 16 28 1 158 8,686 

東 海 市 31 78 ， 100 76 8 116 382 586 

,159,160ー

大 府 市 7 8 17， 1 6 23 1 7 54 294 

知 多 •市 ， 10 3,476(18.5%) 47 2 14 2 10 59 134 512 

阿久比町 8 5 5 3 16 7 20 51 272 

東 浦 町 5 6 ， 196 4 6 7 218 (213) 

南知多町 33 21 4,334 (65.5%) 2 6 1 17 4 28 151 

美 浜 町 7 20 3,000 C58.0%J ， 1 17 29 17 73 456 

武 豊 町 10 6 3 1,650(16.3%〕 30 2 7 7 8 19 68 1,211 

知多宝務所計 189 59 103 21,9(}9 4 A62 52 207 95 108 315 5 1,244 12,168 (296) 



7 災害情報等の伝逹方法 （その 2)

市町村 広 無サ 捉"， 肖線放送 同報無線 屯話 （直接かけるか所等） 屯話0)かけまわ

報
イ

阻 犀 阻 屋 職 防係 学病 事 消 自町 そ 合 し延ぺ数
レ

事務所名 車 線ン 鐘
災機 院 業 防

`` 
の

（）内は左の合計

詞 ゆ洒所） 幼＞／沢） 炉） 内C％） 晶}晶） （外名 l （貝名） 累鳥 麟 （か所所） 晶り 贔 贔 数の再掲

岡 崎 市 10 I 20 2 1 20 7 50 927 

只尤コ！ 南 市 2 2 1 5 77 83 （ 83) 

刈 谷 市 3 20 18 158 6 3 ， 25 201 1,309 

安 城 市 40 78 28 7,691C20.4%J I 20 20 1,105 

西 尾 市 8 17 24 47 15 20 123 668 

知 立 市 21 ， 33 6 21 6 凶壊 設20 I 86 633 

高 浜 市 2 (1) 4 380(4.5%) 27 4 6 4 
， 

32 73 （ 73) 

色 町 2 3 I 18 ， 6 32 65 170 

吉 良 町 7 5 3,474[72.IJ<'/o) 12 8 6 1 5 26 52 144 

幡 豆 町 6 1.91託60.8%) I 40 2 1 81 74 （ 74) 

幸 田 町 2,510(40.8%) 22 10 2 25 1 23 I 83 297 

頷 田 町 6 ， 14 18 4 ， 20 46 97 2,597 

西三河弔務所計 101 (10も 66 15,966 18 ， 385 381 80 82 108 2941 20 I 1.007 7,850 ( 230) 

豊 田 市 49 143 7,592 C 8. 1%) 94 11 4 17 201 52 1,200 

好 町 5 131 17 17 3 8 13 20派出所 3 64 177 

藤 岡 町 2 | ， 12 10 2 12 嬰協 1 37 152 

小 原 村 ， 4 5 2 6 2 8 12 35 66 

豊田事務所計 65 4 165 7,592 112 45 ， 24 4 50 521 4 188 1,595 

足 助 町 1 45 28 10 24 11 72 117 202 

下 山 村 2 10 5 11 12 3 10 30 71 （ 71) 

旭 町 1 27 10 10 7| 37 91 114 

足助事務所計 4 55 28 42 11 46 13 28I i 139 279 316 ( 71) 

設 泊木＜ 町 4 8| 12 3 15 3 19 I 33 85 193 

東 ＇栄 町 20 1,800 5 ！ 80 

豊 根 村 ， 10 600 10 5 15 160 

富 山 村 1 ( l) f ！ 1 5 7 （ 7) 

津 具 村 1 ( 1) 8 617 (100.0%1 I 37 4 6 47 （ 47) 

稲 武 町 17 12 10 17 13 40 1,290 

設楽事務所計 32 ( 2) 63 617 2,400 5 69 3 20 8 48 51 l況 1.723 ( 54) 

新 城 市 3 ( 5) 22 7,63紅 89.4o/..J 32 22 54 108 （ 108) 

訊 来 町 2 (16) 43 3,94虹 96.0o/,,l 6 4 1 11 86 

作 手 村 15 (11) 93虹104．窃a 8 11 10 24 （ 24) 

新城ボ務所計 20 (32) 65 12,517 38 3 15 33 54 143 36 ( 132) 

豊 橋 市 119 (46) 99 6,829(8.4%) 2 65 26 2 24 ， 45 171 4,066 

豊 ILL 市 15 12 39 31 24 10 144 248 1,363 

蒲 郡 市 5 10 5 19 5 11 6 1 1 20 糾 103 1,736 

音 羽 町 4 3 1.250(58.6%) 1 8 8 3 4 18 （ 18) 

宮 町 2 ( 1) 7 2,073(63.0%) 1 1 3 公！堀殴 4 ， 15 
小坂井町 8 11 10 37 11 13 14 75 704 

御 津 町 1 10 12 2,109(66.3%) 36 5 ， 8 13 71 （ 71) 

田 原 町 10 46 25 198 6 18 6 IO 保育所 13 246 246 

赤羽根町 2 20 5 5 8 2 8 7 35 92 

渥 美 町 11 15 24 25 17 3 21 ， 24 74 171 

東三河事務所計 177 | (4479 ) 145 12,261 92 75 409 82 98 39 80 325 17 1,050 8,393 ( 89) 

ー161,1621

892 825 862 82,834 355 9,130 104 2,681 362 1,079 318 895 2,490 96 7,921 46,699 (2,094) 
合 計

I (256) 

84 30 42 24 13 8 7 81 52 74 認 78 64 ， 861 65 ( 22) 
市 町 村 数 計

(18) I 

' 
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災害情報等の伝達システムについて

国から県・市町村等を通じる情報伝達システムの体系は、 （図ー資 2)のとおりであるが、災害時に最

も有効な伝逹手段である無線回線を中心として、その現況と問題点及び今後の課題について検討すること

とする。

（図ー資 2) 情報伝逹システムの体系
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1 愛知県防災行政無線回線

【現況】

本県の防災行政無線は、昭和 28年度に地万行政用無線として発足したが、昭和48年5月の十勝沖

地媒を契機として、昭和45年に郵政省において防災行政銀線d)免許方針が制定され、昭和49年度に

現行のシステムに再編整備し、現在まで賂他拡充及び延用管理体制の強化に努めてきている。

（1)固定系（放送局ホットラインを除く．）

県本庁を統制局とし、 県下4ケ所の無線中継所を経由して、県地方機関国等防災関係機関及び87市

町村を無線遁話回線で結ぷ即時通話方式を採用するほか、全局又は関係機関ととの音声による一斉指

令機泥及び通話の統制機能を有している。

本県の梢報収集伝逹手段としては、限要な油信ルートであり、平常時から万全の体制を確立してお

かなければならない。しかし、市街地の拡大及び建築物の高哨化等に対応した無線回線の品質確保が

要求される一方、軍子誦信技術の革新、防災対策の近代化及び高度化など、社会情挫は急速に変化し

ている。また、これらに対応し、郵政省の免許方針等も改正され、システムの強化及び更新整備等が

必嬰となっている。

したがって、次のような問迎点があげられる。

ア 県地方機関及び市町村が使用している無線回線は平均 15機関に 1回線しかないため、大規模災

害及び近年の多様化している災害梢報に対処できない。

イ 回線構成において、中継所への依存度が高く、一つの中継所が被災した場合、多くの市町村の回

線が途絶するおそれがある。

ウ 音声による伝述のため、災害時の湯合、地図及び図形等が送れない。また、緊急時に聞き問違い

等が生じやすく、誤報による社会的混乱を引起こすおそれがある。

工 都市の高咽化等の仕会珂境の変容により、回線品質の劣化等、通信回線が限界の状況IC.きているゎ

a)移動系

本県では、全県移動系及び地区移動系（尾張・三河部）に分かれており、全県移勅局は本庁に5局、

地区移動局は、県事務所及び土木事務所等に18 2局配置している。

陸上移動局は、その機勅性を生かし、災害現地等から直接梢報収集できる体制をとっている。

この移動回線も固定系と同様、社会環境の藩しい変化により電波が届かない不感地帯が多く発生し

つつある。

(3) 放送局ホットライン

昭和 56年度に、愛知県庁と日本放送協会名古屋放送局及び民放 6社の間に無線ホットラインを設

定したわこれは、 「災宵時における放送要請に関する協定」等に基づき県からの情報を放送局ヘ一斉

通報し、放送局からテレビ、ラジオによりその情報を住民へ伝達するシステムである。このシステムは警成配

言発令時を始め、地康発生後においても極め←L有複匹あり、市町村からの放送依頼についても十分対応できる0
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【課題］

(1) 防災行政用無線

防災行政用無線については、社会斑境、電波法関係規則等の改正、防災情報の増大及び多様化、無

線設備等の経年劣化及び技術革新など、再編整備を必要とする要件があり、次の項目を充分考慮して

新しいシステムの整備を進める必要がある。

ア 災害対策実施上、重要な機関には、防災行政無線の設闘などについて再検討すること。

イ 各種災害情報を多撰に迅速及び正確に収集伝逹できるシステムとすること。

⑦ 県地方機関及び市町村の多ルート化の採用（マルチチャンネルアクセス方式）

（介 高速ファクシミリの導入（県地方槻関及び全市町村等を対象）

ウ 平常時において、一般行政事務への対応が充分できるシステムとすること。

パーソナルコンピュータ等の接続

工 回線構成において、無線中継所が災害等により被災した場合の影櫻を少なくするため、各中継所を

結ぶ多重幹線ルートをループ状に構成するシステムとすること。

オ 移動回線は、不感地帯をなくすること。

(2) 放送局ホットライン

警戒宣言発令時等においては、県や市町村に対し情報の確認や各種対策の実施状況の確認及び要望

等の屯話が殺到することが予想されるため、この放送局ホットラインを利用し、県、市町村からの呼

びかけや対策実施状況等をテレピ、ラジオにより住民へ伝達すれば、こうした県、市町村に対する電

話の殺到も若干は緩和できると考えられる。

したがって、今後は、県から伝達する梢報の種類、内容、文案等について昨年8月に当プロジェク

トチームが作成した「地底対策広報文例集」などを基にしてさらに検討を進めていく必要がある。

(3) 通信術星 (CS-2) 

現在、消防庁と愛知県を結ぶ地上無線回線が 1回線あるが、この回線は、多数の無線中継所により

接続されているため 1ケ所でも災害により機能がマヒした場合、梢報連絡手段が途絶えてしまう。こ

れに対し、衛星通信は、中継所が宇宙にあるため、災害等に関係なく安定した通信ルートを確保でき

る。

本県では現在、昭和 58年 2月に打上げられた通信衛星さくら 2号 (CS-2)により、消防庁及

ぴ愛知県庁に地球局を設佃し、昭和 59年度に衛星通信の巡用開始をめざしている。

また、地上回線である防災行政無線が被災した場合、移動用地球局を配備すれば災害現地と県庁及

び消防庁にも直接回線を設定でき、県防災行政無線のパックアップ回線として有効である。
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（図ー資 3) 将来における愛知県情報収集伝達システム図

CS-2 
通侶細登
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ぷ 之
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丑移動用地球局
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（避碓知
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同報焦練

（屈外受伯雑）
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2市 町 村 が 開 設する無線回線

【現況】

市町村が住民との間に設定する梢報伝逹収集方法としての無線回線は、防災行政無線（移動系・同報

系）、消防無線がある。

現在、開設している市町村は、防災行政無線（地方行政無線を含む。）の移動系が 57市町村、同報

系が 11市町村及び消防無線が87市町村である。

（表ー資8） 地方行政用無線及び防災行政用無線の賂備状況

地方行政用無線 防災行政用無線 消 防

区 分
移動系 同報系 移動系 同報系 無 線

市 I 8 

゜
6 2 8 0 

町 村 1 9 3 I 4 6 57 

計 3 7 3 2 0 8 8 7 

(1) 防災行政無線（移動系）

麟は、地方行政無線として市町村に免許されていたが、昭和53年度に郵政省により免許方針が

改正され、防災対策を目的とした防災行政無線となった。そのため地方行政無線から防災行政無線へ

の移行が急務となっている。

この移動回線は、市町村役場に埜地局を設骰し、携帯型及び車載型の陸上移動局を配備しているの

で、災害現地等からの梢報収集活動に極めて有効である。また、災害対策上必要と認められる防災関

係機関等に対して、可搬局及び受信設備を設皿することにより、災害の発生時等にいち早く連絡する

ことができる。

隣接する市町村と災害応援協定等を結んでいる市町村は、市町村広域共通波を持つことができるた

め、災害時に隣接市町村との梢報交換、依頼等ができるが、本県にはまだない。

広域に行政区域を有する市町村については、無線設備を搭載している公用車にファクシミリも搭載

できるため、災害現地と災害対策本部間において、地図又は図形等を伝送することにより、迅速かつ

正確なtli報伝達ができる。

(2) 防災行政無線（同報系）

テレビ、ラジオによる広報対象は、広範囲なため、その内容が総合的なものとならざるを得ないが、

同報無線は、市町村単位で設慨されるので、地域住民に密着した情報を伝達することができるととも

に、放送と同じように同時に多数の住民に情報が提供できるため、警戒宜言を始めとし、避難勧告等

の行動指示情報を提供する手段として極めて有効である。

平常時において、殷業協同組合等の利用も認められるため、住民サービス等の面において利用範囲

が広い。
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今までの免許方針では、屋外受信設備を主体とし、屋内受信機は空港、基地等の局辺、寒冷地、山

閥辺地及び屋外方式では目的達成が困難であるため特に必要と認められる場合に限 h設凶すること

ができるとされていたが、現在では、防災対策上必炭と認められる機関等に対しては設詔が認められ

ている。

問題点としては次の点があげられる。

ア 屋外受信設備は、一斉通報すると相互に干渉して聞えにくくなるとともに交通暖音等の影栂を受

ける。また、地域によっては、屋内等に居た場合聞えない所もでてくる。

イ 屋外受信設備のスピーカの音訊をあげると平常時に市民広報として利用する際に、願音公害とな

るおそれがある．

(3) 消防無線

各市町村における消防無線は、情報収集活動及び運営管理面において平常時から習熟しているため、

災害発生時にも大きな役割を果す．

また、隣接消防本部と相互に応援しながら消防活動を行う必要もあるため、県内共通波及び全国共

通波を保有している。

現在、郵政省において消防無線の見直し作業が進められており、今後、周波数の割当て増加及び利

用範囲の拡大が望まれている。

しかし、問題点としては次の点があげられる。

ア 消防無線を防災行政無線の替りに使用すると、災害時においては消防業筋による通倍もふくそう

するため、災害対策本部から直接住民へ情報を伝述しようとしてもできない場合がある。

イ 消防無線の華地局の県内共通波等については、現在市町村の消防波と設備共用しているため、双

方の通信ができず、災害発生時にはどちらか一方の俯報収集伝逹機能がストップしてしまう。

ウ 消防組合の消防無線については、組合本部が通信を統制するため苓組合構成市町村の防災情報収

集伝逹活動には利用できない．

【課題］

現在、郵政省屯波監理局から、混信が多く老朽化してきている地方行政無線から防災行政無線への

早期移行の行政指導がなされている。

したがって、防災行政狐線の新規計画及び強化を図るうえで、次のことを検討していく必要がある。

ア 隣接市町村と災宮応援協定等を締結し、市町村広域共通波により情報連絡Jレートを確保する。

イ 移動系の無線設備を広報車等に搭載していく。

ウ 一定の手続により、自主防災組織に移動系の無線設備を持たせて市町村役場と地域住民間の愉報

伝逹収集Jレートを確立する。

工 同報系の屋内受信設備は、防災対策上必要と認められる機関等（自主防災組織等を含む。）であ

れば特定地域（寒冷地、空港周辺等をいう。）に限らず設骰できるため、今後は同報系屋円受信設
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備の盤備を積桶的に推進する必要がある。

オ 同報系の屋外受信設備は、風向きにより音声の到逹距離が変化することを考慮し、騒音の多い市街

地に設骰するより、学校、公民館、公園、腹作業場等に設樅する方が適している。

カ 同報系屋外受信設備の作勅システムは、エコーが生じないようにグ）レープ別に動作させる設計と

すること。

キ 消防無線については、基地局の無線設備を市町村消防波、県内共通波、全面共通波の周波数切替

方式ではなく、各周波数ととに専用の無線設備を設箇すれば、それぞれに梢報収集伝達活動が行え

るため、梢報凩の増大及び通信のふくそうに対処できる。

ク 消防組合を構成している市町村は、組合本部が消防無線を統制するため、行政区城内における梢

報収集伝逹活動を行うためには招極的に防災行政無線等の溝入を図る必要がある。

ケ 大紐の石油及び高圧ガスを保有する石油コンビナート等特別防災区域が存する市町村にあっては、

コンビナート災害対策の璽要性にかんがみ、地震により有線回線が途絶した場合に備えて、市町村

（消防機関）と石油コンビナートの特定事業所等とを結ぶ防災相互通信用無線局の整備を図る必要

がある。

（図ー資4) 防災相互通信用無線局賂備計画

消防機関 特定事業所等数

〗.．•三
門…．．．・I知多市消防本部 I

・名古屋市消防局

［ •……|冒鴨部消本防組畠 I

土……I間誓雷訊亨喜I
闘・・・・・"|碧南市消防本部 I
盃．．．…•|蒲郡市消防本部 I

ー．…・・・I渥芙町消防本部 l

3 広報車

【現況】

ロロロロロロロ

市町村名 特別防災区域

名古船市

東 海 市

知 多市 ｝名古屋港臨海叫区

飛島村

半田市
武 豊 町

衣浦地区

碧南市

蒲郡市 蒲郡地区

渥美町 渥美地区

広報車による広報活動は、機動性があるため特定地域に発生した災害等に対処するには極めて有効で

ある。（例えば、山くずれや津波危険地域等に対する避難広報である。

問題点としては次の点があげられる。

ア 機動性を有する反面、広範囲に一斉広報することはできない。
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イ 地震災害時には、過路の不通や、道路の渋滞のため、広報活動に利用できない場合がある。

ウ 住民に広報内容を徹底するためには、時速10~20Km程度の速度で走る必要があり、簡明な広

報文を伝逹する場合でも、長時閻を要する，

［課題］

広報車の機動性を生かして、山くずれ危険地域など、特定地域に対する広報に賃点を概き、一般広報

としては、同報無線や有線放送に対する補完的広報として位箇づける必要がある。

また、時速 10~20Kmで走行しながら広報するため、広報文をできるだけ分かりやすく、短くし、

"詳じい内容はテレピやラジオで確認してください’＇というように広報の方法を工夫する必要がある．

4 サイレン、警鐘

【現況］

音声による広報でないが、即応性及び広範囲に注謡等の喚起をするには極めて有効である。

県下 88市町村のうち 78市町村において、情報伝逹手段として位骰づけており、今後も補完的に龍

要な伝逹手段である。

サイレンには、銅梨又は有線による方式があり、無線方式では消防用サイレン及び防災行政用サイレ

ンがある。

問題点としては、次の点があげられる。

ア サイレン及び瞥鐘により梢報を伝逃する信号の種類としては、（表 19 -l)「地震防災伯号、消

防信号、水防信号及び罪波栖識一覧」に掲げる l9種類の信号かあり、仕民がC.れら叫記号をiEしく

判別することは困難であると考えられる。

イ サイレン及び警蹄は風向き、交通騒音、アルミサッシ窓の普及、テレビ音などの影掘により綴内に

おいて聞こえない場合もある。

ウ 消防用サイレンでは、地霰防災信号を送出することができない。

［課題l

地域住民がサイレン、警鐘の内容を正しく理解できない場合があるため、注意喚起手段として位覆づ

け、サイレン、瞥鈍が聞こえたらすぐにテレピ、ラジオ等により情報を確認するよう住民に対し指導す

る必要がある。

蓄戒宜言等を防災行政無線の同報系により伝達すろ際には、まず無線サイレンにより地震防災信号を

送出し、注意喚気を促したうえで、音声による広報を行うことが望ましい，9
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5 有線放送

【現況】

現在 88市町村のうち 32市町村に有線放送設備が設置されているが、屋外拡声装囲は 1市町村当り

平均 27カ所（最小 1カ所、最大 94カ所）であり、屋内拡声装骰は 1市町村当りの普及率は平均 50 

％弱（最小4.5%、最大 10 0%）の家庭に設骰されている。

問題点としては次の点があげられる。

ア 現在、新規に設骰を計画している市町村はなく、むしろ減少頻向にあり、設備の老朽化が進んでい

ろ。

イ 市街地の高密度化などにより、建柱や配線等について制約を受けやすい。

ウ 有線放送を開設している機関は、市町村より殷協等の団体が多いため、箭報伝達の相手方が殷家等

に限定される。

工 屋外拡声装骰については、同報系の屋外受信設備と同様、騒音等による彩雌がある。

【課題］

有線放送設備は、地震発生時において有線ケープルなどの断線により使用不泥となるおそれもあるた

め、瞥戒宣言など発震前の梢報伝達用としては有効であるが、発震後の情報伝逹用としては適していな

いので、今後は、防災行政無線（同報系）に切替えていく必要がある。

（有線放送）

屋内拡声装骰

屋外拡声装四

切替え

6 自主 防 災 組 織等による口頭伝達

【現況］

（防災行政無線〔同報系）

屋内受信設備

屋外受信設備

地域に密若したきめこまかい箭報を伝達することができるが、次の問題点があげられる。

ア 未端までの連絡体制が確立されていないと、梢報が克ち切れになるおそれがある。

イ ロ頭による伝達は、梢報の変容の恐れがある。

ウ ー軒一軒連絡してまわる場合、地区によっては相当の時間がかかる場合がある。

工 電話により連絡する場合は、電電公社による一般電話の利用制限が行われたときの代替方法を決め

ておく必要がある。

【課題］

自主防災組織、町内会ビとに連絡系統、連絡員、代理者等についてあらかじめ定めておき、今後は自

主防災組織による梢報伝逹訓練を毎年実施するよう自主防災組織に対して指導する必要がある。
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（表-資4) 住民への災害情報伝達メディアのまとめ

住民への情報伝達メディアの種類と特色をまとめてみると次袋のとおりである。

翡， 情報伝逹 ◎伝゚情遥報す大る
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（図一臼 5) 愛知県防災行政無線
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（図一?J:5) 愛知県防災行政無線回線総合構成図
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